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巻頭言 

 

 

技術者復権 

熊本大学 大学院自然科学研究科 

 社会環境工学専攻 

教授 小林 一郎 

 
はじめに 

研究のひとつの柱に、3D-CAD による設計・施工支援を掲げて 20 年になる。当初は VR（Virtual Reality）

も、カクカクと動く程度で、大規模再開発地区の施設計画などできそうになかった。ネット環境も貧弱で、大学・

現場・発注者間で議論の履歴を残そうにも、メールだけではどうにもならないと感じた。HP を立ち上げ、その中

に簡易的な掲示板を導入し、情報共有を図ったが、現場事務所も発注者も動きが鈍く、結局、私が学生に作

業の指示をする「指示板」となり、目指した「合意形成板」あるいは「問題解決板」にはならなかった。 

我が研究室の情報化研究の歴史は、試行錯誤の連続であり、連戦連敗の記録でもある。現在 CIM 関連で、

様々な試行がなされているが、「何をなすべきか」には完璧には答えられないが、「これだけはしない方がいい」

ということはいくつもある。それは、私たちが賢いからではなく、単に、自らの過去を振り返れば良いからだ。しか

し時代の進展の中で、ICT（情報通信技術）は建設技術者にとって使える道具として整備されつつある。過去を

語りつつ、近い未来への期待をまとめたい。 

 

フランスの思い出 

約 20 年前、フランスのある大学で 2年間、個体力学研究室に席を置き、橋梁の最適設計をテーマに研究

員をした。隣の工業デザイン学科では、3 次元 CAD で椅子を作って、それがどう座りやすいとか、力学的にどう

なっているかなどの検討をしていた。CAD の授業もあり、ソフトも全員が使えるようになっていた。橋梁工学でも

そうなるといいと思ったものである。 

さらに驚いたのは、実務で「見える化」が実現していたことだ。建設系の雑誌でも、少しずつだが、構造物の 3

次元表示があり、記事をわかりやすくしていた。たとえば、TRAVAUX という雑誌を見てもらえば、美しくてわかり

やすい 3D表現が、記事を解りやすくしているのに気づくだろう。なぜ、そのようなことが熱心に行われていたか

というと、現場は完全に多言語社会であり、たとえば、労働者はアフリカの人、重機はアラブの人、石工さんはポ

ルトガルから来ていて、建設会社はスペインで設計はイギリス、現場はフランスの田舎といった具合であった。

そこでは、一体誰と誰が何の打合せを、どのようにするのだろう。基本的には絵や動画を使ってやっている。「こ

こに、こう回り込んで、これを据え付ける」とか「今日の段取りは、あれを先にやって次がそれ」といった感じであ

る。これはいいなと思ったし、これをまず研究レベルで、試してみたいと思った。 

 

技術でイノベーション 

技術革新と審美学という言葉がある。日本人は、これを聞いただけで、身構える。あまりにも敷居が高く、命が

けでやることのように思えるからだろう。しかしこれは訳語の間違いだと思っている。フランス語の Innovation と

Esthetique は、簡単に言うと「ちょと nova（新しいこと）すること」と「きちんとエステをする（姿を整える）こと」であ

る。建設事業はいつでも、一品生産なのだから、どの現場も他とは違う。「ちょっと新しいこと」や結果として立ち

現れる「姿への配慮」は、我々が常に当然のこととしてやらねばならぬことである。技術者たるものは、そのため

には、あらゆる学問と道具を駆使し、みんなで知恵を絞って良いモノを造っていく必要がある。少なくとも海外で

は、そのように構造物を造り出し、その結果として、尊敬されているのが土木技術者だ（戦前は我が国でも同様
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であった）。そうなりたいし、そうあるべきだとも思う。「ちょっと新しくて、姿のいいもの」は、私がいつも考えている

ことである。 

 

CALS の誤解 

言葉はときとして、本来の意味とは違うものとして理解をされることがある。CAD という単語は、Computer 

Aided Design なので、本来はコンピュータに支援された設計のはずだ。しかし実態は、ドゥローイングつまり図化

システムに過ぎない。関係者には、本当に設計の支援ができるソフトの開発を望みたい。同じように CALS/EC

は、本当は「ICT に支援された建設事業」という意味だろう。良い建設をするのに ICT という道具を駆使しようと

いうことだ。それが、電子入札、電子納品の仕組みのように誤解されている。CIM というのも、定義が曖昧なの

で、何をすべきかのかが、はっきりしないところがある。簡単に言えば、「きちんと CALS/EC をやること」が CIM

の本筋だと思う。しかしそれでは、身もふたもないので、現在私は、CIM とは、「見える化を基盤にした、ICT 利

用によるデータマネジメントである」と考えている。業務改善として、コスト削減や工期短縮といった事柄は、結果

としてついてくるものであって、我々の最終目標は、技術者復権であるとも思っている。 

 

 

3 つの「見える化」 

上述したように CIM の Mはモデリングである以上にマネジメントだろう。その意味では、BIM とは違うものだと考

えていい。構造物のモデル化（「形状の見える化」だけでなく、地形・地質のモデル化も重要である。施工現場

や管理においては、計測や属性といった「情報の見える化」は、「形状の見える化」以上に大事な場合がある。

さらに、ライフサイクルにわたる建設事業を支障なく行うには、「履歴の見える化」が重要だ。医療の電子カルテ

のように、いつ、誰が、なぜ、そのような判断をしたのかが記述されたもので、患者のためではなく、引き継ぎを

行う、医師間でこそ意味を持つ。 

見える化は、目に映る光景が見えるだけでは不十分で、話しの流れが見えてきたり、問題解決の糸口が全員

に共有されることだ。特段 3次元表示をしなくても、そのような状況を作り出されば、総て CIM の成果だと思っ

ている。様々な見える化を駆使すること自体が、マネジメントだ。私の経験から言えば、「構造の見える化」（ある

いはプロダクトモデルの開発）以上に他の 2つの見える化が重要である。そろそろ、「情報の見える化」や「履歴

の見える化」に関する議論が始まってもいい頃だと思っている。 

 

モデルの並行利用（曽木分水路の取り組み）  

 
曽木分水路設計は、2012 年のグッド・デザイン賞を受賞し、さらに部門賞の一つ、サステナブル・デザイン賞

も受賞した。河川の激特事業で、設計・施工の関係者がデザインの意味をきちんと理解し、仕事をしたことが最

大の成果である。さらに、分水路の 3次元線形の決定に、3D-CAD が活用された。これは、『あたかも川が川

を造ったような』自然な線形をデザインできないかという我々の考えを実現するためであった。しかもそのまま、

◆CADとは Computer Aided Design 
（コンピュター支援設計）
本来の目的→ 良い設計を道具（CAD）が支援

◆ICT supported Construction は
（情報通信技術に支援された建設事業）
本来の目的→ 良い建設を道具（ICT）が支援
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水理計算のデータとなったり、土工量の比較ができ、住民説明用の地形模型やデザイン検討に使う骨模型を

切り出したりするためのベースとなるデータの監理をしたいと考えた。結果として、ほぼ思い通りの設計が実現で

きた。 

大切なのは、素早い意思統一に 3D-CAD が使われたことであるが、それは単にデザイン時間の短縮になっ

ただけではない。むしろ、より深く細かなデザイン検討のための時間をヒネり出すことができた点にある。通常 2

年かける景観検討が、半年ででき、しかも圧倒的に質の高いモノとなった。そして、そのような議論の過程を設

計の関係者だけでなく、発注者や施工関係者が理解し、想いを繋げることができた点にある。「見える化」とは、

話しの内容が見え、その結果が行動として新たな問題解決につながることでなければならない。 

 

モデルの連続利用（新水前寺交通結節点改善事業） 

都市部における事業は、関係者が多岐にわたり、複数の

事業が複雑に絡み合う空間である。2013 年の熊本への

新幹線開通に伴う在来線駅舎改築に関連した、県の歩道

橋建設に CIM を適用した。これに対して熊本景観賞を授

与された。実際に行ったのは、①予備設計段階での電車

軌道の横での橋脚施工の可能性検討とその結果としての

設計変更、②詳細設計での細部の検討、③関連事業

（JR、県、市、交通局）を含んだ施工検討、④サイン計画、

⑤右折レーンの停止位置や移設信号の位置とアーム長

等に関する警察協議、⑥旧歩道橋の撤去計画、などである。 

我々デザインチームが、直接関わったのは「歩道橋の設計」であるが、この現場では、「モデル空間」を定義

し、関係者間の情報共有に利用した。モデルではなく、モデルを含む空間（地下埋設物や架線の位置情報も

含む）が重要であると考えたからである。モデルが入れ替わり、徐々に精度を上げる中で、3 次元の空間が連

続的に利用されることは CIM の重要なテーマであると思った。なぜなら、それこそがマネジメントであり、発注者

にしかできない仕事だからである。 

さらに、情報共有の仕組みとして、SNS掲示板が活躍した。2 年ごとに担当者が代わる中で関係者間の「議

論の履歴」が継承される仕組みが担保されていなければならないと考えた。これが CIM-Link の原型である。

要するに 3次元のモデルを作成し、「ここ、こうなります。」というモデルの特徴的な箇所を掲示板にアップす

る。掲示板では、キャプチャー画像や動画をが見られるので、ネット上で大体どうなっているかがわかる。東京

や福岡で通常業務を行っている関係者は、各自の都合のよい時間にこのサイトにアクセスし、意見や感想を投

稿する。各自が投稿履歴を見ながら、少しずつ、問題を集約していく（意見交換の場）。大体話しが見て来たと

ころで、全員集合し対面で「これで決着しましょう。」ということになる(合意形成の場)。事前に、ほとんどの情報

を共有しているので、持ち寄るべき情報(資料や図面など)が明確なので、対面での話はやい。通常、何度かか

かる警察協議は、1回で終了した。建設のライフサイクルでモデルが連続的に利用できるためには、発注者が

イニシアチブをとり、上記 3つの見える化をコントロールしていく必要がある。 
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道具の担い手 

TV で、「春巻き」とか「親子丼」を全く知らない海外の料理人に、いくつかのヒントを与えて作らせるという番組

がある。CIM はそれほどにひどくはないが、見よう見まねの域を出ていないところがある。受発注の両者のみが

了解しているだけの、試行事業は本当に正しい「親子丼」になっているのだろうか。まだ、CIM のメリットが実感さ

れていない。まずは、現場を限定し、多くの人が関係して成果を明示すべきだと考える。そのためには、発注者

に、アドバイザーが必要だ。「この図面は、こう変換するとわかりやすいですね。次回の打ち合わせに使いましょ

う」とか「その計測データが、もっと分かりやすく見えるといいですよ。ちょっと手直ししてみましょう。」といった感じ

だ。さらに、発注者間の打ち合わせの時にも専門家がついて、ノウハウを伝授した方がいい。そのことによって、

実際に業務改善自体が「見える化」されるのではないだろうか。 

CIM の成否は発注者にかかっていると思う。発注者がたとえば、 

①工事を短縮したい、 

②コスト削減をしたい、 

③打ち合わせの回数や時間を少なくしたいなど、 

ある程度明確な目標を設定し、専門家も含め、CIM 利用の方針や使用するソフト等の選定も進めるべきだろ

う。3 次元化する必要のない案件も少なくはないと考える。本当に必要な局面を吟味し、見える化を実行し、

業務改善に繋げる必要がある。たとえば河川においては、必ずしも 3次元データを運用する必要はないように

も思う。3 次元モデルが役に立つのならトコトン使ってみる。2 次元でやれそうなところでも、問題はいくつも発見

されるはずだ。そのような、仕分けも含めて、案件を限定した本格的な試行事業が、動き出すことを期待した

い。 

 

 

 

■  CIM-Link の原型 (情報共有の仕組み) 

分散している関係者間での情報運用を図り、意思決定の場と履歴管理の機能を備えた、統合型情報運用の

SNS 掲示板（通称 : Kolg）である。アプリケーションソフトとして「CIM-Link」の名称でリリース。 

 

(CIM 技術検討会 H24 年度報告より) 
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Highlight  1 

土木学会「CIM」に関する講演会 全国 10会場で 1049 名が参加 

土木情報学委員会  国土基盤モデル小委員会・ICT施工研究小委員会 
 
土木情報学委員会では、建設生産システムの新たな取組みとして CIM の導入および情報化施工の一般
化に関する研究・開発と、これらの技術の普及支援を目的とした活動を行っている。この活動の一環とし

て、CIM に対して、産（設計者、施工者）、官（事業発注者）、学（技術開発者）の立場から、建設生産
システム合理化の方向性について紹介し、全国の建設従事者に広く周知を図ることを目的として表-1 に
示す全国 10会場で「CIM」に関する講演会を開催し、1,049名が参加した。講演にあたっては、国土交
通省、内閣府 沖縄総合事務局はじめ、7団体に後援いただき、9会社に協賛をいただいた。 
講演内容は、①学識経験者による CIMに関する内容、②発注者側からの動向説明、③CIM技術検討会
の検討内容、④建設コンサルタンツ協会の動向、⑤日本建設業連合会の動向について、CIM 技術検討会
メンバーからも講演者として参画している。参加者には、CIM技術検討会平成 24年度報告(冊子)が配布
された。 

表-1   開催スケジュールと参加者数  

日程 開催地 会場 定員 
参加

者数 

 

7 月 5 日 札幌 札幌市生涯学習センター 210 141 

7 月 17 日 福岡 天神ビル 会議室 11 号 120 148 

9 月 27 日 名古屋 名古屋市中小企業振興会館 吹上ホール 144 133 

10 月 2 日 広島 まちづくり交流プラザ 112 85 

10 月 10 日 仙台 せんだいメディアテーク 180 113 

10 月 16 日 高松 高松市マリンパレスさぬき 瀬戸 A 90 57 

11 月 15 日 大阪 大塚商会 関西支社 200 135 

11 月 27 日 金沢 石川県勤労者福祉文化会館 144 46 配布冊子 

12 月 9 日 東京 土木学会 150 130  

1 月 24 日 沖縄 沖縄県市町村自治会館 60 61  

 
後援 

国土交通省、 (内閣府 沖縄総合事務局 ： 沖縄会場) 

一般財団法人 日本建設情報総合センター、一般財団法人 先端建設技術センター 

一般社団法人 建設コンサルタンツ協会、一般社団法人 日本建設業連合会、 

一般社団法人 オープン CAD フォーマット評議会 

 

協賛   
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参加者の分類とアンケート結果を以下に示す。参加者の半数は、建設コンサルタントであり、これは

CIM試行業務が開始されており情報収集のためと思われる。年代は、40代が 40%、50代・30代が各々
24%、21%と続き、実務者が中心であった。CIMに関しては、初めて知ったと回答したのはわずか 9%で
あり言葉としては浸透している。CIMに取り組む予定はないとの回答もわずか 6%であり、CIMへ取組
もうとする意識は高い。 

CIM導入に関する課題としては、人材育成・教育、導入コスト、CIM知識・技術という回答がほぼ同
数であり、こうした点への検討が必要である。CIM 導入のための情報提供では、3 次元モデリング手法
が一番多いが、参加者の多くが建設コンサルタントであり、設計時にどのようにモデリングするかを知り

たいと考えているものと思われる。その他には、導入事例紹介、CIM に対する政策や方針という回答が
多く、今回のような報告会に、もっと実際の CIMの成功事例の紹介が必要と思われる。 

CIMの進展、アンケート結果を受けて、平成 26年度も CIM講演会の開催が決まっている。 
 

 

 

CIMに関する講演会（全 10会場) アンケート結果 
  

発注者

8%

建設会社

15%

建設コンサルタント

53%

ITベンダー
15%

大学・研究

機関・財団

3%

その他

6%

アンケート回答者分類(853名)

発注者

11%

建設会社

15%

建設コンサルタント

46%

ITベンダー
17%

大学・研究

機関・財団

3%
その他

8%

参加者分類（1049名)

20代以下
6%

30代
21%

40代
40%

50代
24%

60代以上
9%

回答者の年齢構成(849名)

内容までよく

知っている

33%

言葉は聞いたことがある

58%

初めて知った

9%

CIMについて(830名)

CIMの全体像が
良くわかった

49%
なんとなくわかった

49%

よくわからなかった

2%

講習の内容について(791名)

既に取組んでいる

26%

積極的に取組んでいきたい

31%

将来的には積極的に

取組んでいきたい

37%

当面取組む

予定はない

6%

CIMの取組みについて(787名)

492

470

252

498

142

15

0 100 200 300 400 500

導入コスト（ソフト・ハード）

CIM知識・技術

担当技術者

人材育成・教育

会社方針・制度

わからない

CIMを導入するにあたって、
考えられる課題について（複数回答）

426

327

324

285

269

98

12

0 100 200 300 400 500

3次元モデリングの手法

導入事例紹介

CIMに対する政策や方針

ソフトウエア勉強会

実施研修（OJT）

実施研修（ビデオ等）

その他

今後、CIMを導入するにあたって、
どのような情報を希望しますか？（複数回答）
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米国における CIM技術調査 2013 2 
 
土木学会 土木情報学委員会 国土基盤モデル小委員会と ICT施工研究小委員会では、建設生産システ
ムの新たな取組みとして CIMの導入および情報化施工の一般化に関する研究・開発と、これらの技術の
普及支援を目的とした活動を行っている。 
この度、CIM の導入実績が豊富な米国で CIM の普及を推進する政府関係者、CIMを研究分野とする
学術関係者、CIM 導入実績が豊富な建設コンサルタントや施工会社との意見交換、実務事情調査を目的
とした技術調査団を派遣し、CIM 導入に係わる課題整理と建設生産システム合理化の方向性について産
（設計者、施工者）、官（事業発注者）、学（技術開発者）合同で研究するために、業界の各団体から構成

される米国 CIM技術調査 2013を実施した。 
 

調査団メンバー 所属 

団 長 矢吹 信喜 
土木学会 土木情報学委員会 委員長 

大阪大学大学院工学研究科 教授 

副団長 本村信一郎 国土交通省 大臣官房 技術調査課 技術管理係長 

副団長 藤澤 泰雄 
建設コンサルタンツ協会  

情報部会 ICT 委員会  CIM 技術専門委員会 委員長 

 

影山 輝彰 日本建設情報総合センター 研究開発部 

東出 成記 先端建設技術センター 研究第一・第二部 部長 

藤島  崇 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 研究第三部 

杉浦 伸哉 日本建設業連合会 インフラ再生委員会 技術部会 委員 

福地 良彦 オープン CAD フォーマット評議会  CIM 技術 参与 

 
調査概要 
調査期間と訪問先は以下に示すように、主にニューヨーク地区、シカゴ地区（イリノイ大学）、サンフ

ランシスコ地区（スタンフォード大学）の 3か所でほぼ 2日間ずつの滞在であった。 
ニューヨークでは、BIM(CIM)の導入事例、活用事例と実際に BIM 業務を行っている Parsons 

Brinckerhoff社を訪問した。こうした事例からは、大規模・関係者が多い・複雑で BIMを利用すること
で効率化が目指せる事業を対象に、全体をマネジメントする Program Manager を配置していることが
分かった。 
イリノイ大学では、大学研究と実務を合わせた研究として、BIM を利用した干渉チェックなど、設計
変更や工程遅延などによるコストオーバーについてどのような方法でBIMを活用すると効果があるか等
の研究、関係者間の情報共有を行うことのメリットを学術的に研究している事例、点群データの利活用に

関する最新技術、維持管理を目的とした施設管理で利用が進む COBie等、米国での最先端の事例の説明
を受けた。 
スタンフォード大学では、BIM/CIMによる効果や人材育成について 25年前から研究している Center 

for Integrated Facility Engineering（CIFE）において BIM/CIMを扱う技術者への教育プログラムが設
立され、BIMマネージャーと呼ばれる、生産プロセスにおいてどのように BIMを扱っていくかという技
術者の育成として、BIM を適用する目的、既存プロセスの変化、費用対効果等に関する教育と研究の説
明を受けた。 
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訪問先日程 

 
 

■ 調査団に参加して 米国における CIM の導入は大変大きな効果をもたらしてい

る。CIM を導入している事業の特徴は、大規模で複雑、そして関

係者が多いことである。また、事業形態としては設計施工一括

型で、事業を統括し CIM に精通しているプログラムマネージャー

を配置している。可視化や施工ステップの明確化、情報の共有

等により、設計ミスや手戻りの防止、コミュニケーションの円滑化

等に効果を発揮し、工期短縮やコスト縮減につながっている。研

究の面においても、CIM の効果や人材育成について深く研究さ

れている。 

本調査で得られた知見を我が国への CIM の導入に活かし、

建設生産・管理システムの効率化・高度化をより一層進めてい

きたい。 

副団長 本村信一郎（国土交通省） 

 
World Trade Center の 3D 施工計画例 

 
報告の詳細は、以下のページから報告書を参照されたい。 

http://committees.jsce.or.jp/cceips07/node/29    （文責 CIM技術調査団 藤澤）  

日付 訪問先 氏名 意見交換、発表内容　等

Doug Eberhard ・米国におけるCIM/BIMの導入事例
Sr Director ENI Sales Development
Autodesk ・WTC再開発現場における工程管理、意匠・景観設計

Christopher Santulli, P.E.
Assistant Commissioner Engineering
& Safety Operations

Jay Mezher, AIA ・PBにおけるVDC（Virtual Design and
Construction）ならびにBIMの取り組み
・VDCの実施体制とプロジェクトプロセス
・WTC再開発現場における工程管理、意匠・景観設計

9/24 WTC駅

Prof. Nora El-Gohary ・BIMを利用した資材等の自動検査に関する研究

Construction Management Group ・BIMを利用した関係者間の情報共有に関する研究

Prof. Mani Golparvar-Fard ・土木分野における写真計測技術に関する研究

Construction Management Group
・デジタル写真を利用した構造物の点群データ作成に関
する研究
・画像処理技術を応用した安全管理に関する研究

Bill East, PhD, P.E. ・アメリカ工兵隊での維持管理活用事例紹介

U.S. Army Construction Engineering
Research ・データ定義（IFC）と維持管理における活用(COBie)

Molly Graham
Senior Project Manager
John Kunz ・BIMマネージャに関する教育プログラム
Executive Director Stanford Center
for Integrated Facility Engineering
(CIFE)

・BIMに関するワークショップ

Ken Stowe
Autodesk

・NY市建築許可申請におけるBIMの活用事例9/23
Mercury

NYC 会議
室

・橋梁架替工事における適用事例

・BIM適用によるROIに関する分析結果と事例紹介

9/25

イリノイ大
学アーバ
ナ・シャン
ペーン校

　　　　　　　現地視察

Global VDC Director, Parsons
Brinckehoff

9/27

Autodesk
社

スタン
フォード大
学

9/26
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「足場って本当に必要なのか」 3 

完成！ 黒目川黒目橋調節池工事  CIM 先駆的現場のその後 

 
「足場って本当に必要なのか」 
その言葉に、打合せの場にいた全員が「そうだ！」とざわめいた。 

JV職員と鉄筋工との打合わせで初めて「CIM」の本当の意味を、その場の全員が感じた瞬間だった。 

足場による作業を、高所作業車で代替、足場構築・撤去というサイクルを無くす。 

 
 
黒目川黒目橋調節池構築の現場では「手戻りを無くし、工期内の施工を実現」を合言葉に、3次元モデ
ルを作成・活用を実施してきた。 

 
「工期内」の合言葉が、工事が進むにつれて重荷になり、クリティカルパスになる鉄筋組立工程の短縮が

課題となり、毎晩議論を重ねても新しいアイデアが出てこない。そんな問題点を解決するために導入した

3次元は、まさに「必要に迫られて」の導入であったが、3次元を扱えない、3次元をどのように利用す
るか分からない、という導入までの敷居の高さで JV職員が悶々としていたのである。 
そんな中、大林組では積極的に現場での 3 次元利用を促進すべく、現場導入を積極的にサポートし初
期モデルとして、(1) 躯体全体の構築手順の 4D作成（工程連携）と (2) 配筋手順の可視化に取り組んだ。
(CIM技術検討会H24年度報告参照) 

 
■ 監理技術者の貫井工事長は、この現場での 3次元の取り組みをこう話す。 

 

最初は全員が疑心暗鬼で、3 次元でものを見ても、頭の中でイメージしている
ものと同じだからなくてもできるという思い込みが強かった。しかし 2次元での
検討は思いのほか時間がかかり、全員が同じイメージを共有するまでかかる時間

を 3次元は一気に短縮した。 
その結果、副次的効果として、足場を構築しての作業ではなく、高所作業車を

導入して足場構築・撤去というサイクルを無くすという「アイデア」にたどりつ

き、現場全員が一体になった感じがしてわくわくした。これも JV 職員だけで考
えたのではなく、協力会社も含めて全員が同じモデルを見ながら「会話」が出来

た結果だろう。 
監理技術者 
貫井工事長 
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単なる 3次元をみて利用するという枠を超え、真の生産性向上に寄与
した初めての事例として、モデル構築や現場での運用をどのように進め

るか貫井工事長とともに現場で対応してきた大林組の土木本部長室・情

報企画課の杉浦課長も『これぞ本当の「CIM」』と太鼓判を押した。 
 

 
杉浦課長 

CIMの「目的」は、単なる 3次元の構築やその属性をどのように入れるかということを検討するので
はなく、建設生産活動における「効率化」のために「活用」することが目的であることをこのプロジェク

トが体感させてくれたのである。 
「CIM」という言葉も知らずにはじまったこのプロジェクトでは、JV職員にとどまらず、協力会社の
鉄筋工の大野職長は、この現場での取り組みをこう話す。 
「3次元モデルを見ながらの元請け職員とのやり取りで、型枠大工等と
もお互いの問題点を共有化して、一緒に効率化に取り組みやすくなっ

た。」 
「こんな楽しい現場は初めてで、大林組さんとこんなわくわくするプロ

ジェクトを進められた貴重な経験を、鉄筋工というほとんど日の当たら

ない職種に持ち込めることに期待したい。」 
 

湧田鉄筋・大野職長 

 
次の現場で必ずこの取り組みが出来るかは、元請会社の

取り組みによるところが多いが、間違いなく今回の体験は

「目から鱗」であり、次の工事やその次の工事で取り組む

ことが、建設生産性向上に一役買うことは間違いない。 
本当の「CIM」がどんどん増えていくことを期待して、
本プロジェクトは H26年 3月に竣工を迎えた。 

 
(資料提供:大林組) 

 
■黒目川黒目橋調節池工事 
多数の柱と梁の骨組みを有した鉄筋コンクリート構

造の、巨大な地下空間(洪水時の水を一時的に溜めるプ
ール)を構築する工事。 
工程の短縮を狙い、逆打工法が採用された。しかし、

柱と梁は鉄筋量が多く鉄筋間隔も小さく、柱と梁の取合

い部の配筋が複雑、かつ上層階鉄筋が固定された状況で

下層階を施工するには、組立て、配筋作業の自由度がな

い。 
工程を厳守するために、鉄筋の 3Dモデルを動画的に
作成し、鉄筋組み立ての施工手順など関係者全員で確

認、指摘や提案(気づき、発見)によって、事前に手順等
を見直すなど、工程確保に生かされている。 

 
(CIM技術検討会H24年度報告より)  
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1.  はじめに (平成 25 年度報告にあたり)  

 

CIM技術検討会は、11の関係団体により設置され、国土交通省の CIM制度検討会と有機的に連携し、
両輪となって CIMの実現に向けて検討を進めている。 

CIM技術検討会では、CIMの理念を共通認識として定義し、具体像と各論を議論し、「時間とともに進
化・成熟するデータモデルを活用・変更し、情報共有により共同作業・並行作業を実現」することにより、

建設生産システム全体の改善を目指すことを目標として 3 次元データ等を利活用していくイメージを整
理した。 
建設分野では、公共投資の削減に加えて、膨大な社会資本の更新期を迎え、さらに、少子高齢社会にお

ける安心安全の確保や、環境、景観、住民参加による合意形成等の新たなニーズも発生している。限られ

た予算と人員で効率的に社会資本の整備や維持管理を行い、高度化し多様化する新たなニーズに応えな

ければならない。これらを解決するには、製造業等と比べて低い建設産業の生産性を高めることが重要で

あり、現在、その一つの手段として CIMの導入・運用が推進されている。 
昨年度から引き続き国土交通省で行われている CIM 試行業務等においては、業務期間等の制約により

CIM導入の目的や検証方法について十分な理解や議論が曖昧のまま、3次元モデルの作成が CIMの試行
目的であるかのように見受けられる一部事例も散見される。このような事例は、CIM 導入の初期段階に
おいては、ある程度やむを得ないものかもしれないが、効率化、省力化、高品質化、安全性の向上、サー

ビス水準の向上等と言った本来の CIM導入目的を明確にした上での取り組みが必要である。 
CIMの取組みは、平成 24年度より始まったばかりであり、まだまだ発展途上である。シームレスな情
報のやり取り、3次元ソフト、制度等の CIMに関する理想的な環境が未だ整っていない現時点において
は、単なる 3次元図化が CIMの意義だとの誤解を拡散しないためにも、その状況を十分に把握して目的
や成果を明確にすることが重要である。さらに効率性や費用対効果を考慮し 3 次元ソフトという道具の
利用で、3次元モデルと連携した ICT技術の柔軟な利活用等のマネジメントが、CIMを導入していくた
めには重要である。 
平成 25年度は、CIMの導入を促進していくために必要な技術、制度のあり方を示すとともに、現時点
で CIMを実践していくための効果的な実施事例、その考え方やプロセス等、参考となる事例を含めて取
りまとめた。小林先生をはじめ、関係する方々より情報提供などの協力も頂戴した。本報告は、現時点で

の CIM技術検討会の考えであり、今後の動向に応じ柔軟に対応していくものである。 
 

CIM技術検討会メンバー 2014 年 4 月 1 日 現在（50 音順） 

(一財) 経済調査会 http://www.zai-keicho.or.jp/ 
(一社) 建設コンサルタンツ協会 http://www.jcca.or.jp/ 
(一財) 建設物価調査会 http://kensetu-bukka.or.jp/ 
(一財) 国土技術研究センター http://www.jice.or.jp/ 
(一財) 先端建設技術センター http://www.actec.or.jp/ 
(一社) 全国建設業協会 http://www.zenken-net.or.jp/ 
(一社) 全国測量設計業協会連合会 http://www.zensokuren.or.jp/ 
(一社) 全国地質調査業協会連合会 http://www.zenchiren.or.jp/ 
(一社) 日本建設機械施工協会 http://www.jcmanet.or.jp/ 
(一社) 日本建設業連合会 http://www.nikkenren.com/ 
(一財) 日本建設情報総合センター http://www.jacic.or.jp/ 
 （以上 11 機関）  
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1.1  CIM の理念 
 

公共事業の計画から調査・設計、施工、維持管理、更新に至る一連の過程において、ICT を駆使し

て、設計・施工・協議・維持管理等に係る各情報の一元化及び業務改善による一層の効果・効率向上

を図り、公共事業の安全、品質確保や環境性能の向上、トータルコストの縮減を目的とする。 

一連の過程を一体的に捉え、関連情報の統合・融合により、その全体を改善し、新しい建設管理シス

テムを構築するとともに、建設産業に従事する技術者のモチベーション、充実感の向上に資することも

期待する。 

 
CIMは、Construction Information Modelingの略称であり、建設構造物に各種の情報を追加した
モデルを作成し効率化を目指す取り組みである。最近では、単なるモデル化だけでなく、こうした技

術を用いたマネジメント（Construction Information Management）として捉えられることも多
い。CIMを活用することにより、以下のような社会資本を取り巻く変化へ対応することを目指して
いる。 

 
①限られた公共投資の中、効率的な社会資本整備（コスト縮減、工期短縮等） 
②ストック型社会への転換に向けた社会資本整備（アセットマネジメント等） 
③地球環境の保全、環境に配慮した社会資本整備環境（アセスメント、LCA、リサイクル等） 

 
そして、構造物のライフサイクルを限られた資本・人材・機材で実施、管理を実現することを目的

とし、この実現には、業務フロー、執行体制の見直しと、これを実現するためのデータ作成、可視

化、データ蓄積技術の確立が不可欠である。 
 
本報告におけるこれらの定義は、以下に示される国土交通省における CIMの定義よりは、拡張し
た考え方で捉えている。 

CIMとは、調査・設計段階から三次元モデルを導入し、施工、維持管理の各段階での三次元
モデルに連携・発展させることにより、設計段階での様々な検討を可能とするとともに、一連

の建設生産システムの効率化を図るものである。三次元モデルは、各段階で追加、充実化され

維持管理段階での効率的な活用を図る。 
（平成 24年度 CIM制度検討会資料より） 

 
CIMの効果として、以下のような点が期待されている。 
 ① 情報の利活用による設計の可視化 
 ② 設計の最適化（整合性の確保） 
 ③ 施工の高度化（情報化施工）、判断の迅速化 
 ④ 維持管理の効率化、高度化 
 ⑤ 構造物情報の一元化、統合化 
 ⑥ 環境性能評価、構造解析等高度な技術解析の適用 

 
これらの効果は、発注者と受注者、関係機関相互間のより円滑な意思疎通等の手段として期待され

るだけでなく、調査計画、設計、施工、維持管理のそれぞれの機関内部での効率的で高度な業務の遂
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行に活用できるものと考えられる。また、CIMを活用する十分なスキルを持った発注者（管理者）
と受注者の双方が、それぞれの役割分担を明確にした上で、共有したモデルを通じた円滑な情報の交

換が可能となる環境を構築していくことが不可欠である。 
 
1.1.1  積極的な導入の必要性 
（1）CIMの導入にあたって 

CIMを本格的に導入するためには、3次元に対応したハード・ソフトの技術開発、基準や制度の新
たな策定や見直し、さらに、実際の事例の積み重ねや必要に応じた見直し等、建設システム全体で大

幅な見直しが必要であり、相当に大きな変化が必要である。 
大きな見直しや変化が必要なことから、そこまでやる必要があるのか、今やる必要があるのか等の

声も聞かれることは確かである。 
（2）CIMの導入の必要性 

ICTの進展、世界情勢、土木以外の他分野等の状況を大局的に見ても、機械分野や建築分野の BI
M、海外の土木分野等の 3D化の流れはすでに進んでいる。 
このような状況の中、日本の建設分野の選択肢は、他の分野や海外で十分に検証され確立された技

術を導入しようという選択肢や、自ら CIMを積極的に導入し世界の先頭に先導役になる等、様々な
選択肢がある。 
日本の建設分野はこれまでも世界をリードする技術力を持ち、その最先端技術が世界中で評価され

ていきている。当然のことながら、CIMの導入にあたっては、平成 24年度より取り組みを開始した
CIMの推進を加速され、これまでと同様に、CIM技術においても世界をリードしていくことが必要
であり、国土交通省から CIMを推進し普及する方針が出されたのも、同様な考えによるものと考え
られる。 

 
1.1.2  情報の受け渡しから情報の共有 

CIMの概念は、情報を関係者が共有することであり、従来の情報の受け渡しをさらに推し進めたもの
である。 
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注) プロダクトモデルは、一種のデータベースであり、形状および属性がデータベース項目とし

て格納される。その格納方法については、一つのファイルに含む場合と、別ファイルに格納し

リンクする場合がある。 
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1.1.3  並行作業と共同作業による業務の効率化・高度化 
情報が共有されることにより、同じモデルを用いて並行作業・共同作業が可能となり以下のような効果

が発揮される。 
・共同作業により、説明のための資料作成が削減される 
・共同作業により、ワンストップで意志決定が可能となり、手待ち時間が短くなる 
・並行作業により、離れた場所でも作業分担が可能となる 
 

CIM の導入効果が高い現場 

 ①積雪寒冷地帯で施工方法等の検討 

②実現が不可能と思われる現場 

③多忙な現場 

④時間の制約が大きい現場、夜間の通行止め 

⑤災害復旧の現場 

⑥24 時間稼働が求められる現場 

 

例） 

 

被災地の復興関連の業務を、全国規模で並行作業を行い、工期短縮を目指す 

海外展開したインフラビジネスの業務を、国内のチームがサポート 

 

 

 

企画・調査から維持管理・サービ

スまでの同じチームの意識でプロ

ジェクトを遂行することが共同作

業の概念であり、プロジェクトチ

ームのメンバーは、全てのフェー

ズに関係していく。 
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1.2  平成 24 年度提案に対する進捗状況 
CIM技術検討会では、平成 24年度報告において「5. 提案と今後の方針」として、下表に示す 19項
目の技術開発項目や制度面等での提案を行った。これらの提案に対するこの 1年間の動きをまとめると
以下の通りであり、検討の着手段階または検討継続中である。これらの具体的検討状況は、次章以下で

まとめて報告する。 
表  平成 24年度技術検討会「5提案と今後の方針」の進捗状況 

分類 提案項目 進捗状況 

技
術
的
検
討
方
針 

ロードマップ（技術開発） CIM導入に向けた中期目標(第 4回 CIM制度検討
会で提案)に併せた見直し(案)を作成 

3次元ソフトの機能向上 Open CIM Forumが設立 
・2次元ソフトから 3次元ソフトへの移行  
・維持管理での利用 「メンテナンス元年」として各方面で検討 
・部品化 3次元モデル作成ツールのサポー
ト 

Civilユーザグループ(CUG)による活動開始 
モデル標準化に関する研究助成を申請 

・構造解析における 3次元対応  
測量に関する技術開発項目、運用向上 試行業務の一部ででレーザ計測を利用 
情報化施工に関する技術開発 設計 3Dデータを利用するソフトウェアの開発 
センサー、タグに関する技術開発 「社会インフラのモニタリング技術活用推進検討

委員会」がH25.10.18発足、モニタリング技術の
活用に関して専門的な検討が進められている。 

情報共有基盤に関する技術開発 情報共有 TF(ASPベンダー数社による任意団体)
が、研究助成を申請 

今後のモデル事業に関する提案 19件の試行業務を実施、18件の試行工事に着手 
「CIM推進計画（仮称）」の策定 CIM制度検討会では、先導的導入による CIM導

入の促進を目指す「中期計画」を提案 
次期情報化施工推進戦略との連携 第二期情報化施工推進戦略(H25-H29)に基づき、

CIMと連携したデータ共有手法の作成を重点目標
とて「H29:ガイドラインの策定」の具体目標が定
められた 

土木学会との連携による技術的手法 CIMに関する講習会の全国開催 

制
度
基
準 

インセンティブ 試行工事の工事成績評定への加点が明記された 
検討を加速するための費用  
現場の実情に沿った基準の運用  
写真管理基準、デジタル写真管理基準 工事黒板の電子化に関して検討中 
測量作業規程の準則(地上レーザ計測活用) 地上レーザ追加検討中 
数量算出要領の取り扱いを見直し、施工管

理で活用 
CIMに合わせた数量算出要領の見直しを検討中 
3Dソフトによる体積算出適用の運用(案)が提示 

監督・検査、電子納品  
人材育成、研修 土木学会による CIMに関する講習会の全国開催 

CUGによる認定プログラムの開始 
施工者のフロントローディングによる設計

への反映 
平成 26年度に日本建設連合会と建設コンサルタ
ンツ協会で意見交換開始 

 

 
16 



CIM技術検討会 平成 25年度報告 

2.  CIMの新たな動向について 

 
2.1  行政の動向 
 
2.1.1  社会インフラの維持管理に関する動向 
 
平成 25 年度(H26.4 時点)の CIM に関連する維持管理に関する行政機関の動きと方向性 

 
◎インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議 (内閣府) 

第 1回 25.10.16、第 2回 25.11.29 

インフラの老朽化対策に関し、関係府省庁が情報交換及び意見交換を行い、連携を図るとともに、必要な施

策を検討・推進する会議として新たに設置。 

国や地方公共団体等が一丸となってインフラの戦略的な維持管理・更新等を推進するために、中長期的な維

持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算の平準化を図るとともに、維持管理・更新に係る産業（メンテナ

ンス産業）の競争力を確保するための方向性を示すものとして、「インフラ長寿命化基本計画」を平成 25 年 11

月 29 日に策定。 

「情報の収集、蓄積のシステム」の項目に CIM導入に関係する方向性が盛り込まれている。 

 「インフラ長寿命化基本計画」 (一部抜粋) 

Ⅴ．必要施策の方向性 

（3）情報基盤の整備と活用 〔収集・蓄積〕 

情報の収集に当たっては、現在の手法に加え、センサーや ICT 等の新技術も活用し、情報の高度化、

作業の省力化、コスト縮減を推進するとともに、得られた情報については、各インフラを管理・所管する者で

相互に共有すること等を通じ、情報のビッグデータ化を図る。 

情報の蓄積に当たっては、利活用が容易となるよう、国は、電子化、フォーマットの統一はもとより、既存

のデータベース等を最大限活用しつつ、3 次元の形状データや施設の様々な属性を一体的にわかりやす

い形式で管理できるシステム（Construction Information Modeling（CIM）等）の導入や、GIS と衛星測位を

活用した地理空間情報（G 空間）との統合運用についても検討し、将来的には、得られた情報を自動で解

析し、修繕や更新の時期、内容を明示するシステムを構築するなど、より汎用性の高いシステムを目指

す。 

 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/infra_roukyuuka/dai1/index.html 

 
◎社会資本の老朽化対策会議. (国土交通省) 

第 1回 25.1.21、第 2回 25.3.21、第 3回 25.6.11 

我が国社会資本の老朽化が進む中で、「国民の命を守る」観点から、社会資本の戦略的な維持管理・更新

を推進することが必要である。このため、必要な施策について検討し、着実に実施していくことを目的として、国

土交通大臣を議長とする「社会資本の老朽化対策会議」を設置。 

当面構ずべき重要措置事項として、社会資本の老朽化対策における新技術等の活用イメージが検討課題と

して提示されている。 

新技術等の活用テーマとして CIM と関連性のある 3 つの方針が示されている。 

・点検・診断技術の開発・導入 

・モニタリングシステムの開発 

・維持管理情報のプラットフォームの構築 
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http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/sosei_point_mn_000003.html 

 
◎「社会資本整備審議会」・道路分科会・基本政策部会 

第 42 回 25.2.6～第 46回 26.4.14 

天井板落下事故を受け、第42回から道路の老朽化対策に関する

検討、審議が実施。第43回(25.6)では道路メンテナンス技術小委員

会の報告を受け、老朽化対策の本格実施についての検討を踏まえ、

第 46 回(26.4)にて審議された「道路の老朽化の本格実施に関する

提言」について 26.4.14 に公表。 

提言では、方向性として道路管理者の義務を明確にする、①メンテ

ナンスサイクルを確定、②メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築

を目指すべきと、まとめられている。また、課題の 1 つとして、道路台

帳(橋調書)の作成が不十分であることや、設計図書を保存・管理して

いない道路管理者も多数存在するとの、体制面の問題も含まれてい

る。  

http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s203_seisaku01.html 

 
◎「社会資本整備審議会」・社会資本メンテナンス戦略小委員会 

第 1回 24.8.29 ～第 9回 25.10.30 

社会資本の維持管理・更新費用の将来推計や今後の維持管理・更新のあり方などについて、分野横断的な

比較・整理、俯瞰的な視点からの検討を目的とした小委員会 

天井板落下事故を受け、社会資本メンテナンス戦略小委員会緊急提言（25.1.30） 

第 9 回の委員会を経て、25.12.25 に「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について（答申）」を公表。 

戦略的な維持管理・更新に関する、今後目指すべき 10 項目の基本的な考え方が整理されており、重点的

に講ずべき施策の一つに、効率的・効果的な維持管理・更新のための技術開発に「CIM の活用、センサーの活

用等」が盛り込まれている。 
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 「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について（答申）」 (一部抜粋)  

3．維持管理・更新の水準を高めるための取組 

（1）効率的・効果的な維持管理・更新のための技術開発等 

・社会資本の整備、維持管理・更新の各段階における各種情報を収集・蓄積・管理し、各種施設の効

率的かつ高度な維持管理に資する情報の利活用技術の開発等を推進する。 

・社会資本の整備、維持管理において、CIM 等を活用することにより、効率的かつ効果的な維持管理・

更新を図る。土木構造物や建築物の設計段階においては、施設の管理や修繕が容易となるよう配慮

した設計とするとともに、維持管理段階においては蓄積された 3次元データ、補修履歴及びセンサか

らのデータ等を活用し、劣化予測、早期の異常検知、適切な補修を行なうことができるよう技術開発を

進める。 

http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s201_menntenannsu01_past.html 

 
◎道路メンテナンス技術小委員会 

第 1回 25.1.28～第 5回 26.2.27 

道路の維持管理に関する技術基準類やその運用状況を総点検し、道路構造物の適切な管理のための基準

類のあり方について検討する。 

第 4 回(25.6)には道路構造物適切な維持管理に向けた基準類のあり方等をとりまとめ、中間とりまとめ（案）に

ついて審議、各々担当する部署（者）の間での情報共有の重要性、データベース自体の維持管理や更新の重

要性などの指摘がなされている。 

第5回(26.2)では、道路法に基づく点検や診断の基準を規定する、維持修繕に関する省令（案）・と構造物毎

の点検要領(案)が提案された。 
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省令、告示、定期点検基準の体系（案） 

http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_mentenansu01.html 

 
◎社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会. 

第 1回 25.10.18、第 2回 25.12.17、第 3回 26.3.20 

モニタリング技術に関し、産学官が連携しながら、現場実証を通じてその有効性を評価・分析すること等によ

り、技術開発等を推進する。「社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会」では、モニタリング技術の

活用促進に向けた検討の方向性、モニタリング技術の現場実証に向けたニーズとシーズのマッチング、得られた

データと社会インフラの損傷・劣化等の関係に関する専門的見地から助言を行うものとして、その他、モニタリン

グ技術の活用に際し必要な事項について検討が進められている。 

H26 年度以降は、モニタリング技術の公募、モニタリングデータの活用・オープン化やモニタリング技術の現場

導入方策、支援体制等の個別具体項目について本委員会および WG(海洋・沿岸構造物、橋梁、法面・斜面)

において分野別に整理検討が進められる予定。 

 

モニタリング技術の現場実証に向けた検討における委員会/WG の位置付け 

http://www.mlit.go.jp/tec/monitoring.html 

 
20 



CIM技術検討会 平成 25年度報告 

 
◎港湾施設の維持管理等に関する検討会.  

第 1 回 24.10.22～第 5回 26.2.4 

. 高度経済成長期に集中的に整備された港湾施設における、維持・改良費用を縮減・平準化した今後の維持

管理等のあり方について検討を行う。 

【検討項目】 

 

 ○港湾施設の今後の維持・改良費用の推計方法 

 ○老朽度等に応じた維持・改良手法の導入 

 ○維持・改良費用縮減に資する技術開発のあり方 

 ○今後の維持管理等のあり方 

第 5回の検討会では、平成25年度の港湾法、省令、告示改正に合わせ、港湾施設の点検診断ガイドライン

(案)の策定状況(H26.3 以降公表予定)と、今後の港湾施設の維持管理等のあり方(案)として課題と対応スケジ

ュールが示されている。維持管理情報の一元化のためのデータベースの構築が課題の 1 つとして取り上げられ

ている。 

 

 港湾施設の維持管理における課題への対応スケジュール（案） 

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_mn5_000024.html 

 
◎港湾施設の維持管理情報のあり方検討会 

第 1回 25.11.7、第 2回 26.2.24(未公表) 

維持管理情報の蓄積と維持管理業務の効率化に資するデータベースなどを活用した情報管理のあり方につ

いて検討会。今後のデータベースの構築や改良へ反映させることを基本とする。 

【検討項目】  ○維持管理情報の取扱に関するこれまでの取組について  

 ○維持管理に係る情報管理のために必要な機能  

 ○維持管理データベースなどを活用した情報管理のあり方 

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_mn5_000027.html 
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◎海岸保全施設維持管理マニュアル改訂調査委員会. 

第 1回 25.8.8～第 4回 26.3.13    H26.4.1 発表 

海岸管理者による海岸保全施設の適切な維持管理を促進のため、事前調査による重点点検箇所の抽出、

巡視（パトロール）の導入等点検の効率化、長寿命化計画の策定方法の具体化等に係る検討を行い、「ライフ

サイクルマネジメントのための海岸保全施設維持管理マニュアル」（平成 20 年 2 月、農林水産省、国土交通

省）を改訂し、「海岸保全施設維持管理マニュアル～堤防・護岸・胸壁の点検・評価及び長寿命化計画の立案

～」としてとりまとめた。 

点検結果の記録・データベースの整備として、その活用が容易となる保存、地理的情報の整備と併せて継続

可能な仕様とすることを重視している。 

http://www.mlit.go.jp/report/press/port07_hh_000050.htm 

 
◎ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に関する検討委員会 

平成25年 9月 26日に国土交通省水管理・国土保全局下水道部では、「ストックマネジメント手法を踏まえた

下水道長寿命化計画策定に関する検討委員会」において、下水道施設におけるストックマネジメント手法の普

及促進、効率的な下水道長寿命化計画策定の推進方策等について検討するとともに、検討委員会での議論を

踏まえ、「ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に関する手引き（案）」をとりまとめた。 

長寿命化計画の策定方法の効率化の施策として、ストックマネジメントに基づく全体最適化（蓄積した維持管

理情報を活用）が盛り込まれている。 

 「ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に関する手引き（案）」(抜粋)  

 【ストックマネジメントの実施】 

○管理する施設数や施設情報の蓄積状況等、各自治体の状況を勘案しつつ、段階的にかつ速やかにストック

マネジメントを導入することを提示。例えば、リスク評価による優先順位の設定方法について、簡易な方法（経過

年数による方法等）から詳細な方法（健全率予測式による方法等）まで複数の方法を例示。 

○ストックマネジメントの導入による説明責任（アカウンタビリティ）の向上について、記載を拡充。 

○改築・修繕計画の策定について、長期計画の策定と長期計画を踏まえた短期計画の策定手順を明確化

し、記載を拡充。 

【長寿命化計画の策定】 

○施設全体のストックマネジメントを踏まえて長寿命化計画を策定することを基本的な考え方として明確化。現

状導入できるレベルから段階的にストックマネジメントを導入し、それを踏まえた長寿命化計画の策定を推進。 

○長寿命化計画の策定方法の効率化を図るため、以下の内容を追加 

・処理場・ポンプ場施設について、状態監視保全、時間計画保全、事後保全それぞれの管理方法の特性に応

じた調査・診断方法等を明確化。 

・ストックマネジメントに基づく全体最適化（蓄積した維持管理情報を活用）を踏まえた改築時期や点検・調査項

目、頻度の設定。 

・主要部品単位の調査が困難な設備の調査方法の例示 

○合理的な改築を推進するため、以下の内容を追加 

・省エネシステムの導入など、システムの一体的な更新を図れるよう、設備群の対策検討等について記載を拡

充。 

・維持管理費の低減を考慮したＬＣＣ算定例等を追加。 

○管路施設について、マンホール蓋の調査方法、判定基準等を追加。 

 

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/crd_sewerage_tk_000135.html 
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2.1.2  情報化施工推進戦略 
24 年度に検討を開始した、次期「情報化施工推進戦略」について、25 年 3月に 新たな情報化施工推

進戦略を策定した。第 15回(25.12)では第二期情報化施工推進戦略に基づくプログラムにおいて、CIM

と関連する、「情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標」に「CIM と連携したデータの共

有手法の作成」として 5つの具体項目が掲げられ、項目ごとのプログラムが策定されている。 
 
第二期情報化施工推進戦略（H25-29）に基づくプログラム(CIM関連) 
①情報化施工に関連するデータの利活用に関する重点目標 
4 CIM と連携した
データ共有手法

の作成 

4-1 ■CIMモデル事業の設計から施工への検証 
・設計データの施工へ流通の課題確認と改善策の確立 

4-2 ■TS出来形管理要領、監督･検査要領の対象範囲の拡大 
（埋設物（維持管理段階への活用・一元管理）） 

4-3 ■TS を用いた出来形管理で利用した工事基準点等（基準点、用地境
界を含む）の再利用 

4-4 ■情報化施工データによるトレーサビリティ確保方策の確立 
4-5 ■情報化施工に係る標準化戦略策定（ISO15143関係) 

 
実施内容とスケジュール (一部抜粋) 
■CIMモデル事業の設計から施工への検証 
・設計データの施工へ流通の課題確認と改善策の確立 

 

・H25～H26：3次元データ流通・利活用のモデル工事、利活用可能な情報項目・条件・課題の抽出 
・H27：抽出した情報項目や課題を元に検討し、ガイドライン(試行案)を作成 
・H28：ガイドライン(試行案)による試行・検証 
・H29：ガイドラインの策定 

http://www.mlit.go.jp/report/press/port07_hh_000050.htm 
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2.2  BIM の動向 (BIM ガイドラインの策定と運用) 
 
国土交通省 官庁営繕部では、平成 26年 3月 19日に BIMガイドラインを策定し公表した。 

http://www.mlit.go.jp/report/press/eizen06_hh_000019.html 
 

ガイドラインは、平成 26年度から官庁営繕事業（設計業務及び工事）に適用するもので、受注者の
自らの判断で BIMを利用する場合や、技術提案に基づく技術的な検討を行うにあたって BIMを利用
する場合等に適用する。 

 
■ガイドラインのポイント 
 ○BIM の利用目的 
 【設計業務】 

 
【工事】 

・ 技術的な検討（各種シミュレーション、内外観・納まり等の可視化、干渉
チェック等） 
・ 図面の作成（基本設計図書、実施設計図書の作成等） 
・ 技術的な検討（干渉チェック等） 
・ 完成図等の作成（完成図、建築物等の利用に関する説明書） 
 

 ○ BIM モデル作成の対象範囲（階層、室、部位等）、対象分野（建築意匠、構造、電気設備、
機械設備等）は、個々の設計業務又は工事において BIMの利用目的に応じて設定すること。
（BIM モデル作成にあたって、必ずしも建物全体や全ての分野を対象とする必要はない） 
○ BIM モデル作成の代表例（柱、梁、ダクト等）や詳細度の目安について、設計業務の各段
階（基本設計方針、基本設計、実施設計）及び工事において、対象分野別に例示。（「4．ガイ
ドラインの構成」各別表による） 
○ 設計業務における「技術的な検討」の内容ごとに、「一般業務」（通常の業務範囲）と「追加
業務」の区分を例示。 
○ BIM を導入した場合でも、設計業務の成果物は 2 次元の図面（CAD データも含む）であ
ること。（工事の契約にあたって 2次元の図面が必要であるため） 

 
■ガイドラインの運用により期待される効果 
 BIMの利用目的を明確化した使い方によって、求める BIMの効果が的確に発現される。 

BIMモデル作成の「代表例」や「詳細度の目安」の例示により、BIMを導入する受注者の BIM
モデル作成の効率性が高まる。 

■今後の予定 
 今後、ガイドラインを適用した BIM 利用の事例を蓄積し、他の公共発注機関等にも広く周知
していく。これらの取組は、建築分野における BIMの普及・発展への寄与も期待されることか
ら、着実に継続していく予定としている。 

 
 

BIM「Building Information Modeling」の略称。 
コンピュータ上に作成した 3次元の形状情報に加え、室等の名称・面積、材料・部材の仕様・性能、仕上
げ等、建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築すること。 
BIMモデル 
コンピュータ上に作成した 3次元の形状情報に加え、室等の名称・面積、材料・部材の仕様・性能、仕上
げ等、建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデル。 
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2.3  地方自治体の取り組み事例 (小松市の取り組み) 
 

小松市では、平成 25 年 11 月 19 日（火）、3次元コンピュータ利用設計システム（3D-CAD）による

公共事業の設計・施工のため 3D-CAD ステーション開設した。製造業出身である和田市長がトップダ

ウンで決断を下し、以降、小松市役所の CIM の取り組みがスタートした。 

 
【これまでの経過】 
・平成 25年 7 月 

 
（株）コマツ 3D イノベーショングループの協力を得て、技術職員 6名を

派遣、3D-CAD 習得研修を受講 
・平成 25年 8〜9 月 

 
国土交通省の CIM 取り組み状況や 3D-CAD ソフトメーカープレゼンテーシ

ョンを受講、市としての活用推進などを検討 
・平成 25年 10 月 3D-CAD 用機器購入 ワークステーション 3台 

3D-CAD（CIM 対応）ソフト（土木系 1ライセンス、建設系 2ライセンス） 
・平成 25年 11 月 

 
3D-CAD エキスパート職員などへの研修、指導のため、3D-CAD アドバイザ

ー（1名）雇用 
 

県内自治体としては、CIM への取り組みは初めてであり、今後、3次元モデルを積極的に活用して、仕

事のやり方を改善し、視覚的にわかりやすくなることによる比較検討、合意形成の迅速化や、フロント

ローディング（業務の前倒し）による効率化、そして、全体的な視点から作業を進め、行政のプロとし

てのマネジメントを目指している。 

具体的な取り組みとしては、発注者側として、公共事業での 3Dモデルを活用した設計、発注、さらに

景観・まちづくり業務での 3D モデルを活用した検討、説明を実施する。受注者側へは、3D-CAD 技術研

修支援を実施し、県内企業への普及と促進を図っていく。実際に平成 26 年 1 月には、業団体の協力の

下、設計者、施工者に周知するための講習会を CIM と BIM に分けて開催し、各 30 人程度が参加した。

この講習会の中で、市の考えを伝え、実際に 3次元 CAD を操作する体験会も開催した。 

この様な普及活動をはじめ、実案件での活用を進めることで、将来的には、市の社会資本の維持管理

への活用も目指していきたい考えだ。 

 

今後、先行して技術習得に取り組んだ 6名か

ら、約 100 人の全技術系職員に展開し、技能

習得を目指している。現在は、土木の側溝設計

を対象とし、インハウスで設計を進めており、

工事発注時の参考資料とすべく取り組んでい

る最中である。その後、建築でも施設改修にお

いて、インハウス設計での試行を準備してい

く予定である。2014 年度以降には、建築の新

築設計業務などを対象とし、活用効果が見込

まれる案件を抽出し、発注者指定による CIM／

BIM 対象業務・工事発注を目指している。 

 

設計成果事例（小松市提供） 
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3D－CAD ステーション 市職員向け講習会 土木業向け講習会 

 

3 次元 CAD 活用スケジュール（案） 

【工事（設計積算）】  

平成 25 年度 土木・建築の一部工事において 3次元モデルを用いた設計を実施。 

平成 26 年度（予定） 一部工事を指定工事として、3次元モデルによる設計、発注を実施。 

施工においても 3次元モデルが活用される方式で実施。 

平成 27 年度以降（予定） 順次、指定工事を拡大していく。 

【業務委託】  

平成 26 年度（予定） 一部業務を指定業務として、3次元モデルによる設計委託を実施。 

※業務範囲は、完成予想図、干渉等の確認、施工計画検討など、特に 3

次元モデルの効果が認められるもの。 

平成 27 年度以降（予定） 

 

順次指定業務を拡大していく。 

※業務範囲は、国の一般化に向けた基準等策定状況を見て拡大を行う。 

【工事（施工）】  

平成 26 年度（予定） 指定工事において、設計時作成した 3 次元モデルの工事での活用及び

完成データの納品を検証。 

＜検証事項＞ 

設計時 3D データの活用の適否、施工時追加 3D データ、施工計画、

工程・安全管理、品質・出来形管理などへの活用の適否 

平成 27 年度以降（予定） 順次、指定工事を拡大していく 

【計画・維持管理等】 景観・まちづくりにおける計画、シミュレーション 

住民説明会等でのプレゼンテーション 

維持管理台帳図との連携 

 

3 次元モデル活用に対する支援策 

【3D-CAD 導入に係る技術習得支援】 

工事施工業者が 3D-CAD 導入に係る技術研修を実施する場合、その研修に係る費用の一部を補助。 

  ・補助対象経費は、3D-CAD 導入に係る派遣研修受講料及び交通費 

  ・補助金の額は補助対象経費の 2分の 1（補助金の限度額は、1企業あたり 10万円） 

 ※ 小松市技術監理課 HP の「3D-CAD 活用推進支援事業補助金交付要綱」を参照 

http://www.city.komatsu.lg.jp/8292.htm 
【3D-CAD 導入にかかる負担に対する支援】 

指定工事及び業務における 3D-CAD 導入にかかる負担に対しては、今後国土交通省の取り扱いを

参考に建設業協会などと協議しながら検討。 

 

出典：小松市役所報道資料及び勉強会資料より 
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2.4  国際動向 
 
2.4.1  土木建築情報学国際会議（ICCBEI 2013）の開催 

大阪大学大学院工学研究科  
環境・エネルギー工学専攻 教授 矢吹 信喜 

1．アジア土木情報学グループ（AGCEI）の設立 
 
 欧米を中心に土木建築工学における情報技術の応用に関する研究発表の場は盛んである。土木および

建築工学における情報技術に関する世界最大の国際会議は，ICCCBE1であり，これまで偶数年に開催さ

れてきている。主催団体は，ISCCBE2であり，各国から BOD（Board of Directors）メンバー（理事）
を送り，理事会で意思決定がなされる。日本からは，BODメンバーとして筆者と宮城大学の蒔苗耕司教
授の 2名が出席している。 
 ICCCBEは 2012年 6月にはロシアのモスクワで開催された。2014年 6月，米国フロリダ州オーラン
ドーで，2016年 7月，大阪国際会議場で開催される予定である。 
ヨーロッパと米国では，これまで，ICCCBE がない奇数年にも各々，EG-ICE3が国際会議 EG-ICE 

Workshopを，ASCE4の TCCIT5が国際会議（IWCCE6）を実施してきている。 
2011年には，ヨーロッパでは，オランダで EG-ICE Workshop 2011が実施された。米国では，フロリ
ダ州マイアミビーチ市で ASCE-IWCCEが開催された。 
 しかし，アジアにはこれらに対応するような団体や国際会議がないのが現状であった。 
 そこで，前述のように，2005 年度より毎年開催してきたアジア建設 IT 円卓会議を発展的に解消し，
オープンな国際会議をアジアで開催することを 2012 年 8 月に決定した。その開催母体として新たに
AGCEI7（アジア土木情報学グループ）を，日本，台湾，香港，中国，韓国，シンガポール，オーストラ

リア等で設立し，奇数年に国際会議 ICCBEI8（土木建築情報学国際会議）を開催することとした。AGCEI
の BODの Presidentは筆者が務めている。日本サイドは土木学会土木情報学委員会が中心となり，日本
建設情報総合センター（JACIC）はコアメンバーである。 
国際会議 ICCBEI は AGCEI と土木学会土木情報学委員会の共催により開催し，原則として国際会議

ICCCBE が開催されない奇数年に実施することとした。また，開催地はアジア国内とし，理事会によっ
て決定し，適宜ローテーションすることとした。第 1回 ICCBEIは東京において，2013年 11月 7日～
8日に実施することを決定した。 
 
2．土木建築情報学国際会議（ICCBEI）の開催 
 
 国際会議では，発表論文を研究者や技術者から募集し，査読審査を経て，プロシーディングス論文集に

掲載される。論文募集に当たって，ICCBEIのスコープを次のように定めた。 
 ICT の土木，建築，環境工学への応用とし，BIM，CAD，CIM，GIS，GPS，レーザスキャニング，
センサ，モニタリング，VR，AR，可視化，情報化施工，ロボティクス，プロダクトモデル，ビッグデー
タ，協調的設計，HPC，シミュレーション，マルチエージェント，構造ヘルスモニタリング，構造制御，

1 International Conference on Computing in Civil and Building Engineering 
2 International Society of Computing in Civil and Building Engineering 
3 European Group for Intelligent Computing in Engineering 
4 American Society of Civil Engineers 
5 Technical Council on Computing and Information Technology 
6 International Workshop on Computing in Civil Engineering 
7 Asian Group for Civil Engineering Informatics 
8 International Conference on Civil and Building Engineering Informatics 
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構造解析，地盤工学における ICT，アセットマネジメント，維持管理，都市計画，施設管理，スマートシ
ティ，エネルギーマネジメントシステム等を含むが，これに限るわけではない。 
 まず，アブストラクト（要旨）を募集したが，アブストラクトは必須とはせず，論文から投稿すること

も可とした。第 1回の国際会議であることから認知度が低く，例年 11月は国内外で数多くの国際会議や
国内の講演会・シンポジウムが開催されることもあって，当初はなかなか論文が集まらず，やきもきさせ

られたが，締切延長後，投稿数が伸び，最終的には 80編の投稿があり，査読の結果，70編がプロシーデ
ィングス論文集に掲載された。査読は，ICCBEI 2013 のために構成した International Scientific 
Committeeのメンバーと筆者から依頼した世界各地のボランティアの査読者が実施した。 
 会議場は，アクセス，料金，部屋数，部屋の大きさ，国際会議への適応度，周辺のホテル等の様々なフ

ァクターを考慮し，複数の候補から，東京国際交流館（プラザ平成）を選択した。国際会議の実行に当た

っては，ICCBEI実行委員会を構成し，数回の会議により，意志決定を行った。 
 国際会議では，スポンサを募集するとともに，会議開催を助成する競争的外部資金の獲得を実施し，21
の民間企業にスポンサになって頂き，公益財団法人鹿島学術振興財団から助成金を獲得した。スポンサの

内，4社は会場に展示ブースを設営した。 
 実施プログラムは，図－1に示す通りである。 
 

11月 6日（水） 夕方： レセプション 
11月 7日（木） 午前： 

 
 

午後： 
夕方： 

開会式 
基調講演 1（国土交通省顧問 佐藤直良氏） 
JACICセッション（パネルディスカッション） 
パラレルセッション（論文発表） 
八芳園にてバンケット 

11月 8日（金） 午前： 
 
 

午後： 

パラレルセッション（論文発表） 
基調講演 2（スイス EPFL Ian Smith教授） 
基調講演 3（Autodesk社 福地良彦氏） 
パラレルセッション（論文発表） 
閉会式 

図－1 ICCBEI 2013の実施プログラム 
 
 会議への総参加者数は，276名で，内日本人は 228名，外国人は 48名であった。外国人の国別内訳は，
以下の通りである。 
 

韓国       20名 
中国        8名 
台湾        5名 
米国        4名 
香港        3名 

オーストラリア   1名 
ブルガリア     1名 
カナダ       1名 
ドイツ       1名 

 

シンガポール    1名 
スイス       1名 
オランダ      1名 
フランス      1名 
 

 
 11月 7日（木）の開会式では，来賓として香港科技大の Jay Kuang教授，スイス EPFL（連邦工科大
学ローザンヌ校）の Ian Smith教授，米国テキサス大学オースティン校のWilliam O’Brien准教授に祝
辞を頂いた。図―2に開会式の様子を示す。 

 
28 



CIM技術検討会 平成 25年度報告 

  

図－2 開会式 図－3 佐藤直良国土交通省顧問の 
基調講演No.1 

 
 続いて，基調講演 No.1 として，国土交通省の佐藤直良顧問（前事務次官）より，「社会インフラ管理
の展望，CIIMのススメ ～個別の維持管理から，全体の最適管理へ～」というタイトルでご講演を頂い
た。次に，JACICセッションとして，「日本における CIMの動向と国際協調によるプロダクトモデルの
構築」というタイトルでパネルディスカッションを行った（図－4）。 
パネリストは以下のとおりである。 
 
座長 矢吹信喜  大阪大学教授 
パネリスト 高村裕平 氏 国土交通省 技術調査課 建設システム管理企画室長 
 山下純一 氏 IAI日本 代表理事 
 坪香 伸 氏 日本建設情報総合センター 理事 
 Prof. Patrick Shang-Hsien Hsieh 国立台湾大学教授 
 Mr. Christophe Castaing フランス EGIS International 部長 

 

 
図－4 JACICセッション（パネルディスカッション）の様子 

 
 午後のパラレルセッションでは，プロシーディングス論文集に登載された論文の著者が各々4つの部屋
に分かれて，プレゼンテーションを行い，その後質疑応答が活発に行われた。プロシーディングス論文集

は，ハードカバーでカラーページの印刷である。ISBN番号も取得し，販売もしている。表紙と裏表紙の
写真を図－5に示す。 
 バンケットは白金台の八芳園にチャーターバスで移動し，盛大に行った。（図－6） 
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 翌日の 11月 8日（金）は午前中に 3つの部屋でパラレルセッションを行った後，基調講演 No.2をス
イス EPFLの Ian Smith教授により「土木建築工学分野のコンテクストにおけるセンサデータの解釈」
というタイトルでご講演を頂いた（図－7）。次に，基調講演 No.3 はスポンサ企業からということで
Autodesk 社の福地良彦氏が「インフラストラクチャのライフサイクルのための BIM/CIM」というタイ
トルで講演を行った。昼食後，パラレルセッションを行い，最後に閉会式を行った。閉会式では，3編の
優秀論文賞と学生を対象とした優秀発表賞（3名）を授与した。 
 

 定価 6,000円（税別） 

図－5 プロシーディングス論文集の表紙と裏表紙 
 

  
図－6 バンケットの様子（八芳園） 図－7 スイス EPFLの 

Ian Smith教授の基調講演 No.2 
 

3．おわりに 
土木情報学における研究成果の発表の場として，日本を中心としたアジアで，世界に門戸を開いた第 1
回土木建築情報学国際会議（ICCBEI 2013）を 2013年 11月 7日～8日に開催するまでの経緯と開催に
ついて記した。当国際会議は，関係者の努力の賜物により，無事，成功裏に終了することができた。関係

者と参加者，スポンサ，サポータに深く感謝申し上げる。 
次回の ICCBEIは，2015年 5月に東京で開催する予定である。奮って，論文投稿と参加をされるよう
お願い申し上げる。 
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2.4.2  openINFRAの現状 
建設コンサルタンツ協会 CIM技術専門委員会 藤澤 

1.背景 
buildingSMARTは、建物のライフサイクルを通して、利用する異なるソフトウェア間で有効な相互運
用を可能にするための標準化の作成を目的として、1995年に設立された IAI (International Alliance for 
Interoperability)を前身とする、建設産業における国際的な標準化団体である。現在では日本支部を含め
16支部で構成されている。 

IAIが作成している標準仕様は、IFC(Industry Foundation Classes)と呼ばれ、建物を構成する全ての
オブジェクト(例えばドア・窓・壁などのような要素)のシステム的な表現方法を定義している。これは、
建設産業で必要とする情報(データ)を図面として表現し伝達するだけではなく、建設物を 3次元のオブジ
ェクトモデルとして定義すると共に、建設プロセス(建設ライフサイクル)に必要な情報を伝達することが
可能なデータとして定義するものである。また IFC は、国際的組織が作成していることもあり、国内に
限らず、参加している各国で、共有できる仕様でもある。2013年には、ISO(国際標準機構)の TC184/SC4
の公的認証を受け、ISO16739:2013として建設産業の国際標準として位置付けられている。 
インフラ(土木)分野への拡張を目指すため、2014年～2016年にかけて、openINFRAとして標準化を
開始した（2013年 10月 ITMミュンヘン会議にて）。 
 
2.openINFRAの活動 

[目的] インフラ整備における設計、建設、維持管理の段階でのプロセスの統合を実現するための一
般的な標準を開発する。 

[組織] 議長: Christophe Castaing（フランス EGIS社） 
 副議長: Henk Schaap（オランダ） 
 コーディネータ: Henk Schaap 

InfraCom :事務局  Steering Committee :運営委員会 
Christophe Castaing (Chair)  Christophe Castaing Hugh Woods  

Henk Schaap (Vice Chair)  Henk Schaap  Wonsik Choi  

Hyunjoo Kim (secretary)  Jim Plume Nobuyoshi YABUKI  

Jim Plume  Pierre Benning  Hyunjoo Kim  

Pierre Benning  Vaino Tarandi  Paul Scarponcini 

  Stuart Chen  
[ロードマップ] 
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進行中・重点対象のプロジェクト 
l IFC-Bridge – フランスチームが Remodeling (スポンサー:Dassault Systems) 
l Alignment -道路/鉄道/トンネル等すべての基準となる Alignment(線形モデル）について国際仕様
を作成するというのが、当面の論点となる。 

l IFC-Road -韓国支部からの道路モデル IFC拡張プロジェクト提案(スポンサー:韓国政府) 
l LandXML‐フィンランド政府が推進 
l Delivery of as-built for Maintenance and Operation 
l bSDD for infrastructure 

 
3.日本の対応 

IAI日本では、Infrastructure Roomへの対応として、土木分科会にWGを設置した。 
 

 
[WG長]                 [日本のメンバー] 

 
 
buildingSMART とは 

buildingSMART は、IAI (International Alliance for Interoperability）が 2005 年に名称を変更、
IAI は、建設業界における情報の共有化および相互運用（Interoperability）を目的とし、そのなかで
IFCのデファクト・スタンダード（実質的な業界標準）化を目指している国際団体。 
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2.4.3  米国における維持管理システム～COBieについて 

米国 CIM技術調査 2013より 
 

（1）COBie（Construction Operations Building Information Exchange）の概要 
社会資本の管理者は、プロジュクトが完成すると、維持管理のために正確な情報が必要である。し

かし、今日、一般的に行われているように、完成した時点でこれらの情報を集めようとすると、過去

に遡って、調査・設計・施工の各段階の情報を収集する必要があり、たいへんな労力を要する。さら

に、担当者の変更等によって、収集できない情報もある。 
 
COBieは、調査・設計・施工の
各段階において、設備や機器、そ

の仕様や内容、設計変更等の書類

や成果を、標準化したフォーマッ

トに入力、コンバートすることに

より、維持管理に必要な情報を大

きな手間をかけないでリアルタ

イムに収集しようとするシステ

ムである。 
 

 
COBieのイメージ 

 

  
COBieのプロセス COBieの入力フォーマット 

 
（2）各段階における情報の更新・追加、受け渡し等のデータ連携を実現 
調査・設計段階における空間や設備の施工手順等の項目を COBieに入力する際は、設計段階で活
用されている BIMソフトからほぼ手間なく自動的にコンバートできる。 
さらに、その入力された項目については、施工を進める中で発生する情報を更新・追加していくこ

とになる。追加する情報は仕様書に定められている提出物や成果、製品番号等の属性情報であり、

COBieのフォーマットに問題なく入力、コンバートできる。 
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最大のメリットは、調査・設計段階で入力された項目をもとに、施工段階の詳細な情報が追加され、

この情報を施設管理者が受け取り利用することである。COBie で蓄えられたデータは、維持管理や
アセットマネジメントに直接利用できる情報となっている。さらに、プロジュクトの完了と同時に、

施設管理者に提供されるものであり、シームレスに効率的に維持管理に移行可能である。必要に応

じ、施設管理者はそれらの情報をさらに拡張・発展させる等のカスタマイズも可能である。 
 

（3）COBieの受け渡し情報は設備や機器等の属性情報が主体 
COBie のデータ形式は、IFCを基本として開発されたものであるが、設備や機器等のメーカーや
製品番号、仕様等の属性情報が主体となっている。ダムの堤体のようなマスコンクリートや建物の壁

等の属性情報は含まれていない。その理由として、これらの施設は、管理された施設であり、壊れる

ことは少なく、比較的頻繁に取換えや修理を必要とする設備や機器との管理に違いがあるためであ

る。 
 

（4）COBieは非常にわかりやすく現実的なシステム ～Excelファイルを基本としたシステム～ 
調査・設計・施工段階で入力・追加されるデータの標準となる入力ファーマットは、Excelファイ
ルで作成されており、さまざまな段階で関係する多くの関係者が理解でき、使用することが可能な内

容となっている。 
 

（5）COBieの本格運用の開始 
COBie は、2014年 10月から米国陸軍工兵隊が発注するすべての建設プロジュクトで本格的に運
用が開始される。この運用の開始までに 7年の検討を要している。現在、運用開始に向け、必要なソ
フト、事前の訓練に関する準備が進められている。COBie 形式ファイルの認証については特に問題
はないが、それ以上に業界の認識を大きく変えていくことが最も重要な課題である。 

 

COBieのガイドブック 
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（6）まとめ  
日本では、平成 25年を「社会資本メンテナンス元年」と位置づけ、社会資本の維持管理・更新が
急務な社会情勢の中、「CIMの維持管理への活用」については導入・運用が急がれているのが現状で
ある。 

COBieは、維持管理での現場での活用と普及等、「多くの人が活用する」を最優先し、Excelファ
イルをベースにし、決して 3次元をベースした「高度なモデル」ではないが、極力使いやすく、必要
な情報を極力取り入れる工夫がなされ、維持管理段階で「十分な効果・効率を発揮する」という考え

方のもと、調査・設計・施工段階から維持管理段階に情報を受け渡していく現実的なシステムを構築

したものである。その構築に約 7年間検討期間を要し 2014年10月から本格運用しようとしている。 
日本でも、3次元モデルを適用する等の完成度の高い維持管理システムの運用は時間もかかり非現
実的であることから、すぐに実現可能なレベルで導入・運用を図るべきとの方向で議論が進みはじめ

ている。 
日本は、今後、具体化されていくことになるが、米国陸軍工兵隊が本格運用する COBieは、維持
管理システム構築にあたって参考とすべきシステムの一つと考えられる。 

 
【図の引用】 
配布資料または E. William East, PE, PhD.“Construction Operations Building Information 
Exchange (COBie)”. Engineer Research and Development Center, U.S. Army, Corps of 
Engineers< http://www.wbdg.org/resources/cobie.pHP > 

 
 
【米国陸軍工兵隊 U.S. Army Corps of Engineersの役割】 
工兵隊は米国陸軍に属している機関であり、その役割については平和時と戦争時で異なる。戦

争時、災害時などでは有事に対する対応の役割を担うが、平時においては日本の国土交通省が行

う河川管理、洪水防御などが工兵隊の役割である。工兵隊の主な役割は下記の 4つである。 
 ①299港湾施設の開発と管理 ②自然環境の保護と修復 
 ③ミシシッピ川の閘門、ダムの建設管理 ④洪水防御と水源地管理 

洪水防御については、連邦政府の管轄になっておりダムや水源地などで州政府、地方行政府の

所有のものであっても洪水防御の機能が入っていると工兵隊が管理を行うことになっている。土

地利用政策に関しては、連邦政府は全く関与せず、地方行政府が行っており、時には州政府が関与

する場合もある。河川の洪水防御、舟運は工兵隊の役割であり、水質保全や河川の動植物の保護に

ついては工兵隊も一部役割を行っているが、EPA（環境省）が主として行っている。 
（財団法人 河川環境管理財団、平成 16年 1月、「米国陸軍工兵隊 「河川水理学」エンジニアリ
ングマニュアル調査報告書」より） 
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2.5  業界・各機関の動きや技術開発状況など 
 
2.5.1  レーザ測量、基盤地図情報による設計業務での利活用 
 
（1）レーザ計測技術等によるモデル作成 
昨今、測量技術は、レーザスキャナ計測に代表される面的な点群データ計測の台頭により、従来、

点・線で地形を表現していた時代から、面で取得する、更に 2次元から 3次元で取得する時代に遷移
しつつある。面で取得する手法は、広域な範囲を均一な成果で、安価に取得する目的がある。一方、

点・線で取得する方法は、電子基準点のみを使用した GNSS測量の推進も行われているが、基本的に
はごく限られた範囲を密に高精度で取得することが目的となっている。 

CIMの中で用いる地形モデルの構築（面計測）に際しては、様々な測量手法の中から事業目的に見
合う精度を求めて、最適な手法の選択、またこれらの組み合わせ手法を採用することが重要となる。 

 
■ 三次元面計測手法の守備範囲と特徴 

 
地形モデル計測手法 経済性/点密度 計測制限など特記事項 

地上レーザ計測 

 

コスト的に高い 

点密度 2～5cm 

現地に立ち入れない区域は計測できないが、急傾斜

地を対象にした河川対岸部は、データ取得可能。 

ＭＭＳ（モービルマッピン

グシステム） 

コストやや高い 

点密度 10cm 程度 

車両が進入できない範囲は計測できない反面、トン

ネル内部の道路形状を取得できる。 

航空レーザ計測 

 

地上に比べて安価 

点密度 50cm～1m 

高架橋下、トンネル内は取得できない。 

ＤＳＭ*1とＤＴＭ*2の双方の標高モデルが取得可能。 

写真測量 

（自動標高抽出） 

地上に比べて安価 

点密度 50cm～1m 

高架橋下、トンネル内は取得できない。 

ＤＳＭ*1のみでＤＴＭ*2は取得できない。 

衛星画像処理 

 

安価だが密度・精度

は相応 

高架橋下、トンネル内は取得できない。 

ＤＳＭ*1のみ。局所的な利用には不向き。 

*1DSM(Digital Surface Model)： 数値表層モデル（建物や樹木の高さを含んだ地表モデル） 
*2DTM(Digital Terrain Model)：数値地形モデル（建物や樹木の高さを取り除いた地表モデル） 
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（2）三次元地形モデル活用のための測量 
 
三次元地形モデルの作成にあたって、設計目的に応じて、それぞれ設計者側の視点から精度に見合

う測量方法・地物項目のアウトラインを記載する。 
 
 
■ 業務フローでみる従来図面と地形モデルの違い 
道路設計の場合では、一般に概略設計は、空中写真測量により作成した 1/2500～1/5000 レベル
の地形図を活用し、予備設計では、1/1000レベルの精度の地形図を使用していることが多い。 
詳細設計の段階では、実測による縦横断図を用いて幅杭設計や擁壁・法面等の計画を行い平面図

に展開している。実測の成果を 1/1000平面に反映する場合には、手法による位置精度の違いから、
ズレなどを人間が判断して編集しなければならない。（手間なので、実測成果を平面図に重ねただけ

の状態で使用しているケースが多い。） 
すべての地形情報を実測手法（TS(トータルステーション)等）で行えば、設計上の要求精度は満
たすことになるが、それではコスト面で折り合わなくなるため、高精度でなくてもよい地形・地物

との棲み分けが必要となる。 

 

 

■ 従来手法と CIM 手法との比較（道路設計の場合） 

 

※ 現在の設計は、すべて CAD 上で行っており、机上で行うことはない。 

※ 予備設計には、実測の縦横断測量が必要ない場合（予備設計 A）、実測の縦横断測量が必

要な場合（予備設計 B）の 2通りがある。 

 

 

 

 

 

現況調査 

整備路線基本方針決定 

概略設計（基本ルート選定） 

予備設計（中心線決定） 

詳細設計 

実測図（路線測量） 

1/2.5万～1/5万 
国土地理院地形図 

1/2500～1/5000 
航空測量平面図 

1/1000航空測量平面図 
 

実測図（用地測量） 

工事積算・発注 

道路設計業務の流れ 従来の測量図面 ＣＩＭ（地形モデル）の場合 

   国土地理院 
航空レーザ計測成果 
（5m及び10ｍメッシュ）
からの３次元地形モデル 
   ＋ 
国土地理院 
基盤地図データ 
（1/2500～1/5000） 

新規レーザ計測による成

果（10cm程度のメッシュ
モデル） 
     ＋ 
1/500～1/1000 

地形図データ 
    ＋ 
実測（路線、用地測量） 
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■ 各工程に求められる従来測量成果と精度（道路設計の場合） 

工種区分 目的（要約） 求められる測量関連成果 

概略設計 

 

地形・地質情報、文献、設計条件に基づき可能

と思われる設計を選定し、比較案及び最適案を

提案する。 

（地形図 1/5000 の場合） 

100ｍピッチの縦横断で概算工事費積

算のための土量計算を行う。 

（地形図 1/2500 の場合） 

50ｍピッチの縦横断で概算工事費積

算のための土量計算を行う。 

予備設計 A 概略設計によって決定した路線について、平面

線形、縦横断線形の比較を行い技術的、経済的

判断によりルート中心線を決定する。 

1/1000 の航空測量平面図を使用。 

20m ピッチで縦横断図を作成する。 

 

予備設計 B 概略設計によって決定した路線について、平面

線形、縦横断線形の比較を行い技術的、経済的

判断によりルート中心線を決定する。 

実測による縦横断図が必要。 

1/1000 の航空測量平面図を使用。 

20m ピッチで実測による縦横断図を

作成する。 

用地幅杭計画 

詳細設計 

 

設計入り 1/1000 平面図、縦横断図ならびに予

備設計成果に基づき、各項種別の数量計算を行

う。 

用地幅杭測量による成果 

 

【測量手法の線引き視点】 

・概略設計は、既存の 3次元測量成果（アーカイブ）を使用することで実務上は問題ない。 

・地形モデルは、各々の地物の属性を持たないので、地目や構造物情報を知るすべがない。必然的に

地形図も必要となる。 

・予備・詳細設計では、少なくとも精度的に地図情報レベル*3500～1000 に対応する 3 次元地形モデ

ルが必要になる。道路部以外の周辺地形も同等レベルの精度が必要となる。 

・詳細設計での実測部分は、要求精度を満たす新たな代替手法が現状手法（ＴＳ等）以外に見当たら

ない。コントロールポイントとなる構造物のエッジ、境界等を取得した路線測量・用地測量成果は

必須となる。実測平面や実測横断図が必要な理由には、木造など屋根が張り出している建物の場合、

屋根の張り出しの他建物壁面が欲しい場合がある。（補償の際に、建物壁面にかかるか、かからない

かで、補償費用に影響する場合がある） 

道路改良では建物出入口の高さ、交差点部の詳細設計では水路底の高さが重要視される。 

・道路設計の最終成果では、平面図に法面を展開して土量等の数量計算を行う。従来法では、実測に

よる区間ピッチの横断測量成果を使用して、区間内の法面を推定していたため、精度が劣っていた。

ＴＳによる測線上の標高精度そのものは良いが、土量計算では、三次元地形モデル（レーザ計測成

果など面的な点群データ）の方が全体的な精度が良いと考えられる。 

 
 

*3地図情報レベル：数値地形図などデジタル化された地図で、アナログ地図と区別するために用いて

いるが、位置精度はアナログ地図の縮尺の概念と同じ。 
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（3）三次元地形モデルを活用した道路の予備・詳細設計 
 
■ 三次元地形モデルを活用した道路の予備・詳細設計のイメージ 
 

地図データ（拡張 DM データ）  レーザ計測（MMS）データ 

 

 

 

地図データは、地物の識別が出来れば良い

ので、最新時点のものでなくても良い。 

既往成果（道路台帳附図）や国土地理院の

アーカイブデータ（基盤地図情報：1/2500

地図など）で代用できる。 
 

 レーザ成果は、10cm 程度のメッシュデータから

作成した 3 次元地形モデルとする。測量手法は

問わないが、道路設計の場合の現況道路データ

は MMS データを活用する。 

周囲の地形情報は、同等のメッシュ密度で補完

できる手法（例えばヘリコプターなどによるレ

ーザ計測）を採用する。精度を必要としない場

合は、国土地理院のアーカイブデータ（基盤地

図情報：標高 5m メッシュなど）で補間する。 

   

 

 

地形図・地質図、縦横断勾配を参照しながら、中心線決定、工事に必要な

縦横断設計及び小構造物の設計を行う。用地測量は、ＴＳ手法により実

測で行う。 

3 次元 CAD で道路設計する画面イメージ 
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■ 設計業務における特記仕様書の記載例 

①概略設計 

(地形図 

1/5000 の場合） 

 

100m ピッチの縦横断及び概算工事費積算のための土量計算は、国土地理院
アーカイブデータ(基盤地図情報：標高 5m 及び 10m メッシュ)から作成した 3

次元地形モデルにより行うものとする。 

なお、国土地理院アーカイブデータ(基盤地図情報：標高 5m 及び 10m メッシ

ュ)がない範囲においては、国土地理院アーカイブの数値地図 50m メッシュ（標

高）で補完を行うものとする。対象範囲において著しく土地の改変がある場合

は、新規レーザ計測を計画するものとする。 

(地形図 

1/2500 の場合） 

 

50ｍピッチの縦横断及び概算工事費積算のための土量計算は、国土地理院ア
ーカイブデータ(基盤地図情報：標高 5m 及び 10m メッシュ)から作成した 3 次

元地形モデルにより行うものとする。 

なお、国土地理院アーカイブデータ(基盤地図情報：標高 5m 及び 10m メッシ

ュ)がない範囲においては、同機関アーカイブの数値地図 50m メッシュ（標高）

で補完を行うものとする。対象範囲において著しく土地の改変がある場合は、

新規レーザ計測を計画するものとする。 

②予備設計 

（予備設計 A） 

20mピッチで縦横断図は、新規に作成したレーザ計測成果より作成した 3次
元地形モデルより把握するものとする。新規レーザ計測は、10cmメッシュの
点密度で計画し、地図情報レベル 1000の位置精度を有することを条件とする。 

（予備設計 B） (用地幅杭を設定するためなので、縦横断測量は実測が必要。) 

路線測量、用地測量については、従来のＴＳ手法により実測図を作成するも

のとする。その他の範囲は新規レーザ計測により 10cmメッシュの点密度で計
画し、地図情報レベル 1000 の位置精度を有することを条件とする。 

③詳細設計 (予備設計 Bに同じ。) 

補償の関係で木造建物の屋根の張り出しだけでなく、壁面が欲しい場合は、部

分的な実測（TS又は GNSS測量）を現地で行う。 
 
 
 
2.5.2  計測技術に関する最新動向 
（1）レーザ計測技術の動向 
1.1 レーザ計測技術の位置づけ 

レーザ計測技術は、CIM で用いる 3次元地形モデルの作成方法として、現在、中核的な技術になって

いる。レーザ計測技術は、航空機搭載型、車両搭載型、地上型に区分され、それぞれ目的に応じた位置

精度、点群密度を取得できる。具体的には、概略設計・予備設計段階では航空機搭載型が適用され、詳

細設計においては、車両搭載型、地上型が対応可能とされている。 

航空レーザ計測の成果については、既に活用可能な状態で国土地理院が公開している（5m 標高メッシ

ュデータ：主に 1級河川沿いと都市計画区域）関係もあり、手軽に活用できる段階にある。航空レーザ

計測は、広域な範囲を面的に取得する方法で概略設計、予備設計で用いる成果として、精度的な問題は

生じないものの詳細設計では精度面で課題が残されている。 

一方、詳細設計に対応することが期待される車両搭載型、地上型においても、設計のコントロールポ

イントとなる境界線、構造物のエッジについては、従来のＴＳ法に比較して、ピンポイントでの精度が

劣るため、別途、設計レベルに応じた精度区分や組み合わせ手法が必要となっている。 
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1.2 航空レーザ計測技術の取り組み 

航空レーザ計測は、航空機にレーザスキャナ、カメ

ラ等を搭載して、空から面的に点群データ、写真画像

を取得する手法。固定翼(セスナなど)に搭載した計

測と回転翼(ヘリコプターなど)に搭載した計測の 2

種類に大別されている。 
災害・防災分野、河川砂防分野、森林分野などで実

用的に活用される。 
 

航空レーザ計測 
【メリット／デメリット】 

・上空から計測するため、地上から立ち入れない区域のデータも取得できる。 
・上空から構造物などにより遮断される部分は取得できない。但し、樹木下はフィルタリング処理

(地物表面から建物や橋などの人工構造物、樹木等の植生を取り除く処理)により地表面を再現で

きる。 

 【地形測量精度】 

   標高精度は標準偏差で 25cm 以内。（機械精度は 15cm 程度）、水平精度は 30cm 程度。 

内挿補間した後のメッシュデータは、メッシュ内に計測点があるかないかで精度区分が異なる。

（メッシュ内にある場合：0.3m 以内、ない場合：2.0m 以内） 

【航空レーザ計測の取り組み】 

従来のレーザ機器は、レーザパルスのラストターンを地表面と想定していたため、森林、草地な

ど植生が著しく繁茂した場所では、高精度な地形計測が困難であった。昨今では、地表面からの微

弱な反射強度をより深く記録できる方式（波形記録方式）により地形計測（フィルタリング作業）

の高精度化が図られている。 

  また、最新動向として浅瀬の水部が計測できる計測機器（測探レーザ）が登場し、話題を集めてい

る。従来の船舶に搭載した音響測探機による深浅測量、実測による河川定期横断測量に変わる手法

として期待が高い。河川・海岸腺の水面下における地形モデル作成の効率化（コスト低減）に大きく

貢献しそうである。 

ただし、実用化に向けては透明度（限界水深）や底質の反射率など課題が多く、発展途上の技術

である。 

 

1.3 地上レーザ計測技術の取り組み 

地上レーザスキャナ計測は、地上でレーザスキャ

ナを用いて座標点群データを取得する手法である。 
一般的に近距離タイプと長距離タイプの 2種類が
ある。CIM の中では、施工前の起工測量、土量の出

来高管理（平均断面法ではない正確なボリューム計

算）に有効とされている。  

地上レーザ計測 

【メリット／デメリット】 

・機器性能の向上により、照射距離が500m以内の場合、2～3cm程度の位置精度（地図情報レベル

250）が得られるようになってきた。 

・機材設置の移動が多くなると、その都度、標定点の計測が必要となるため非効率になる場合があ

る。 

【地形測量精度】 

照射距離に応じてレーザビーム径が変化し、精度が変わる。 
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照射可能距離：～1000m（最大） 

点密度：2～5cm、測距精度：2～10cm 程度（機械精度は 5mm～10mm） 

※機器の種類により幅がある 

※航空レーザ計測は、平成 20年に改定された公共測量作業規程の準則に規定されているが、地上

型レーザ計測機器に関する標準化マニュアルは、まだ公開されていない。 

【地上レーザ計測の取り組み】 

砂防分野では山腹工計画、渓流保全計画の詳細設計・施工の段階で、作業中の転落、危険を伴う場

面に多く活用されている。 

 
 
（2）モービルマッピングシステム（ＭＭＳ）の動向 
2.1 ＭＭＳの位置づけ 

ＭＭＳは、車両にレーザスキャナ、カメラ等を搭載し、連続的に位置、姿勢を計測する事によって、

道路周辺の正確な 3次元情報（座標点群）と、これに重なる映像情報を同時に取得することができるシ

ステムである。 

CIM の中では、概略設計、地元合意形成資料に用いる 3 次元道路地形データの取得に適しているが、

予備設計に留まらず、詳細実施設計にも活用できる計測手法として期待が高い。また、工事後の完成図

書を作成するための三次元計測や維持管理面で日常の構造物点検・巡視に活用できるなど幅広い分野

で採用されつつある。 

【メリット／デメリット】 

・ 計測調査で交通規制を行う必要がない。 

・ トンネル内など上空から計測出来ない部分に対しても有効。 

・ 詳細設計でも使用できるデータ。（但し、構造物のエッジ部分は実測手法で補完測量が必要） 

・ 三次元鳥瞰図（色付き点群データ）を迅速に作成することが出来る。 

・ 山間部のGPS受信状況が悪い区域や未舗装道路は不向き。 

【地形測量精度】 

L（距離）＝10m の場合で測距精度＝約 10cm、取得点密度＝10cm 程度。 

距離が離れれば離れるほど、精度が落ち、点間距離が広くなる。 

道路を中心に片側 50m まで取得可能。 
（国土地理院：「移動計測車両による計測システムを用いる数値地形データ作成マニュアル（案）平

成 24年 5月」で地図情報レベル 500 精度を満たす手法となっている） 

計測データを活用した地形把握地上レーザ計測による点群データ
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2.2 ＭＭＳの取り組み 

 ＭＭＳは、道路周辺構造物の把握や道路台帳附図（道路基盤情報）の作成、災害状況を把握するため、

様々な分野で実用的に活用されている。 

 以下、特に CIM の適用分野に関わりの深い活用事例を記載する。 

【道路分野での活用】 

① 設計フェーズ 

ＭＭＳで取得した道路地形モデルから、車線ごとの縦断図や任意地点における横断図を作成する

ことが出来る。また道路中心線、道路縁の抽出、線形復元、復元した線形に縦断高を付与し、道

路改良設計などの基礎資料として活用できる。 

 

 

 

Mobile Mapping System レーザスキャナから取得する３次元点群データ

ＣＣＤカメラから取得する画像データ

横断図

縦断図

改良等の基図と
して活用可能

視距の確認

任意地点の
縦横断図作成
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②  維持管理フェーズ（トンネル点検） 
交通量の多い路線では、ＭＭＳ計測を用いることにより、交通規制をかけることなくトンネルな

どの老朽化点検を行っている。レーザ点群からトンネルの断面を計測し、計画断面との凹凸量を

比較したり、最小断面から必要な高さ・幅を計測できるので、特車通行許可などの管理業務に役

立てることが期待できる。 

 

 

 

 
③ 維持管理フェーズ（施設管理） 
ＭＭＳの位置情報付き画像データを用いて、道路施設（標識など）の正確な位置を把握し、GIS

上にプロットすることで施設台帳管理を行うことが出来る。 

今後の継続的な点検作業において、点検漏れを防ぐ効果が高いと考えられる。 

 

 

 
【河川分野での活用】 

河川堤防の点検で、ＭＭＳを用いた需要が高まりつつある。河川のＭＭＳ計測では、堤外地水部ま

でレーザが届く長距離タイプ（ロングレンジ：最大 500m まで計測可能）のレーザ測距機と全周囲

カメラを搭載したシステムが採用され、研究調査が実施されている。 

任意箇所で横断面図を作成できるほか、経年的にデータを蓄積することで、地形モデルの差分解析

により堤防の変状を捉えることが可能とである。 

トンネル現況 最小断面のＭＭＳデータ

距離ごとのトンネル断面高さの推移

歩道舗装

防護柵

標識
マンホール

照明

トンネル

橋梁

歩道橋

電線電柱

排水施設

道路占用物

境界

街路樹

引込線

舗装状況

歩道舗装

防護柵

標識
マンホール

照明

トンネル

橋梁

歩道橋

電線電柱

排水施設

道路占用物

境界

街路樹

引込線

舗装状況

照明灯の位置特定

道路標識の位置・種類特定

ＭＭＳ画像データから認識できる施設
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2.3 ＭＭＳデータの整備状況 

 

現在、ＭＭＳアーカイブと

して、全国約 30,000km に及ぶ

高精度道路 3 次元データの整

備が実施済みである。 

(提供会社:株式会社パスコ) 

 

 

【ＭＭＳ国道・高速道路アーカイブデータの内容】 

・車両を走行させながら取得した位置情報と画像情報、レーザ情報の 3種構成で入手できる。 

・画像情報は、左前方・右前方のカメラで 1カット/2.5ｍで撮影されているデータ。 

・レーザ情報は、前方上下それぞれ 13,575 点照射/秒で計測したデータ。 

・計測情報は直轄国道を網羅している。 

・画像情報は、人顔の隠し処理済みデータ。 

・アーカイブデータを目視確認するための専用閲覧ソフトが同時に提供される。 

（路線名、距離標、交差点名、主要構造物（トンネル・橋梁）による位置検索が可能） 

・高度道路アーカイブは、全周囲画像データも提供される。 

 

 

全周囲画像データ例 

 

 
 

遠距離レーザによる点群データ

河川施設の把握・堤防路面の把握

高速道路（2012～2014）

直轄国道（2011～2012）

ＭＭＳーカイブ整備状況
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（3）その他周辺技術の紹介 

 
3.1 ＵＡＶ（無人飛行機）による構造物（橋梁）点検の紹介 

従来の橋梁点検車を用いた点検は、規模として大掛かりにならざるを得ず、特殊車両である橋梁点

検車の可動費用や作業員の費用等で多くのコストがかかる問題がある。また、申請手続き（警察への

届出等）に多くの時間を割いている。 

ＵＡＶを用いた補修点検では、比較的安価に簡単な作業で正確な橋梁の損傷状態の点検が行える

システムとして注目を集めいている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
3.2  オブリーク(Oblique)カメラによる三次元景観モデルの紹介 

航空機から写真撮影を行い、三次元鳥瞰図を作成するプロセスは、撮影したデジタル画像と空中三

角測量成果（写真の 1枚毎の幾何学的な位置情報）、ステレオ写真のマッチング処理により抽出され

る表層面標高点群データ（ＤＳＭ）から自動処理により、効率的に作成することが出来るようになっ

ている。 

航空写真撮影による鳥瞰図作成プロセス 

 
この分野の先端技術では、三次元鳥瞰図の表現精度を向上させるため、複数の角度を変えたカメラ

を搭載し、より多くの写真を同時撮影するオブリークカメラが登場し話題を集めている。 

オブリークカメラ撮影による三次元鳥瞰図は、概略設計や住民合意形成資料の精度向上に一躍買

うもの思われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

橋梁頂部、下部を撮影 

ＵＡＶ機材 
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2.5.3   「Open CIM Forum」の取り組み ～CIM を支える流通基盤をつくる～ 
 
■「Open CIM Forum」とは 
一般社団法人 オープンCAD フォーマット評議会（OCF）をベースに、CIMの推進・普及に向けて個別ベン

ダーでは担いきれない技術的課題に対応すべく、新たに活動を開始しました。 

  ◇活動方針 

CIM試行・導入をベンダーサイドから支援します。 

CIM モデル標準の開発を支援し、確実な実装を推進します。 

◇メンバー会社（2014.4 現在 12 社） 

(株)エムティシー、オートデスク(株)、川田テクノシステム(株)、(株)建設システム、(株)トプコン、 

(株)ニコン・トリンブル、(株)ビーガル、(株)ビッグバン、(株)フォーラムエイト、福井コンピュータ(株)、 

ライカジオシステムズ(株)、JIP テクノサイエンス（株） 

 

■主な既存の標準データ形式（3次元または属性情報を扱えるもの） 

No. 名称 形式 関連する組織 概要 

1 SIMA フォーマット 
CSV、

XML 

（社）日本測量機

器工業会  

測点、画地、路線、縦横断観測および現況といった測量デ

ータの交換用。XMLは JPGIS準拠で画地の登記情報等も
格納できる。 

2 
数値地形図データ

（DM／拡張 DM） 
テキスト 国土地理院 

公共測量作業規程に基づく測量成果の標準。地形の種類を表

す番号、線や点等の形状種別、点列座標のセット情報からなる。 

3 基盤地図情報 
XML、

（GML） 
国土地理院 

測量の基準点、海岸線、公共施設の境界線、行政区画等、電子

地図における位置の基準となる情報として整備されている。 

4 KML  XML  OGC  
Google Earth の位置情報や地理情報，プレイスマークやポ
リゴン等のデータを記述する。  

5 
Shape／シェープ
ファイル  

Shapefile  米国 ESRI社  GIS標準データフォーマット形式で互換性が高い。  

6 LandXML  XML 

LandXML.org 

（OGC、building 

SMART） 

地形・道路等、土木に用いるデータを表現できるデータモデル  

7 
道路中心線形デー

タ（RoadGM） 
XML 

国交省 国土技術

政策総合研究所 

道路中心線形データ交換標準（案） に基づく、平面線形と縦断

線形の情報 

8 
TS 出来形管理デ

ータ 
XML 

国交省 国土技術

政策総合研究所 

道路中心線形（平面、縦断）と出来形横断形状で構成。情報化

施工の TS による出来形管理に用いられる。 

9 

IFC（Industry 

Foundation 

Classes） 

ISO STEP 

Part21 
building SMART 

建築分野で BIM 標準として開発され一部は IS 化済み。今後は

土木分野の開発が予定されている。日本支部は（社）IAI 日本。 

10 SXF Ver.3.1 
ISO STEP 

Part21 

（財）日本建設情

報総合センター 

CAD データ交換標準 SXF の Ver3.1。属性付加機構を備え、道

路工事完成図作成要領等で利用されている。  

 

 

 

 

 

  

様々の状況に対応すべく各形式の運用性の向上を図っています。（流通基盤としての取組み） 

特に当面有力なCIM モデルとして、地形や道路等土木全体を扱うための「LandXML」、 

及びＢＩＭ標準でもあり構造物を扱える IFC に注力しています。 
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■キックオフセミナーの開催 

「OCF CIM セミナー2013」   ～CIM 時代のデータ連携を探る～ 

◇開催趣旨 

国土交通省の推進する CIM は業務変革の大きな可能性を秘めています。しかしその適用範囲は広く、とて

も一つのソフトウェアではカバーできません。むしろますます、異なる業務フェーズや異なる分野を跨いでの情

報の連携・共有が求められます。このような認識のもとOCFでは、昨年よりCADに関わる既存データ形式の互

換性の検証をおこなってきました。その結果報告とともに今後のCIMモデルの方向性、CIM時代の CADデー

タ連携の将来像を探ります。 

◇2013 年 10 月 31 日（木） 東京 

◇内容 

 
基 調 講 演 CIM モデルの方向性 大阪大学 教授 矢吹信喜氏 

 

 
講演 1 

国総研の CIM モデル検討 

～LandXML の可能性～ 

国土技術政策総合研究所 

情報基盤研究室 
青山憲明氏 

 

 
講演 2 

IFC の動向 

～BIM と CIM～ 
IAI 日本 代表理事 山下純一氏 

 

 
講演 3 

CIM における既存モデルの活用 

～LandXML と IFC について～ 
OCF 技術顧問 西木也寸志 

 

 
デモ 

既存 3 次元モデル連携のデモ 

～これからの CIM が見える～ 
OCF 会員ベンダー 

 

      

 

■既存 3次元モデル連携のデモ ～これからの CIMが見える～ 

◇概要 

CAD にかかわる既存のデータ形式には 3 次元や属性を取り扱うモデルがあり、一部は電子納品フォーマットとし

ても採用されています。しかし各業務に適した形式ではあってもあとの段階で必要な内容とは限らず、また運用上の

課題等もあり十分に活用されているとはいえません。 

今回、概略設計から維持管理までの現在の流れにおいて、各業務で使われているソフトウェアと機能を紹介し、そ

れらのモデルデータによる連携がどこまでできるのか、現状の連携レベルでの効果・有用性をアピールしました。 

具体的には、実際の現況の情報のうえで架空の道路設計（1Km程度の区間と交差点）をおこない、測量や情報化施

工も含めて、最後の維持管理までの 8 段階の全体ストーリーに沿って各ソフトで手順をお見せしました。 

デモ時間 80 分と長かったにもかかわらず会場では最後まで熱心に見ていただき、参加者アンケートでは「既存の

形式でもここまでできるのか。」「実際に確認できてよかった。」との評価をいただきました。 

 

<全体の流れ> <使用した現況地形データ> 
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1.概略設計 

 オートデスク（株）  「Autodesk InfraWorks」 

  

û Autodesk AutoCAD Civil 3D等を使い、基盤地図情報や DM、市販地図、点群等のデータを読み込みま
す。 

û 等高線等の高さ情報を使って地形情報を 3次元化し、Autodesk InfraWorksにそれぞれ取り込みます。 
û Autodesk InfraWorks上で航空写真と重ねあわせ 3次元現況モデルを作成します。 
û 現況モデルの中で概略の平面線形を検討し、さらに縦断計画を検討します。 

û 検討結果は、Autodesk Civil 3Dに取り込んで中心線形・現況地形サーフェスを LandXML 形式で出力し
ます。 

û 現況地形データを、座標を保持した CADデータで出力します。 
 

2.予備設計 

 （株）エムティシー 「APS-Mark IV Win」 

 

 

û 地形データ（CADデータ）を取り込み、面データを生成します。 

û 背景に地形データを設定し、平面、縦断線形の検討、横断幅員設定、法面展開を行います。 

û 検討した線形データで、シミュレーションによる視認性の確認、交差点設計、中間点・巾杭計算を行います。 

û 線形の検討結果は、SIMA 形式で路線測量へ、RoadGM 形式で詳細設計へ受け渡します。 
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3.路線測量 

 福井コンピュータ（株） 測量 CAD システム 「BLUETREND XA」 

 

 

û 中心線形情報を SIMA 形式で取り込みます。 
û 施工予定現場にて、中心点座標からの幅員距離・高さを TS で測量します。 
û TS から横断観測データを取込み、中心点及び各断面変化点の高さや距離を計算して 3 次元座標化します。（野
帳から手簿へ） 

û 確定した現況座標・地盤高を、縦横断データ（SIMA）と、実測平面図データ（拡張 DM）にて出力します。 
 

4.詳細設計 

 川田テクノシステム（株）  「V-ROAD」 

 

 

û 予備設計で確定した中心線形（RoadGM）と路線測量の成果（SIMA、拡張 DM）を受け取り、平面および縦断
の細部検討、横断設計、道路付帯構造物設計、小構造物設計、数量計算をおこないます。  

û 横断計画を行い数量計算を実施後、中心線形、各種座標データ、横断形状を含んだ情報化施工用の 3 次
元モデル（LanXML）を作成します。  

 

5.施工（準備） 

 （株）建設システム 「SiTECH -3D」 
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û 詳細設計からの 3次元モデルデータ（LandXML）の内容（平面＋縦断線形、横断データ⇒現況、形状、線属性、

属性コード）を確認します。 

û 各種データ（平面＋縦断線形、横断データ⇒現況、形状、線属性、属性コード）の内容を発注図書（2 次元図

面＋計算書等）の内容と照査をします。 

û 施工管理用データ（基本設計データ XML）を施工段階毎に作成し出力します。さらに情報化施工データとして、
TS 出来形管理用データ（基本設計データ XML）と MC/MG用データ（LandXML）を出力します。 

û  
6.施工（管理） 

福井コンピュータ（株） 現場端末「XYCLONE（サイクロン）」、土木施工管理システム「EX-TREND 武蔵」 

 

 

û TS 出来形用データ（基本設計 XML）を受け取り、TS と接続する現場端末「XYCLONE」に取り込みます。 
û 現場端末 「XYCLONE」に取り込まれた設計データを基に、TS を用いて施工の出来形を計測します。TS で計
測した結果は、現場端末「XYCLONE」に計測点情報としてリアルタイムに取り込まれ設計と実測データが保存

されます。差分が規格内であることを確認します。 

û 計測点入りの TS 出来形用データ（基本設計 XML）を「EX-TREND 武蔵」に取込みます。 
û 建設 CAD より、3D モデルで形状確認し、中心線形データ（基本設計 XML・LandXML）を出力します。また、設
計と実測の差が表記されている土工出来形図面を作成し、図面データ（SXF） 出力します。 

û 出来形管理プログラムにて、出来形管理帳票を作成し納品形態に合わせてデータ（PDF）出力・プリントアウトし
ます。 

 

7.施工（完了） 

 （株）ビッグバン 「Bigvan al-Nil CAD」 

 

 

û ここでは道路工事完成図（道路基盤地図情報交換属性セットに則る）を作成します。 
û まず完成図のもととなる図面（SXF）を読み込み、LandXML データから中心線形情報を取り込みます。 
û 30 地物の属性を付加します。 
û 完成図チェック機能にて確認し、図面（SXF（Ver.3.1））出力します。 
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8.維持管理 

 オートデスク(株)  「InfraWorks」 

  

û 道路工事完成図（SXF）や中心線形（LandXML）等を取り込みます。 
û 3次元モデルにそれぞれのデータを取り込み、属性・設計・施工データを割り付けます。 
û 現場写真や保守点検結果等を登録します。 

û 補修・更新時は、設計情報や施工情報、点検結果などを 3次元モデル上から参照し、補修・更新の検討
に利用できます。 

û 災害時には、被災状況などの現場写真や航空写真などを 3 次元モデルに取り込むことで復旧方法の検
討や復興計画に活用できます。 

 

■OCF メンバー各社の取組み（最新動向・トピックス等） 

 

● オートデスク株式会社 「Autodesk InfraWorks 360」 

CIM 導入支援を強化するため、より導入しやすいレンタル製品「Autodesk InfraWorks 360」の販売を開始し

ています。 3 か月、1年単位でのレンタルが可能となっています。またこの製品ではCIMにおけるフロントロー

ディングのための機能強化を行い、Web や iPad での無償ビューアへのデータ吐き出しや、予備設計用の道

路・交差点・橋梁の計画検討がより簡単にできるようになりました。また収集に手間がかかる国土地理院のデー

タを「地理院地図」から簡単に取り込みができるよう開発検討を行っています。 

 

● 川田テクノシステム株式会社 「V-nas Clair」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、設計業務において、「３次元による計画・検討を進めながら３次元モデルを完成させてい

く」をコンセプトに３次元モデル設計システムの開発しております 
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● 株式会社建設システム 「SiTECH 3D 2015」 

SiTECH 3D は発注者から提供される「LandXML」の入出力と「2 次元図面（発注図面）」の解析機能が搭載

されたアプリケーションです。3 次元設計データ（LandXML）としての入出力機能では平面・縦断線形要素＋横

断形状（属性コード、属性情報）の入出力が可能です。また 2次元図面（発注図面）の解析機能では発注図面

から平面・縦断線形要素の抽出、横断形状の追跡抽出が可能です。このデータは情報化施工データ（施工管

理、TS 出来形、MC/MG）として利活用されます。 

 

● 福井コンピュータ株式会社 「EX-TREND 武蔵 2014」 

土木施工管理システム「EX-TREND武蔵 2014」にて、LandXML 読み込みに対応しています。 

 

 
 
 
2.5.4  人材育成・研修を取り巻く状況 
 

CIMの実践的導入が展開され、CIMに関する人材育成や研修を目的としたプログラムが提供されてい
る。また、土木分野における 3次元モデル利活用の推進を行い、CIM施策の円滑な導入に寄与すること
を目的とする任意団体「Civil ユーザグループ（CIVIL USER GROUP）」が 2013年 4月から活動開始
している。 
 

 
https://cim-cug.jp 

土木分野における 3次元モデル利活用の推進を行い、CIM施策の円滑な導入に寄与することを目
的とし、下記に示す人材育成や普及・支援活動を主としている。 
・CIMスペシャリストの養成（5名） 
・CIMインストラクタの養成（10名、コンサル・ゼネコン各 5） 
・CIMトレーニングコースの認定 
・CIM適用案件における情報交流（ノウハウ、課題の交換） 
・普及‐トレーニング⇒週 1回×8週連続 
・集合セミナーと同時にWebセミナー録画 
（1回／月、開催場所は東京、大阪、札幌、広島で土木学会 CPD取得） 
・CIMマネージャの要件整理 
・部品の作成と提供 
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【参考】人材育成・研修に関する民間プログラム（五十音順） 

情報提供:Open CIM Forum 
（株）岩崎 http://www.iwasakinet.co.jp 
【概要・目的】 

CIMには、調査・測量～設計～施工～維持管理のライフサイクル上で 3次元データを有効活用す
ることが求められ、その適用範囲は広く、様々なソフトウェアを組み合わせて効果を発揮すること

が必要になる。複数の CIM対応ソフトウェア間で、データ連携と機能の組み合わせによる相乗効果
を意識しながら CIMに取り組めるような人材育成及び教育を目的としている。 
従来のように、一つのソフトウェアの操作説明とは異なった位置づけとなり、一つのソフトウェ

アに関する操作習得に留まらず、CIMの目的に沿ったデータ作成や異なる業務フェーズ間での連
携、更には、3次元データを活用した新たな効果を創造できるような人材育成を目標としている。 
【対象とする分野】 
・コンサルタントや施工会社において、CIMのモデル作成に関する技術習得をめざす方。 
・CIMを効果的運用、CIMのモデル作成に関する手順や効果の習得をめざす CIMマネージャ。 
・高専、大学、専門学校などにおいて、CIMの考え方や事例、基礎技術の習得をめざす教育機関。 
【対象プロダク

ト】 
・オートデスク社 Civil 3D、InfraWorks、Navisworks、Revit 
・トプコン社及びライカジオシステムズ社 3次元レーザースキャナ 

【期間】 ・内容に応じて、1～3日間程度 
 
応用技術（株） http://www.apptec.co.jp 
【概要・目的】 
土木分野における計画、設計～施工、維持管理における各フェーズにおける流通可能なプロダク

トモデルについて、土木対象物毎のモデル生成～更新手法について次世代の設計、施工技術者を育

成する事を目的としている。 
【対象とする分野】 
・デベロッパーにおける都市計画業務 
・建設コンサルタントにおける計画、設計業務 
・ゼネコンにおける情報化施工、維持管理業務 
【対象プロダク

ト】 
・Autodesk Infrastructure Design Suite シリーズ 

【期間】 ・通常：( 1日 ) 
 (1) AutoCAD Civil 3D ( 3次元地形作成～土地造成・道路作成 ) 
  (2) Revit Structure（コンクリート構造物作成・CIMパーツ作成 ） 
  (3) InfraWorks  ( 景観設計～合意形成 ） 
  (4) Navisworks Simulate（ 施工計画活用 ） 
・個別業務遂行を行う上での個別教育（ 3 - 5日間 ） 

 
（株）大塚商会 http://www.otsuka-shokai.co.jp 
【概要・目的】 
・集合研修（来場型又は出張型企業スクール） 
建設コンサルタント、施工業、測量業等、CIMに関わるすべての業種を対象として、集合形式で
実際にソフトを操作して頂く研修を実施。 
対象ソフトの操作経験がない技術者の方々が各演習を通して操作を学ぶことで、対応ソフトの基
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本を理解しモデリングの技術を習得して頂くことを目的としている。 
【対象とする分野】 
CIMに関わる業種を対象 
【対象プロダク

ト】 
Autodesk Infrastructure Design Suite 

【期間】 製品毎に 1日~3日程度を想定、サポート認定者による指導 
【その他】 実践を通して CIMモデル作成のスキルを定着させることができるが、実際のプロジェ

クトを進めるためには、プロジェクトに応じた事前準備や、作業中にも様々な課題が発

生することを想定し、プロジェクトを円滑に進めていくサポートも実施。 
 
GSA（株） http://www.gsa-network.com 
【概要・目的】 
土木分野での 3次元データモデルの導入や活用を円滑に行えるように、3次元ソフトウェアの操
作技術の習得が求められる。また、設計・施工から維持管理までトータルマネジメントのできる、

マネージャ層の育成が必要となってきた。そのため、CADからソフトウェア・システム開発まで、
幅広い分野でのスキルアップを支援し、設計や施工における CIMデータ制作業務を実施している。
それらのノウハウを生かし、3次元ソフトウェアのオペレーションに留まらない、CIMの推進力と
なる人材育成を目指した教育プログラムやサポートを提供している。 
【対象とする分野】 
・オペレータ向け CIMモデル作成研修及び、マネージャ向け CIMモデル作成及び活用研修 
【対象プロダク

ト】 
AutoCAD、Civil3D、Revit、Navisworls、InfraWorks（オートデスク） 
Navis+（伊藤忠テクノソリューションズ） 
BIM/CIM Viewer（GSA） 

【期間】 要問合せ 
 
福井コンピュータ（株） http://const.fukuicompu.co.jp 
【概要・目的】 
・情報化施工を担う人材のための 3Dスキル向上 
・BIMを担う人材、BIMマネージャのためのスキル向上 
【対象とする分野】 
・TS出来形の担当で基本設計データを作成する技術者が設計からの情報（2D、3D）をもとに必要
な 3次元データを作成・処理できること。 
・BIM建築設計システム「GLOOBE」を使用し、店舗・ビル建築を中心とした企画・設計段階にお
いて、BIMの基礎知識から BIMモデルの取扱いを習得することで、プロジェクト全体の効果を最
大限にする。 
【対象プロダク

ト】 
・土木施工管理システム「EX-TREND武蔵 2014」 
・BIM建築設計システム「GLOOBE」 

【期間】 ・随時（不定期） ・2コマ×期間 3カ月 
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2.5.5   3D 設計データの情報化施工での利用 
 
（1）情報化施工との関わり 
情報化施工は、1980年代頃からトンネル施工等で用いられるようになり、当初の観測施工法から技術
革新を経て様々な利用形態で用いられる様になってきた。このため、現状の情報化施工の定義は、大規模

工事における統合的な施工・施工管理支援、精密施工、IC タグなどを活用した資機材管理、マシンコン
トロール（MC）やマシンガイダンス（MG）といった施工支援、TSを用いた出来形管理等の施工管理支
援など、情報通信技術やセンサ技術を活用して施工の合理化を図る技術の総称として利用されている。 
このうち、TSや RTK-GNSSなどの高精度な位置計測技術と 3次元形状のデジタル設計データ（幾何
形状データ）を組合せて建設機械の操作支援を行う MC や MG、出来形管理の効率化を進める TS を用
いた出来形管理について、3D設計データの流通と活用が特に期待されているところである。 

 

 
MC（マシンコントロール） 
：設計データに合わせて作業装置の高さや傾きを自動制御するシステム 
MG（マシンガイダンス） 
：オペレータに作業装置の高さや傾きと設計データとの差をガイダンスするシステム 

図-1 MC／MGなどの重機施工の支援 
 
（2）MC／MGおよび TSを用いた出来形管理における 3Dデータの利活用状況 

MC／MGと TSを用いた出来形管理では、どちらも計測結果の比較対象となる 3D設計データを用い
ているが、3D設計データの活用目的が異なっており、CIMとの連携（役割分担）においてもこれを分類
して整理しておくことが重要である。 
l MC／MGで用いる 3D設計データ 

MC／MGを用いた建設機械の操作支援技術では、図-2の右に示すような目的構造物の最終形状を境界
情報として参照しながら、利用する材料、施工手順、施工中の排水計画、施工で利用する機械の作業能力

を踏まえ、図-2 の左に示すような施工の段取りを考慮した施工図を作成する。図-2 の右に示すような施
工の最終仕上げ段階では、当該工事の設計形状を利用して整形を行うが、建設機械の稼働時間の大半を占

める施工途中においては必ずしも最終形状と相似形の施工図を作成するわけではないという点がポイン

トである。 
 これらの 3D設計データについては、施工者が現場状況に合わせて作成しているのが現状であり、その
作成方法としては、2Dの紙面で作成した平面情報と横断情報を汎用の CADや MC／MG専用のソフト
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ウェアに入力して 3D化している。最近では、TSを用いた出来形管理システムの機能を利用して、施工
図を 3D化する手法も活用され始めている。 
 また、最近の動向としては、MC／MGは国内だけでなく世界的に活用されている技術であることから、
多くのソフトウェアが LandXML（実際に読込むデータ項目はメーカ毎に異なっている）での 3D設計デ
ータの入力機能を有している。 

 
図-2 MC/MGと TSを用いた出来形管理で扱う 3Dデータの違い 

 
l TSを用いた出来形管理の 3D設計データ 
 TSを用いた出来形管理で扱う 3D設計データ（基本設計データ）は当該工事の契約条件（縦断図や横
断図）と同等であることが条件となる。このことから、現状では、国土交通省の直轄工事で TSを用いた
出来形管理を行う場合、図-3 に示すように、発注者から提供される平面図・縦断図・横断図等に記載さ
れている 2次元情報をもとに 3D化（TSを用いた出来形管理では基本設計データと定義）して利用する
ことが要領で定められている。 
基本設計データは出来形管理のみを対象とした 3D 設計データであり、出来形管理対象箇所の 2 次元
図面情報を 3D化するだけでは、平面図に示されるような完成形状が再現されないことも多い。 
国土交通省では、従来手法で作成された横断図を基本設計データに変換して施工者に提供する試行を

行ったが、横断図が作成されていない変化点（拡幅や法面方向の変化点等）の情報が欠落した 2 次元情
報を 3D化したために完成形状の再現性が不十分となる等、施工者への誤解を招きかねないことから従来
の設計成果を元にした基本設計データは、発注者からは提供されない方針となっている。 

 
図-3  情報化施工で用いる基本設計データの概要 

（情報化施工推進会議（第 10回）平成 24年 8月 7日 資料より） 
 

１段階目

２段階目

３段階目
完成形状

段階別の
計画形状
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（3）3次元設計データとの連携方法 
情報化施工用データのうち「TSを用いた出来形管理」で利用する基本設計データについては、設計段
階で作成された 3D 設計データを直接的に利用することが期待できる。平成 24 年度に CIM 試行業務が
開始されたことを受けて、上記に示したような現状の横断図情報を元にした 3 次元化ではなく、完成形
状を正しく再現（流通）できる 3D設計データが作成される取り組みが進められている。 
さらに、最近では以下に示すように、3D設計データを読込んだソフトウェアから、「TSを用いた出来
形管理」に用いる基本設計データ、MC／MGで活用するための LandXML形式等のデータを出力する機
能も発表されている。このようなソフトウェアの登場により、今後は設計段階から正確な 3D設計情報が
提供されることで、従来のように技術者が図面から情報を読み取って再入力する手間や転記ミスの削減

などの効率化が期待されている。 
しかし、設計段階の 3D設計データを MC／MGや「TSを用いた出来形管理」などで効果的に活用す
るためには、計画や設計段階の 3D設計データがインフラとしての機能面（路線区間・道路の規格・舗装
構成・構造物等）から広域のデータが作成されるのに対し、施工段階では当該工区の現場地形の改変を行

うための部分的かつ詳細な幾何形状データが必要となる。広域の 3D設計データから当該現場の工区や工
種などのデータを効率的に識別する方法も課題である。 
さらに、3次元設計データの交換フォーマットとしては LandXML等の活用なども検討されているが、
基本設計データが出来形管理等の契約条件に該当することから（拡幅や法面方向の変化点等を含む）正確

な形状を再現できる 3D設計データの交換フォーマットの確立が今後の課題である。 
 

 
図-4  3次元設計データと情報化施工の連携 
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（4）福井コンピュータの場合 
l 3 次元データ活用の概要 
・従来、TS 出来形管理を実施するうえで、基本設計データを作成には、平面図・縦断図・横断図ある

いは書類を参照し、手入力せざるを得ないため、多くの時間を要している。EX-TREND 武蔵 2014 R2 建

設 CAD では、設計フェーズで作成された 3次元設計データを“LandXML”を介して直接取り込むこと

により、基本設計データ作成の入力作業を削減し、従来比 8割減（福井コンピュータ調べ）の大幅な

時間短縮を実現する。 

（手入力がなくなり、照査時間のみとすることで、大幅な時間短縮を実現した） 

【従来型と CIM 型との比較フロー図】 

 

l 適用範囲 
・国土交通省「TSを用いた出来形管理要領(土工編) 平成 24年 3月」 及び「TS を用いた出来形管理要

領(舗装工事編) 平成 24年 3 月」に準拠した、情報化施工を実施する公共土木工事全般 

 

l 本システムを使用した場合の効果 
・設計フェーズで作成された 3次元設計データをそのまま利用する為、施工フェーズでのデータ入力時

間の大幅な短縮、および入力ミスの防止。 

・別途取り込んだ 2次元 CAD の平面図・縦断図に、読み込んだ 3次元データを重ねて表示することで、

視覚的にデータの整合性を確認することができる。 

・3次元データから、横断図と出来形図を作図し、発注図面と重ね合わせることで、2次元図面間の比

較による整合性を確認することができる。 

・3次元データから、平面線形・縦断線形・横断形状に関する数値帳票を作成し、数値ベースでの照査

ができる。実施記録としての提出書類作成にも対応。（数値表は、CAD 上にも配置が可能） 
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（5）建設システムの場合 
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2.5.6  先端建設技術センターにおける実業務での CIM の取組み 
～3次元地形データの活用と導入プロセスの明確化～ 

 
1. はじめに 
先端建設技術センターは、平成 24年度より、CIM技術検討会の活動に参画し検討を行うとともに、
当センターの実業務で CIM を実践してきている。さらに、CIM に関係する多くの方々との勉強会や
意見交換、先進的な現場見学、アメリカへの調査等の貴重な機会にも恵まれた。 
これらの活動を通じ、CIM に関する多くの実施事例に接することができ、CIM を実践するにあた
り、多くの知識・知見を得ることができた。これらの知識・知見をもとに、当センターでは、実業務

での CIMの実践等、積極的に CIMの取組みを行っている。 
ここでは、計測技術やデータベース化が飛躍的に進展している 3次元地形データを活用した概略・
予備検討、その導入プロセスの明確化やマネジメントの考え方を、実例をもとに報告する。 

 
 2. 現状認識と課題 
（1）CIMの必要性 
建設分野では、公共投資の削減に加えて、膨大な社会資本の更新期を迎え、さらに、少子高齢社会

における安心安全の確保や、環境、景観、住民参加による合意形成等の新たなニーズも発生している。

限られた予算と人員で効率的に社会資本の整備や維持管理を行い、高度化し多様化する新たなニーズ

に応えなければならない。 
これらを解決するには、製造業等と比べて低い建設産業の生産性を高めることが重要であり、その一

つの手段として CIMの導入・運用が推進されようとしている。 
米国においても CIM（BIM）の取り組みは、日本と同様であり、他産業に比べて低い生産性と増加
するインフラの維持管理の効率化が課題となっている。 
（2）CIMに期待する効果 

CIM は、これまでの紙ベースの 2 次元情報の受け渡しから、図面を 3 次元化すること等の最新の
ICT技術を活用して、建設生産システム（計画、設計、施工、管理）の各段階における情報共有やデ
ータをスムーズにやり取りすることにより、効率的で質の高い建設生産システムや維持管理での活用

を目指すものである。 
 

 
CIMのイメージ (JACIC 資料引用) 
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（3）CIMの本格的な導入には大幅な見直しとかなりの時間が必要 
これまでの建設生産プロセスは、長い歴史を経て、調査・測量、設計、施工、維持管理等の各プロ

セスが独立して発注されるスタイルが定着している。 
上記(1),(2)に示したように、各段階における情報の更新・追加や受け渡し、システムの構築等は、将来、
理想的な導入・運用のイメージであり、現行のシステムの大幅な見直しとかなりの時間を要するもの

である。 
 
3. 対応方針 「現実的な導入方法 ～段階的移行～」 
社会資本システムの効率化や維持管理・更新が求められている社会情勢の中、「CIM の活用」につ
いては導入・運用が急がれているのが現状である。 
このため、現時点の導入・運用は、将来の理想的な姿をイメージしつつ、現時点で「できることか

ら実施していく」考えのもと、段階的な移行方法や期間も含めた、長期的な視野での対応が現実的で

ある。 
現時点で CIMを導入するアプローチとして、どんなやり方があるのか、どこから手をつけていくの
か、どこがコアの部分なのか等、推進方策について筋道を明確にした推進方策が重要であると考えて

いる。 
①  現時点で「できること」から実施することによる建設生産システム全体の効率化を推進 
現時点でも、適用方法の工夫等により、効率的に進められる箇所は、これまでの国内外の成功事

例から明らかになりつつある。 
また、3 次元モデルの活用だけでなく、目的や導入プロセスの明確化等のマネジメント手法や、

ICT技術のさらなる活用を、積極的かつ柔軟に広い視野での組み合わせながら取組みを行っていく
ことも有効である。 
現時点において、「できること」から普及・水平展開し、建設生産システムの効率化を進めていく

ことは可能である。 
② 「できること」を拡大していくための技術やシステムの開発 

3次元モデル作成時のデータのシームレス化等のため、情報の更新・追加、情報の受け渡しのた
めの標準化や、維持管理も含めた建設生産システム全体に関するデータベース等のシステムやモデ

ルを構築するための調査、研究を実施する必要がある。それに対応したハード・ソフトの技術開発、

基準や制度の新たな策定や見直しも必要となる。 
 
4. CIMの効果的な導入方法 
（1） CIMを活用した実業務 
大規模プロジェクト等に関し、概略・予備検討、問題解決のための工程や懸案事項の管理を行うプ

ロジェクト・マネジメント等の業務において、CIMが効果を発揮している事例が多い。 
① 概略・予備検討やプロジェクト・マネジメントにおける CIMの活用 
概略・予備検討やプロジェクト・マネジメントでは、鉄筋や細かい部材・部品等の詳細なモデル化

は必要なく、3次元地形データがシームレスに簡単に取得できることから、3次元モデルの作成に多く
の手間を必要とすることはない。このような特徴から、これらの業務への CIMの活用はより効果があ
る。 
② CIMが最大限に効果を発揮する「見える化」を積極的に活用 

3次元モデルはあらゆる方向から見ることができ、最大の効果を発揮するのは「見える化」である。
それを最大限に利用して問題を解決することは有効である。 
具体的には、「施工手順の確認」（3次元空間軸に時間軸を含めたいわゆる 4D）、「関係者への分かり
やすい説明」、「円滑なコミュニケーションの促進」という場面である。 
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大規模プロジェクトでは、「複雑な施工手順であり、2次元の図面ではイメージしにくい」、「関係者
が多く、円滑なコミュニケーションによる迅速な合意形成を図りたい」、「迅速な合意形成により調整

時間を短縮したい」等、共通の問題を多数のステークホルダー間で抱えていることが多く、「見える化」

の活用は有効である。 
（2） 明確化した「CIMの導入プロセス」 
① 必要とする効果や成果を明確にイメージする 

3 次元モデルを詳細につくればつくるほど、受け渡す情報は多くなるが、その分、費用と時間がか
かる。 
解決すべき問題は何か、CIMで何をするのか、何をどのように変化させたいか等の必要とする効果
や成果を明確にし、それに見合った適切なモデル作成が必要である。 
② 費用対効果を評価した適切なモデルの作成 
必要とする効果や成果を得るには、鉄筋や細かい部材等をどの程度まで詳細にモデル化することが

必要か、その時の費用（時間）はどの程度か、常に費用対効果を評価しながら、モデルを作成してい

く必要がある。時間（コスト）を無駄に費やすことなく、必要とする効果が得られる必要最小限のモ

デル作成が理想である。 
③ 随時、モデルの見直しを行う 
業務の進捗に合わせ、必要とする効果や成果が得られているか評価するとともに、それが得られるよ

う、随時、見直し等の 3次元モデルの最適化を実施していく。 
 
 
 

5. CIMの活用事例 
（1）簡単に取得できる 3次元の地形データ 

3 次元モデルの作成に欠かせない 3 次元地形データは、非常に簡単に計測できるようになっている。
航空レーザ、ナローマルチ、モービルマッピングシステム（MMS）等のレーザ計測技術が急速に発展し
当たり前のように普及してきている。 
また、国土地理院のホームページの「基盤地図情報」では、3次元地形データの作成に欠かせない 5m
メッシュの地形データ（数値標高モデル）や、建築物の外周線等の電子データが無償で公開されている。 

5mメッシュの地形データ（数値標高モデル）の整備状況は、日本全国のかなりの部分で整備されてい
る状況である。これにより、ほぼ全国において、3 次元地形データがシームレスに簡単に取得できる
ことから、土木分野の CIMの導入がより加速されるものと確信している。 

  
基礎地図情報（国土地理院ホームページ）と 

5mメッシュの地形データ（数値標高モデル）の整備状況 
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（2）図面作成、数量計算等の大幅な省力化・効率化 
非常に簡単に取得できる詳細な地形データをベースに、3 次元 CAD で道路等の縦横断形状の条件を
設定するだけで、設計図面の自動作成や切土・盛土量の自動算出が簡単にできる。縦横断形状の条件を

変えるだけで、自動で図面の再作成や数量算出が実施されるので、非常に簡単に多くのケースで比較検

討が可能となる。 
これまでの 1/1,000程度の平面図をもとに手作業で実施する設計に比べ、大幅な省力化と時間短縮の
効果が得られる。 

  

 10mメッシュ 3次元地形データを用いた 3次元 CADによる水路管の予備設計 
 
（3）見える化による問題の早期把握・対応（フロントローディング） 
構造物等の設計段階において、設計の内容や時間ごとの施工ステップを、2 次元図面（平面、縦断、
横断）で、複数枚、描かれるのが一般的である。 
この代わりに、3次元モデルの導入により、設計内容の可視化、事前の施工・景観シミュレーション
等、従来の 2次元図面に比べ、はるかに様々な視点からの検討や高度な判断が可能となる。これにより、
施工・維持管理時等の後工程でしか見えない問題点を把握し、早期に対応でき、施工時の手戻りが減少

する効果がある。 

  
施工検討の状況とステップ図（イメージ） 

 
（4）見える化による円滑なコミュニケーションと合意形成 
橋梁や道路のルート選定、構造物の基本形状に関するアイデア出しや概略検討において、写真やパー

ス図、平面図をもとに、関係者間で議論を繰り返しながら合意形成していく場面がよくある。 
これに、3次元モデルを用いた場合、平面図に比べわかりやすく、関係者間での情報共有や円滑なコ
ミュニケーションが容易にできるばかりでなく、その場での議論の進展に応じ 3次元モデルに修正を加
えながら、議論を進めることが可能である。このことは、一旦持ち帰って図面を修正し、再度集まって

議論するという手間を省くことを可能にし、議論の効率化や合意形成の迅速化に効果を発揮する。 
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（5）臨機に対応できるモデルの作成や変更 
当センターでの CIM の活用は、上記で述べたように、比較検討案の作成や議論での活用等、主に業
務の中で効率を図るものであり、臨機に対応していく必要がある。 
このため、3 次元モデルの初期の作成時には容易に変更できるようなモデルの作成に心がけている。
これまでの経験から、初期のモデル作成や変更に要する目安の期間として、長くても 1週間程度が妥当
と考えている。 
詳細な 3次元モデルの作成に重点を置くのではなく、プロジェクトの初期段階からステークホルダー
間で情報の共有・更新ができること、さらに、それぞれの利用目的に合わせた 3次元モデルの作成・変
更を行うことが重要である。 
また、臨機にモデルの作成や変更に対応する場合もあることから、基本的にインハウスで実施できる

体制づくりも必要である。 
 
6. おわりに 

CIM技術検討会では、検討を始めた当初、「モデル」が強調されていたが、検討が進むに従い、CIM
では「マネジメント」の要素こそが重要であるとの認識のもと、「M」に「Managementマネジメント」
の意味も含まれるという考え方から、CIM（Construction Information Modeling/Management）と定
義している。これは、単に 3次元モデル化という道具だけでなく、データモデルの並行利用、連続利用、
共有化や運用、さらに目的や導入プロセスの明確化等の「マネジメント」が重要であるということであ

る。 
例えば、米国陸軍工兵隊では、表計算ソフトをベースにした維持管理システム「COBie」（詳細は「2.4.3
米国における維持管理システム～COBie について」を参照」）を既に実用化しようとしている。3 次元
をベースした「高度なモデル」ではないものの、現場での活用と普及、多くの人が活用できることを最

優先にした、1つの柔軟なマネジメントの方法である。 
今後、CIMの導入・運用に向けた、プロセスやマネジメントについても検討を進めていく必要がある
と考えているところである。引き続き、関係する多くの方々との意見交換、国内外の成功事例の調査を

行うとともに、建設システム全体で CIMの導入・運用が推進されるよう、ICT技術の活用やマネジメ
ント手法の提案、CIMの実践等、積極的かつ柔軟に広い視野を持って取り組んでいく必要がある。 
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2.5.7  施工現場における導入事例 
 

施工段階での先駆的取り組み・導入事例 

 

平成 24 年度からはじまった CIM 試行業務では、設計業務の CIM 対応を中心に、3 次元の活用が進めら

れてきた。 

設計段階における図面の不整合を事前に把握するという意味では、H24 年度の取り組みの中で 3次元の

活用だけでも良かったかもしれないが、CIM は設計～施工～維持管理の各段階の「マネジメントの効率化」

が目的であり、単に 3次元データの使用を普及させることが目的ではない。 

 

日本建設業連合会では、平成 24 年度から施工時の利用として、単に 2 次元を 3 次元にするだけの取り

組みではなく、橋梁（大林組）とダム（鹿島建設）を試行工事として位置づけ、その取組の中から施工で

どのように利用するのか、その利用からどんな効果が見えるのかを検討してきた。 

その結果を平成 25年度からは各社共有することで、国交省試行案件（指定工事や希望工事）において、

施工における 3D モデル活用の方向性がまとまってきた。 

 

以下に各社の事例を紹介するが、既に我々日本建設業連合会の取り組みは、「施工情報を取り込んだモ

デルから、維持管理の初期モデルを作成する」という段階を見据えた取り組みを進めている。 

公共構造物の維持管理議論が進む中、維持管理を進めるために必要な情報は何かという議論があるが、

3D モデルを調査・計画・設計・施工・維持管理と共通して利用するためには、本来、維持管理にはどの

ような情報が必要なのか、そのためには施工でどのような情報を取り纏めておくべきか、という形で、下

流から上流に情報を流していく必要があるが、その議論が本格的に行われているわけではない。 

どのような情報が必要なのかという議論は行われていないが、施工における 3D モデルの活用事例から

みえてくるのは、施工情報の集約こそが、維持管理初期モデルに向けた重要な一歩である。 

 
導入具体事例提供各社一覧 

(1) 大林組 近畿自動車道紀勢線見草トンネル工事 

(2) 安藤ハザマ 佐世保市北部浄水場（仮称）統合事業 

(3) 大成建設 南山東部土地区画整理事業建設工事 

(4) 熊谷組 八鹿日高道路三谷トンネル（北側）工事 

(5) 前田建設工業 矢切函渠その 9工事 

(6) 清水建設 高谷 IC 改良その 6工事 

(7) 鹿島建設 鶴田ダム増設減勢工工事 
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（1） 施工における CIM利用現場 （大林組） 
 

  

工事概要 工事名称 近畿自動車道紀勢線見草トンネル工事 

施工場所 (自) 和歌山県西牟婁郡白浜町富田地先 

 (至) 和歌山県西牟婁郡白浜町椿地先 

発注者 国土交通省 近畿地方整備局 紀南河川国道事務所 

施工者 株式会社 大林組 

  

【工事の特徴】 

 

・終点側（すさみ側）では約100mの谷を挟んで反対側は烏賊坂トンネル（L=1616m）が続く。 

・終点側では、延長約3.6kmの工事用道路を通って、トンネルズリを運搬し、最小土被りは約

20m、最大土被りは約180mである。両押し掘削（当初計画）から片押し掘削に変更し、平成26年3

月に貫通した。 

【工事数量】 

 

・トンネル延長 L=2,380m 

・地質：新第三紀中新世 砂岩・泥岩 

・ＮＡＴＭ工法（発破掘削方式） 

・橋台下部工 1 基 他 

 

 

〇導入目的 

 トンネル工事の特徴として 

（1）事前の地質調査の情報に限界がある。 

・ 地中深部の線状構造物のため、技術的・経済的限界 

・日本の地質及び構造の複雑性 

（2） トンネル周辺地山挙動・作用地圧・支保作用が十分解明されていない。 

（3） 施工方法により、地圧・地山挙動が異なってくる 

ということから、当初設計は大局的に地山を評価して支保構造を設計しているわけではなく、受注時の設計

がかならずしも最適ではないということがある。 

そのため、施工時の観察・計測から地山・支保構造・施工法などの再評価を行い、最適な設計・施工法の選

択を行う必要がある。また、トンネルの力学・設計・支保構造について十分な理解を伴いながら施工計画立案

や支保構造の変更を実施することが、工事を順調に遂行していく素地となる。 

トンネルの施工にはこのような問題が多く含まれており、今回の 3D モデルの活用については、当社として、

 
67 



CIM技術検討会 平成 25年度報告 

以下の 3 つの特徴を元に、運用を進める事にした。 

 ■トンネルの 3 次元モデルを構築して、モデルに地形・地層データや切羽状態、計測データなどの情報を統合

モデルで一元管理している。情報を可視化してイメージを共有化することにより、支保パターンの選定や補

助工の採用の可否等を迅速に決定することができる。 

■坑口付近の盛土計画では、3次元モデルを活用することにより、複雑な現地形に応じた形状や数量を確認し

ながら、複数パターンを立体的に構築でき、より現状に適合した計画立案を行える。 

■維持管理への対応として、施工中の品質・施工情報をモデルと関連づけて、供用後の維持管理（ひび割れ、

湧水などの日常点検事項）に利用できる情報を蓄積することで、データベースとしての活用の可能性も検討

している。 

〇運用体制 

  3Dモデル構築については、以下の手順を元に構築を進めている。 

 

 あくまでも施工判断を下す目的で3Dモデルを活用することにこだわり、上記作成フローの中で、当社職員が

必要な情報を3Dモデルに追加することをルーチンとして実施している。 

 

 

 さらに3Dモデルへの属性情報登録については、3Dモデルに自由な属性を追加できる機能を有するアプリを

利用し（Navis+という製品）、当社職員が簡単に属性を追加・削除・変更できる環境を整えた。 

この機能を多用することで、施工目的に応じた属性を自由に登録でき、3D モデルの利用価値が単なる形状

判断だけでなく、「利用」レベルまで進化することが可能となった 
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 構築する 3D モデルは、トンネル躯体・計測品質データ・現況地形データを統合モデルとして、合体し、統合

モデルを利用して、施工判断に利用している。 

  

 

更にこの現場では、これら施工情報の入

った 3D モデルに、維持管理の為の初期モデ

ルとして重要な「ひび割れ情報」と「出来形点

群情報」を追加し、維持管理初期モデルとし

ての提供を検討している。 

これはあくまでも当社からの提案として進

めているものであり、確定したものではない

が、維持管理を見据えた初期モデルとして

は、初めての試みとなるものである。 

〇効果 

 統合モデルを利用することで、切羽判定会議への利用や、

施工計画への利用など、施工判断を下す目的としての利用が

進んだ。また、従来であれば、2 次元で発注者へ説明していた

内容も3次元の各種施工情報が登録された統合モデルを利用

して説明できることから、説明にかかる時間はもとより、説明内

容や説明における理解が深まり、よりよい判断が、迅速に行え

るようになった。さらに、これら統合モデルを利用することで、ト

ンネル工事の経験が浅い若手職員への施工監理教育にも利

用され、教育効果も上がっている。 
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〇導入への課題 

 3D の初期モデルを構築するために必要な情報が、現在はまだ 2 次元の図面しかなく、このような 3D モデ

ルを活用した取組を進めるには、2 次元の図面から 3D モデルをおこさなければならない。 

そのためにかかる費用は、現状では施工者が負担しており、形状だけでも設計段階から 3D モデルが提供

されれば、コストも時間も短縮できる。 

このような 3D を利用した取組を推進していくためには、現状では設計データから 3D の形状データの普及

がまず先であると思われる。 

また、当社の場合は、市販されているアプリだけを組み合わせた対応しか行わずに、どこまでできるのかを

検証中である。これは、施工情報が登録された 3D モデルを発注者に渡すとき、当社独自のプログラムで

は、施工以降でこれらの 3D モデルを活用したいときに、利用に制約を設けてしまうことになり、せっかくの有

益な情報を次の工程に渡せなくなるためである。 

本来であれば、データ連係の標準化が決まっていて、それにそってデータを登録すれば、後工程であれ

ば、誰でも利用できるが、まだ、この 3D モデルを活用した取組は始まったばかりであり、その基準がない。

今後はこれら施工での取り組み事例を元に、どのような基準がよいか、産学官で連携をとりながら、検討し、

利用できるものをベンダー等とも協力して構築していくべきだと思われる。 

 

〇課題解決にむけた要望 

 3D モデルを構築するための費用、属性を管理するための費用など、現状では施工管理に使う事を目的と

して、施工判断での利用の促進を進めているが、本来このような取組みは、維持管理に向けた取組の一貫

としての対応であるため、かかる費用は発注者が見るべきでないかと思われる。 

今後の議論として、費用負担は誰がすべきかなど、CIM 制度検討会などで議論をしていただきたい。 

また、土木工事には様々な工種があり、その工種毎にどんな属性が必要なのかは違ってくる。 

維持管理を見据えれば、施工時の属性として必要な項目は何か、それには施工時にどのような情報をど

んな形で取り込まなければならないかといった、検討が必要になる。 

現在はそのような検討はまだされておらず、このように施工での 3Dモデル活用を通じて、維持管理に必要

な情報を想定しながら属性情報として入力しているだけであるが、これらは CIM 技術検討会が中心となり、

設計時の 3D モデルの作成や、施工時の属性情報の整理、維持管理に向けた情報の整理をして、工種毎に

おける属性情報の共通情報を整理するなど、実際の利用を促進するための取組を進めていきたい。 
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（2） 施工における CIM利用現場 （安藤ハザマ） 
 

  

工事概要 工事名称 佐世保市北部浄水場（仮称）統合事業 

発注者 長崎県 佐世保市 

受注者 

 

土木工事部分：安藤ハザマ・梅村組共同企業体 

※事業全体として、安藤ハザマと水処理設備メーカーで構成する企業体で対応。 

事業期間  

設計建設期間 平成 22(2010)年 9 月～平成 27(2015)年 3 月 31 日、4.5 年間 

維持管理・運営期間 平成 27(2015)年 4 月 1 日～平成 42(2030)年 3 月 31 日、15 年間 

工事対象 導水施設、原水調整池等の構造物や埋設管の新設 

大正期・昭和期築造の緩速濾過施設の撤去、一部、選奨土木遺産として移設保存 

【工事の特徴】 

 

佐世保市の水道は、全国で10番目の近代水道として明治40年に給水を開始し、平成19年に100

周年を迎えた。本事業で対象となっている浄水場は、明治期及び昭和初期に建設された施設で

あり、著しい老朽化のため全体的な施設の更新が必要となっていることに加え、病原生物への

濾過対策の必要性が生じていることから、新浄水場を建設することとなった。 

本事業は、将来にわたり安全、安定的かつ効率的な施設整備と維持管理等を実現するととも

に、さらなるコスト縮減を図ることを目的に、民間事業者の技術、ノウハウ等を活用した性能発注

方式による設計、施工及び維持管理・運営一体の整備を目的に事業方式としてDBO方式を採用

している。 

 

 

完成予想図 3D モデル化した現場地形と構造物の完成形 

 
2．導入目的・運用体制 

【導入目的】 

土木建築施設計画／場内および場外配管計画では、運用面、維持管理面、施工面の制約などを考慮し、浄水

場内における配管として、その大部分に埋設配管を採用した。そして、埋設部分は、埋戻し後は目視による位置

確認が難しくなることに加えて、長期的な情報の維持が必要であることに配慮し、維持管理性向上のため、「3 次

元 CAD を用いた配管管理ツール」を採用し、可視化を図ることとした。 

配管工事完了時に、GNSS 測量などで計測した配管の 3次元の位置情報を 3次元 CAD に入力し、合わせて、

配管の製品情報や施工時の諸情報をリンクさせて登録する。配管を補修した場合には、その時点の情報を追記

する。 

すなわち、本ツールの導入目的は、目視確認できない配管の位置を把握するとともに、口径、材質といった製

品情報や点検記録および更新記録などをデータベースから検索して、いつでも 3 次元モデルと連携させてわかり
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やすく情報提示することである。 

※受注時は、CIM という用語が提起されていなかったため、3 次元 CAD という用語を用いている。また、当社は 3

次元モデルを用いて施工情報を記録するシステムを「維持管理のための構造物トレーサビリティシステム」とし

て社内展開を進めており、NETIS：KK-110010-A として登録済みである。 

 【運用体制】 

① 協力会社職員  ：埋戻し前の配管の位置計測、配管属性情報の整理 

② 現場元請け職員：埋設配管の 3D モデル化（3D-CAD 入力）と配管属性情報の登録 

③ 元請け技術部門：上記②の作業のサポート 
 

 
図－1 システム画面例（構造物と埋設配管） 

 

 

図－2 システム画面例（埋設配管の拡大） 

 
維持管理段階に継承する配管情報 
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3．効果（施工への効果や発注者への効果など） 

【技術審査時の状況】 

佐世保市ホームページで公開されている「技術評価委員会審査講評」によれば、(11)その他の提案についての

項目において、B グループ(当社)は各機器別の修繕内容と頻度、また（中略）の提案が具体的であることが高く評

価された、と記載されている。浄水場設備のうち、埋設配管の維持管理に対して、当社が従来から開発してきた

CIM（当工事での技術名称は、3 次元配管情報管理システム）技術を提案したことについて、発注者及び審査委

員会の関心の高さがうかがえる。 

【建設中間段階での発注者との意見交換会の状況】 

①施工への効果 

・施工情報の散逸化が防止できる。これにより、品質管理の強化（施工証明）につながる。   

・埋設配管の 3次元的な位置や登録した配管属性情報を可視化することにより、トレーサビリティが確保でき

る。 

②施工者が想定した発注者が享受する効果 

・トレーサビリティの観点では、同上。 

・維持管理で活用することを考慮して登録すべき情報を整理して蓄積するため、維持管理作業の効率化につな

がる。 

・維持管理段階で、施工時の情報が時期を遡って確認できる。すなわち、維持管理の高度化に向けた情報活

用が可能である。 

③発注者が考える効果 

・詳細な位置関係は 2次元図面で確認する機会が多くなると思われるが、3 次元モデルで現場状況を確認す

るという希望は高い。タブレット PC などを作業現場まで携行して新旧管の位置や属性情報を 3 次元モデル

により確認することができれば、次工程への意思決定が迅速に行える。 

・この時、2 次元図面と 3 次元モデルが連動していて、どちらかを更新すれば他方も更新されるという機能があ

れば、さらに利用価値が高まる。 

 
4．導入への課題 

本事業の発注者である佐世保市では、配管管理業務において、既に3D-CADシステムを導入している。したが

って、3 次元モデルを用いた業務を施工段階で導入することへのハードルは高くないと考えられる。一方、管理業

務の内容によっては、配管の詳細な 3 次元モデルまでは必要としない場合もあり、配管中心線の 3 次元線形管

理で対応するなど柔軟なモデル作成が肝要である。 

また、施工段階で登録が可能となる配管属性については、現行の維持メンテナンス業務で作成される台帳に

記載の項目に対して過不足が無ければ問題ないとの意見もある。設備メンテナンスにおける予防保全の観点か

ら、施工段階において、特に、漏れなく保存しておくべき属性情報の取捨選択についての議論が今後必要になっ

てくると考える。 

ソフトウェアやデータベース側からの観点として、取り扱うデータの容量、受発注者間で受け渡しされるデータ

（3D モデルの描画属性と配管属性情報）の種類や様式など、検討すべき項目は多い。 

 

5．課題解決にむけた要望 

本事業は、維持管理・運営期間を含めれば、今後 16 年間、受発注者間で連携してシステム運用に取り組む

こととなる。この間のハードウェアとソフトウェアの進化は想像しがたく、そのため、蓄積し維持更新していく「デ

ータ側」のルール作りが必要である。すなわち、前項にて記載のように、3D モデルの描画属性や配管属性につ

いての、作成・更新方法や登録すべき属性の種類とデータ様式等々、できるだけ早期に議論を開始する必要

がある。 
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（3） 施工における CIM利用現場 （大成建設） 
 

  

1．工事概要 工事名称 南山東部土地区画整理事業建設工事 

発注者 南山東部土地区画整理組合 

工  期 平成 24 年 4 月～平成 32 年 3 月 

請負額 52.4 億円（第 2 期債務負担工事分のみ） 

工事内容 本工事は、切盛土約 540 万ｍ3、場外残土 33万ｍ3の造成工事であり、盛土高 37

ｍ、47ｍの高盛土、切土高さ 30ｍの法面がある。道路延長約 16ｋｍ（トンネル L＝

230ｍ含む）。その他、防災工、高盛土対策工、法面工、各種擁壁工、宅地引込

工、調整池築造工（4 か所）他がある。 

 

施工ヤード全景 

 

2．導入目的・運用体制 

・盛土造成部における施工管理の「見える化」に資するため。 

（今回の「見える化」のターゲット ： 施工形状、施工量算出、転圧回数、密度管理、関連構造物・土質情報等） 

・大成建設(株) 東京支店南山土木(作) ： 実施場所 

本社土木本部土木技術部、本社技術センター土木技術開発部 ： サポート 

・(株)アクティオ、(株)ニコン・トリンブル 【現場情報取得システム】 

・伊藤忠テクノソリューションズ(株) 【CIM 情報化】 

 

3．効果（施工への効果や発注者への効果など） 

・施工管理（特に品質管理）の「見える化」の向上 

・施工方針、安全対策等の周知に利用 

・帳票作成に利用（作成物が発注者承認頂けるのであれば） 

・引渡後の維持管理等に利用する初期モデルの提供 
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4．導入への課題 

・管理モデル（属性）の設定 

・情報化施工等でデータ取得が自動的であり、取得データを CIM 化する場合で「データ欠損」があった時、未施工

なのか情報取得失敗なのかが後判断になること。場合によっては再取得や手入力等が必要となる。 

・CIM 化したい情報がデータ化されていない場合は、何らかの方法でデータ化する必要がある。 

・CIM を自社でやる場合は NavisWorks や Navis+等の CIM 化必須ソフトを使用できる人材の育成等が必要。ソフト

を扱う人のスキルによっては見え方が変わってしまうかもしれない？ 

 

5．課題解決にむけた要望 

・施工管理に使用する初期データ（設計データ）を発注者側から受領し、それを施工管理～引き渡し後の維

持管理まで流用する「仕組み」を推進願いたい。 

・工種毎の属性の「標準」を決定し推進願いたい。 

・CIM 化に資する「サブシステムの開発」を推進願いたい。 

 

 

CIM 化モデル 
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（4） 施工における CIM利用現場 （熊谷組） 
 

  

1．工事概要 工事名称 八鹿日高道路三谷トンネル（北側）工事 

発注者 国土交通省 近畿地方整備局 

施工者 (株)熊谷組 

工期 平成 25 年 8 月 9 日～平成 28 年 2 月 28 日 

施工内容 八鹿日高道路において三谷トンネル（全延長 L=2,810m）の内の北側区間（延長

L=1,295m）を構築する。 

施工数量 ・トンネル延長 L=1,295m（代表内空断面 A＝80.1m2 NATM 発破掘削工） 

・非常駐車帯 L=32.1m×4 箇所・箱抜工 64 ヶ所・坑門工 1 ヶ所 

・抱き擁壁工 1 式 

 
2．導入目的、運用体制 

導入目的 施工・維持管理に係る情報の一元化を行い、3 次元モデルの作成および活用により、品質・出

来形管理の向上を図る。 

対象範囲 上記トンネルのうち低土被り区間の掘削・支保工および覆工 

運用体制 モデル作成は基本的に現場で実施。本社はサポートを行う。 

使用ソフト  地形モデル、トンネルモデル作成：Autodesk Building Design Suite Ulitimate2014 

その他ソフト GEORAMA FOR CIVIL 3D 、熊谷組独自ソフト、3DVIEW ソフト 

 

3．効果（施工への効果や発注者への効果など） 

 施工段階の情報を 3 次元モデル上で表現することで、施工時に前方地質状況の予測や事前対策等が可能と

なり、安全性の向上や工程及び品質の確保が図れる。 

 施工段階の情報をデータ化することで、供用後の維持管理における業務の効率化（不具合発生時の原因の

特定、対応の効率化）が図れる。 

 

4．導入への課題 

①導入、運用にかかる費用 

②CIM ソフトを使いこなせる人員の確保 

 

③竣工時、発注者へ引き渡した後の活用方法 

④発注者側ＯＳ等の環境の統一 

 

5．課題解決にむけた要望 

①事前打合わせで、発注者から一部、導入、運用にかかる費用を一部、設計変更としてみてもらえるという話も

あるが、導入、運用費用にかかるトータルコストに対しては不足している。設計変更の代わりに工事評価点ア

ップという選択もあるようだが、発注者のスタンスをはっきりさせて欲しい。 

②ぎりぎりの人員で現場運営をしているため、CIM を操作する人員が不足しており、かつ CIM ソフトを操作でき

る人員が現在現場に配属されていないため、ソフト習得のための費用が別途発生する。今後も一現場だけの

対応では限度があり、本社の支援をうけて熊谷組として取り組む必要がある。 

③竣工後、発注者がどのような形で引き継ぐのかが見えてこないので、引渡し後もフォローアップが発生するの

か不明である。 

④ CIM の展開のためには、まず、発注者側ＯＳ等の統一が必要であると思われる。 
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※ 当作業所は、3 月時点でモデル作成段階である。4 月以降トンネル工が開始し、属性情報等を入力する作

業が発生してから、さらに新たな課題、要望がでてくると考える。 

 

 

 
 

  

終点側坑口全景 
 

作業状況 

  

  

モデル化例 
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（5） 施工における CIM利用現場 （前田建設工業） 
 

  

1．工事概要 工事名称 矢切函渠その 9工事 

発注者 国土交通省 関東地方整備局 

施工者 前田建設工業株式会社 

工期 平成 23 年 12 月 28 日～平成 26 年 10 月 31 日 

施工内容 東京外かく環状道路の松戸市小山～市川市高谷の延長約 12.1km 区間のうち、上

矢切から中矢切に至る延長約 250m 区間に、掘割スリット構造ボックスカルバート

を築造する工事である。一般道に囲まれた狭隘な作業環境の中で、躯体の構築を

進めながら仮設構造物の撤去・設置および、道路の切り回しを行う複雑な施工ス

テップを繰り返して施工を行っている（図 1，写真 1） 

 

  

図 1 施工ステップ図 

 

写真 1 複雑な仮設構造物との取り合いの中で

の躯体構造物を構築している様子 

 

2．導入目的・運用体制 

2.1 導入目的 

① 3 次元モデルを用いた可視化の活用 

複雑な施工ステップ、周辺構造物との取り合いなどを 3 次元モデルで可視化することにより、関係者間の意

思統一を図り、施工の効率化やスピード化を実現する。 

② 様々な属性(情報)を付与した CIM モデルの構築 

既往の設計情報や工事で発生する様々な施工情報、仮想的に導入した維持管理情報などを属性データとし

て入力し、上流から下流までの構造物のライフサイクル全般の情報を付与した「CIM モデル」を構築し、仮想

的な維持管理シミュレーションを通じ、維持管理業務の効率化に向けた CIM モデルの導入効果を検証する。 

2.2 運用体制 

モデル作成や属性付与は基本的に本店・技術部門において実施し、3 次元モデルの実際の現場運用に関して

は作業所において実施している。なお、本工事における CIM 試行の一部は中央復建コンサルタンツとの共同研

究として実施中である。 

 

3．効果 （施工への効果や発注者への効果など） 

①「全体モデル」での施工手順の把握と干渉チェック 
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工事現場全体や構造物を 3 次元的に可視化することで誰でも施工内容が理解し易くなり、すべての工事関係

者が現場状況や施工手順を容易に把握でき、手戻りや手直しを未然に防ぐことができた(図 3)。 

さらに、躯体と仮設構造物の位置関係が事前に可視化されることで、問題点が発見し易くなった。また、地下に

残置される仮設構造物なども同時に可視化することができ、将来の維持管理や増設工事などへの活用も期待で

きる。 

さらに 3 次元データを用いて 3D プリンタで製作した立体模型を活用し、関係者間の意思統一に効果を発揮した

(図 4)。 

 

 

 

 

従来の 2 次元図面での干渉チェッ

ク 

 

（構台と躯体の関係が把握しきれ

ない） 

 

  

 

 

 

3 次元モデルを活用した施工計

画 

（構台と躯体の複雑な干渉が視

覚的に理解可能になった） 

図 3 全体モデルでの干渉チェック 

 

 

図 4 3D プリンタで製作した模型による複雑な構造物の可視化 

 
②「詳細モデル」における情報の一元化 

様々な情報が付与された 3D モデルである「詳細モデル」は、見たい箇所をモデル上でクリックするだけで様々

な情報を入手できる。例えば、コンクリートの打設日、気温、打設したコンクリートのフレッシュ性状等の情報は「詳
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細モデル」上に表示され、コンクリートの材料検査表、配合成績表、施工写真、鉄筋加工図などの文書情報や 2

次元図面などはハイパーリンクで接続することにより、情報を一元的に管理できるようになっている(図 5)。また、

竣工後の各種点検管理や維持補修データなどの追加入力も可能である。 

 

図 5 詳細モデルによる情報の一元化 

 

③CIM 実用化に向けた維持管理シミュレーション 

「CIM モデル」で一元管理

された様々な属性データを活

用することで、実際の業務を

想定した様々なシミュレーショ

ンを行うことが可能となった。

今回は、実際の維持管理業

務に対する CIM モデルの有

効性を検証するために、将

来、躯体コンクリートにひび割

れが発生した場合のシミュレ

ーションを実施した(図 6)。 

あらかじめ付与された様々

な設計・施工データを活用し、

ひび割れの発生原因を特定

するとともに、補修計画の策

定などの一連の業務を仮想

的に実施することで、維持管

理業務に対する CIM モデル

の有効性を確認することがで

きた。 

 

 

 図 6 ひび割れ発生時の CIM モデルを活用した維持管理シミュレーション 
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4．導入への課題 

構造物のライフサイクル全般を通しての情報が付与された CIM モデルは、将来の維持管理業務の効率化の鍵

になるものと考えられる。その一方、設計業務や施工業務においては、3 次元モデルを導入した見える化によって

関係者間の意思の統一や干渉チェックなどの効果が見込めるが、情報付与に関しては入力するだけの立場とな

っているため、大量の情報を付与する手間と比較して得られる効果(対価)が見込めにくいのが現状である。 

CIM を活用して構造物のライフサイクル全般の効率化を図るためには、計画～設計～施工～維持管理の全ての

情報を付与していく必要があるため、関係者全員が CIM によって業務効率化を実感できる Win-Win の関係を構

築することが重要と思われる。 

 

5．課題解決にむけた要望 

設計、施工、維持管理が分離発注される現状の公共工事の発注形態においては、各業務単独で CIM を導入し

てもその効果を発揮するのは難しい面も多い。そのため、CIM の効果を十分に発揮できるような、デザイン・ビルド

方式、PPP・PFI、コンセッションなどの部門を横断する形態の発注方式において CIM を試行していくことも重要で

あると思われる。  

また、CIM の導入に合わせて、公共工事における発注形式や積算体系など業務システム全体の見直しや新た

な仕組み作りが、構造物のライフサイクル全般の業務効率化に向けた必要条件になるものと考えられる。 
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（6） 施工における CIM利用現場 （清水建設）  

  

1．工事概要 工事名称 高谷 IC 改良その 6工事 

発注者 国土交通省 関東地方整備局 

施工者 清水建設株式会社 

工期 2012 年 8 月 30 日～2015 年 4 月 30 日 

施工内容 東京外かく環状道路事業の一環として、千葉県市川市高谷においてＩＣ築造を目的

とした、工事延長約 441ｍ、躯体総延長Ｌ＝659ｍの擁壁構造物の躯体を構築する

工事である。 

施工数量  工事延長約 441m 躯体総延長約 659m 

専用部:U 型擁壁 L=約 285m  BOX 擁壁 L=約 116m 

ﾗﾝﾌﾟ部:U 型擁壁 L=約 138m  BOX 擁壁 L=約 120m 

土工  床堀約 69,000m3    埋戻し約 14,500m3 

コンクリート工 約 22,000m3   鉄筋工約 1,035t 

PHC 杭 496 本   地盤改良工 1式 

仮設工 仮橋・仮桟橋工 1式 土留・仮締切工 1式 

地中連続壁工 1式 樋管工 1 式 

 
2．導入目的・運用体制 

導入目的： 

3 次元モデルは、施工段階において、施工計画立案における精度、アイデアの高度化、危険個所の早期発

見、個人レベルに左右されないイメージの共有などのために、より具現化した情報が必要と考えた。また、打合

せ時の理解度の向上や説得力のある協議資料の作成にも効果が上がると考え導入した。 

維持管理段階を見据え、工事記録資料が数年後も管理しやすく、有効に利用されることを目指し、コンクリー

トの施工・品質情報を属性として 3D モデルに付加している。 

運用体制： 

モデルの作成、属性情報の付加などの実務は現場が実施し、ソフト環境の整備、導入指導、個別支援を本社

部門が実施している。 

 

3．効果（施工への効果や発注者への効果など） 

・発注者への効果（属性情報） 

①情報検索時間の短縮 

②情報整理の効率化 

③引き渡し後の維持管理への展開 

 

・施工への活用 

①コミュニケーション力の向上 

②施工計画立案のための情報量の増加 

③課題理解力の向上 

④安全管理上の要点の可視化 
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4．導入への課題 

①導入、運用にかかる費用負担の考え方を明確にする必要がある。 

②ソフトを使いこなすための人材教育、スキルアップが必要となる。 

③情報データのデータ形式の標準化が必要である。 

④各段階をつなぐ CIM 運用体制の構築・標準化が必要。 

⑤3D モデルから 2 次元図面への変更を容易にできるソフトが必要。 

 

5．課題解決にむけた要望 

①各段階をつなぐ CIM 運用体制の構築・標準化の推進してもらいたい。 

②情報データの種類、データ形式の標準化を推進してもらいたい。 

③CIM データを電子納品、検査書類等への展開による効率化を推進していただきたい。 

 

 

 

  

水道管切廻し検討 属性情報付加 
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（7） 施工における CIM利用現場 （鹿島建設）  

  

1．工事概要 工事名称 鶴田ダム増設減勢工工事 

発注者 国土交通省 九州地方整備局 

施工者 鹿島建設株式会社 

工期 2012 年 10 月 16 日～2016 年 3 月 31 日 

施工内容  

>>土工   新設洪水吐減勢工の掘削（掘削量約 20 万ｍ3） 

>>法面工   掘削後の法面保護・新設洪水吐減勢工 

新しい洪水吐減勢工の一部構築（コンクリート量約 7 万ｍ3） 

>>新設放流管工   堤体に放流管を入れるための削孔（直径 4.8ｍＸ延長約 60ｍＸ3 条） 

>>新設取水設備工   堤体に取水管を入れるための削孔（直径 5.2ｍＸ延長約 60ｍＸ2 条） 

>>上流締切台座工   締切工（別工事）を固定するための基礎コンクリートの構築 

>>仮設備工   上記工事を行うために必要となる設備の設置 

 
2．導入目的・運用体制 

鶴田ダムでは、3D-CAD データを基に施工計画立案及び

施工管理の実施、並びに発注者、関係機関（J-POWER 等）と

の協議資料として活用することを目的に導入した。活用状況

を以下に示す。 

 

1）貯水池内工事（上流側工事） 

大水深下で不可視となる岩盤掘削、既設フーチング掘削に

ついて、測量結果を基に 3D-CAD 図を作成し、掘削の進捗

管理、台座コンクリート等の施工計画を作成。している。（ 図

-1、図-2 参照） 

 

2）堤体及び減勢工工事（下流側工事） 

・下流右岸法面（地すべり部の法面工）に対し、スケッチ（地

質及び断層等）を反映させた地質情報を CAD 化し、法面工

の計画へ反映している。（ 図-3 参照） 

・減勢工構造物の施工段階図を 3D-CAD で作成して、施工

機械、工事用道路等の導線を確保した計画の作成に活用。

（ 図-4、図-5 参照） 

・本工事で増設される監査廊と、既設監査廊との取合い部を

3D-CAD 化し干渉の有無を検証。 

・土捨て場の造成形状を 3D-CAD 化して、施工計画を立案。 

・下流仮桟橋部の掘削形状を 3D-CAD 化して、桟橋支柱取

合い部を検証。 

 

図-1 上流右岸既設フーチング掘削 

 

図-2 上流締切台座コンクリート打設型枠の設置 

・洪水吐コンクリートの品質管理データ（配合、温度、スランプ、エアー、強度等）と 3D-CAD データとのリンク（当社

では 3D-CAD と品質管理情報をリンクした、カルテシステムを独自に開発）。図-6 参照。 
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図-3 下流右岸法面の地質および断層の CAD 化 

  
図-4 新設洪水吐減勢工の施工 

（平成 24 年 5 月末） 

図-5 新設洪水吐減勢工の施工 

（平成 24 年 12 月末） 

 

 

図-6 ダムカルテシステム 
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3．効果（施工への効果や発注者への効果など） 

①3D-CAD データを施工業者間で共有することにより、手戻りなく施工境界を明確にして確実な施工が実施でき

ている。また各工事の設計変更内容、出来形を迅速に反映することができ、特に先行工事から後行工事への円

滑なデータ移行が可能となった。 

②関係各機関の意思決定が速くなり、施工調整が円滑に行われることで施工待ち状態が減少した。各機関の工

事、メンテナンス等の取合いの調整が容易となった。 

③目的構造物の品質情報のトレースが容易になり、ダム管理所引き渡し後の維持管理に活用可能と考える。 

④これまでの検査方法（側線を基本）に比べ、3 次元データで測量から図化まで可能となったため、検査資料作成

の省力化及び発注者の検査立会い等の簡素化が図られた。 

⑤鶴田ダム再開発工事は、施設改造工事、仮締切工事、増設減勢工工事、増設放流管製作据付工事、発電取

水管製作据付工事等、分割された工事で構成されているため、各工事施工業者間における情報の共有化、取

合い部の調整を 3D-CAD データを基に実施できた。 

⑥上記内容について、発電事業者である J-POWER、及び鶴田ダム管理所等の関係機関との協議資料として活

用している。 

⑦工事目的物の設計情報、出来形情報に加え、品質管理情報を蓄積して、将来の維持管理に活用可能と考え

る。 

 

4．導入への課題 

①3D－CAD を扱える CAD 技術者（特に土木系）が少なく、また人件費が高い。 

②3D－CAD 用のソフトウェアやハードウェアがまだまだ高価である。 

③従来の設計図書（平面データ）の概念を改め、3D データに慣れる必要がある。（事業者、関係各機関、請負業

者） 

④公告もしくは工事開始時点で平面図から 3D モデルを作成するのには、多大な時間・労力がかかっている。 

⑤上記情報を設計・施工・維持管理に活用するには、施工業者、発注者、設計コンサルタント間で 3D－CAD を利

用した情報共有能力（コミュニケーション能力）の向上や共通の 3D－CAD プラットホームの整備が必要である。 

⑥発注者側も含めた出来形数量の計算方法や立会確認方法の規定が 3D－CAD に合致したものになると、より

一層利便性が高くなる。 

 

5．課題解決にむけた要望 

①土木構造物を理解できる 3D－CAD オペレータの育成のための研修・教育制度が充実されると良い。 

②発注者側で公告もしくは契約時点で 3D－CAD データ（基本モデル）を整備し、受注者に提供されると良い。 

③設計変更、既済検査等における 3D－CAD 機能を使った数量算出について、発注者側の全面的な採用が必要

となる（例：平均断面法→3D－CAD による体積計算、テープによる測量→座標測量確認）。 

④新設工事において今後提供されていくであろう CIM 情報について、改造工事・増設工事でも、その有効活用や

利用の高度化に向けた検討が必要である。 
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（8）事例から見える課題と解決策のまとめ 
 
各事例を総括すると、施工者としては CIM導入に際し、大きく以下の 4点を課題として考えてい
る。以下、項目ごとに各課題に対して施工者として考える解決策について詳述する。 

1）CIMモデル（データ）の運用ルール 
様々な工種が混在する土木工事において、維持管理に必要な属性情報は工種ごとに異なるため、

工種ごとに必要となる基本属性情報継承のルール作りは急務である。また、併せてデータの作成・

更新方法やデータ様式等についても、産官学で連携をとりながら基準を構築していく必要がある。 
2）CIMの効果を発揮するための発注者（管理者）、設計者、施工者等の連携のあり方 
現状、設計者・施工者が各々の立場で進めている CIM導入について、設計～施工～維持管理の
連携を見据えた業務体系の構築が必要である。その方法論として、デザイン・ビルド方式、PPP・
PFI方式、コンセッション方式等、部門を横断する形式の発注方式において CIMを試行していく
ことも重要である。 
また、CIM導入に合わせて、発注・契約形式や積算体系、数量算出、検査方法等、業務システ
ム全体の見直しについても必要不可欠となる。 

3）人材育成やハード・ソフトの整備 
3次元図面のモデル化やデータ連携に必要な技術者の教育、また、受・発注者とも、必要な OS
環境の整備が必要となる。これについては、研修・教育制度の充実やデータ連携に必要なサブシス

テムの開発の推進が望まれる。 
4）コスト負担のあり方 
現状、ほとんどの部分で施工者のみが負担している導入・運用にかかる費用について、コスト負

担のあり方について明確に議論していかなければ普及は難しいと考える。 
 
各社の事例を見ると、施工から維持管理に向けた対応を示した「施工における CIM（施工 CIM）」の
事例が多くあげられている。このように施工 CIMの取り組みはすでに実用段階にきているが、基準や
方針、対象範囲などは各社各様である。そのために、H26年度では、工種や用途によって、どのような
属性を、いつ、誰が、どのくらいのレベルで情報を入れるべきか、また、そのためのモデルの緻密さは

どのくらいでよいかといった考え方を整理する必要がある。 
施工 CIMの導入が維持管理の時に役立つのかを確認するために、ある一定規模以上のプロジェクト
事業を選び、発注者・施工者・維持管理者が一同に会して、課題・整備すべき基準・効果を整理確認す

る機会が是非とも必要と考えている。さらに、これの議論を実施工で役立て、その効果を検証するプロ

ジェクトを国土交通省主導で選定し、さらなる議論を進めるべきだと思われる。こうした試みを通じ

て、CIMが建設業の生産性向上につながるプロジェクトマネジメント・ツールとしての有効性やその具
体的な利用体制等を検討すべきと考える。また、CIMの効果の一つとしてあげられているフロントロー
ディングは、設計時の不具合を施工に渡さないという点では重要であり、設計段階での不具合が施工に

おける工程遅延を防止するために効果があることは間違いない。施工情報を取り込んだ 3次元モデル
は、「維持管理にむけて非常に重要な初期モデル」であると考えられるため、日本建設業連合会として

は、維持管理のためのフロントローディングは施工時点での情報が重要であることをアピールし、CIM
とは単に設計におけるツールではなく、施工 CIMこそが今後の日本の社会インフラ基盤を担っていく
重要なモデルであることを、実案件を通じて示していきたい。 
施工 CIMを進めていく上で、現状の制度などを見直さなければならない点も多いが、H26年度は、ま
ずは実案件を通じて、改善すべき点や改善することで効果の上がるものを見極める段階としたい。本当に

効果のある施工 CIMとは何かを常に念頭に置きつつ、国土交通省や建設コンサルタンツ協会など関係各
位と議論を深めながら、施工 CIMの導入とその効果の検証を進めていきたい。  
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2.6  試行事業(モデル事業)について 
 
（1）H25年度試行業務 
 平成 25年度では、上流工程での試行、試行の深化等を対象とした 19件の業務に着手している。 
 

地整 事業 業務区分 業務名（略称） 事務所 工期(予定) 

北海道 道路 予備設計 北見市外道路計画検討外一連業務 網走開発建設部 
平成 25 年 5 月 

平成 26 年 3 月 

北海道 道路 詳細設計 江別市新石狩大橋詳細修正設計業務 札幌道路事務所 
平成 25 年 6 月 

平成 26 年 3 月 

北海道 道路 詳細設計 
むかわ町鵡川大橋耐震補強設計外一

連業務 
苫小牧道路事務所 

平成 25 年 7 月 

平成 26 年 2 月 

北海道 道路 詳細設計 
日高町厚賀橋耐震補強設計外一連業

務 
苫小牧道路事務所 

平成 25 年 8 月 

平成 26 年 3 月 

東北 道路 詳細設計 間之次郎地区橋梁詳細設計他業務 磐城国道事務所 
平成 25 年 3 月 

平成 25 年 12 月 

東北 道路 詳細設計 坪川橋詳細設計業務 青森河川国道事務所 
平成 25 年 8 月 

(平成 26 年 6 月) 

関東 道路 詳細設計 
ＩＣ・ＪＣＴ本線第 3他橋梁詳細設計業

務 
横浜国道事務所 

平成 25 年 9 月 

(平成 26 年-月) 

北陸 河川 詳細設計 荻原地区樋門及び橋梁詳細設計業務 千曲川河川事務所 
平成 25 年 5 月 

(平成 26 年 3 月) 

中部 道路 詳細設計 
蒲郡ＢＰ豊沢・広石・為当地区道路詳

細設計 
名四国道事務所 

平成 25 年 8 月 

平成 26 年 3 月 

中部 道路 予備設計 
東海環状（北勢～大安）北勢北高架橋

詳細設計業務 
北勢国道事務所 

平成 25 年 9 月 

平成 26 年 3 月 

近畿 河川 詳細設計 竜光寺樋門耐震対策他詳細設計業務 紀南河川国道事務所 
平成 25 年 6 月 

平成 25 年 11 月 

近畿 道路 詳細設計 
国道 161 号安雲川地区道路詳細設計

他業務 
滋賀国道事務所 

平成 25 年 8 月 

(平成 26 年 2 月) 

中国 道路 予備設計 安芸津バイパス測量設計業務 広島国道事務所 
平成 25 年 5 月 

平成 26 年 2 月 

中国 道路 詳細設計 
鳥取自動車道道路・構造物詳細設計

他業務 
岡山国道事務所 

平成 25 年 6 月 

平成 26 年 2 月 

四国 道路 詳細設計 新内海トンネル詳細設計外業務 大洲河川国道事務所 
平成 25 年 9 月 

平成 26 年 2 月 

四国 道路 予備設計 今治道路橋梁予備設計業務 松山河川国道事務所 
平成 25 年 10 月 

平成 26 年 3 月 

九州 河川 景観検討 
八重川津屋原沼改修事業施設検討業

務 
宮崎河川国道事務所 

平成 25 年 3 月 

平成 25 年 11 月 

九州 道路 景観検討 筑後川橋詳細設計業務 福岡国道事務所 
平成 24 年 11 月 

平成 26 年 9 月 

九州 道路 景観検討 早津江川橋詳細設計業務 福岡国道事務所 
平成 24 年 11 月 

平成 26 年 9 月 

第 5回 CIM制度検討会 資料 1より抜粋 
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（2）H25年度試行工事  

 

Ｈ25 年度着手の試行工事（指定工事） Ｈ25.3 現在 

地整 事業 工事名 事務所 予定工期 

関東 道路 八王子南バイパス寺田地区改良（その 3）工事 相武国道事務所 
平成 26 年 1 月 

平成 26 年 6 月 

北陸 道路 能越道 中波道路その 3工事 富山河川国道事務所 
平成 25 年 11 月 

平成 26 年 6 月 

北陸 道路 能越道 中波市道跨道橋工事 富山河川国道事務所 
平成 25 年 12 月 

平成 27 年 8 月 

近畿 道路 国道 161 号溝橋・青柳高架橋下部工事 滋賀国道事務所 
平成 26 年 2 月 

平成 26 年 8 月 

四国 道路 立江・櫛渕地盤改良工事 徳島河川国道事務所 
平成 25 年 3 月 

平成 26 年 3 月 

九州 道路 
福岡 201 号筑豊烏尾トンネル（糸田工区）新設

工事 
北九州国道事務所 

平成 26 年 1 月 

平成 28 年 3 月 

第 5回 CIM制度検討会 資料 1より抜粋 
 
上記、平成 24年度の試行業務成果に基づき試行する工事（指定工事）が 6件着手、この他に施工段
階でのモデル工事（希望型試行工事）として 12件エントリーされ、試行計画準備や施工計画・実施工
での利活用、施工完了後のモデル化検討など、平成 26年度以降も継続して実施される。 

 
（3）試行業務ヒアリングの概要  
平成 26 年 2 月 13 日（木）から 25 日（火）のうち 6 日間、延べ 9 時間強にわたり平成 25 年度 CIM

試行業務の中間ヒアリングが実施され、技術検討会メンバー数名が参加した。技術検討会としての観

点からヒアリング、意見交換を行った。平成 25 年度の試行業務では、平成 24 年度の試行結果を踏ま

え、より上流段階からの効果を検証すべく、予備設計での業務も対象となっている。ヒアリング対象

は、これら予備設計や試行の深化を目的とした 6件の業務が選定されている。 

 

平成 25 年度 CIM 試行業務 中間ヒアリング対象一覧 

 業務対象 試行内容 

1 
樋門嵩上げ及び耐

震対策詳細設計 
樋門・建屋の全体モデル化設計、3次元耐震解析、施工計画検討 
3次元レーザースキャンによる地形、既存施設のデータモデル化 

2 
道路橋構造比較検

討 
橋梁構造区間(L=200m）の形式、景観性検討 
基盤地図情報、地質データ、埋設物のモデル化による全体モデル 

3 道路橋梁予備設計 
高架橋(L=1700m)の形式検討、形式比較、全体景観性検討 
全体モデルによる景観性検討、交差点部モデルによる橋梁形式比較検討 

4 道路予備設計 B 
道路予備設計(L=500m）交差付替え道路修正設計、近接・協議資料作成 
現況地形モデル化、全体土工モデル化、概算数量算出対比 

5 道路測量詳細設計 
土工区間(L=140m)の測量成果の反映、土工詳細設計のモデル化 
基盤地図情報を補完する測量データ付与、施工用土工モデルの数量算出 

6 道路予備設計 A 
道路予備設計(L=3100m）の路線選定、主要構造物計画 
基盤地図情報と 3Dモデル(ソフト)での路線選定検討、構造検討 
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（4）ヒアリングから確認できた事項 
今回の試行業務が 2 年目であることもあり、各業務の受注者側での業務体制がよりしっかりと構築

されているようであった。また、全体としては、「見える化」、「景観検討」について、積極的に取り組

んでおり、結果、特に協議等での利用において CIM の効果が期待できるようである。 

一方で、前年同様、CIM 導入に伴う教育やハードウェア・ソフトウェア導入費用等の“コスト”に関

する課題、さらに 2次元と 3 次元の 2重納品や発注者側の受け取りに関する問題等、意見が述べられ

た。以下に、今回ヒアリングを実施した 6件の試行業務から得られた効果及び課題についてとりまと

める。 

試行業務における効果と課題 

区分 ○効果   ■課題 

打合わせ 

・協議 

○紙図面との併用でさらなる効果あり。 

○線形比較など、その場で対策方法が決定するため、発注者との合意形成が迅速に実

施できた。 

景観検討 

○民地が近くにあるため、視認性や圧迫性等の感覚的な検証は可能。 

○交差点やジャンクション等での視距確認など利用効果はある。 

■精細な景観検討のための費用対効果については別途考慮する必要あり。 

■概略モデルでは、景観検討に及ばず景観確認レベルに止る。 

■部分景観であればパース図等が効率的になる場合もある。 

地形作成 

○地理院の 5ｍメッシュを利用したので、割と早く作成できた。 

○問題の発生しそうな箇所に絞って作成することで、余計な工数を抑制。 

■点群からサーフェス作成が思ったより手間が掛かった。現地の除草作業や伐採作業

が必要となる。 

■5mメッシュだと正確に地形の起伏が出ない。 

数量計算 

○コンクリートは 3次元で対応可。 

■土工は従来通り平均断面法で算出したため、3次元モデル化した巻き込み部が活用

できていない。 

図面作図 

○3次元モデルから 2次元図面が切り出せる。 

○2次元の図面を作成する必要がなければ非常に効果あり。 

■製図基準に合致した旗揚げ等を追加しないと発注図面としては利用できない。 

■旗揚げが困難 

納品 
■作業は全て 3次元でやったが、成果品、電子納品のため 2次元に変換し作成、2重

の手間が発生。 

設備 

（ハード・

ソフト） 

○使いやすい方を選択して使用している。 

○複数のソフトを利用し、最低限の設計要素のみをソフト間で共有。 

■専用ソフトではないので、社内でも統一できていない。 

■発注者側に 3D―CAD が導入されていない。 

■（発注者）担当事務所で（シムテムのセキュリィティー上）ソフトがインストール

できない 

業務体制 

○社内研究会・部署を新設。新たな業務も発生しつつある。 

○他業務でも実践している。 

■対象者を決定し、有料の教育を受講した 
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教育・ 

人材育成 

○主担当者を中心に習得し、社内で水平展開。 

■業務期間の 40％が社員教育。費用も嵩む。 

■ソフトの概要と操作で 2週間を要した。 

■マニュアル、問合わせ箇所もないため、試行錯誤でやっているため時間を要する。 

■問い合わせのプログラムもあるが年間 15万円必要 

測量 

○レーザスキャナで測れば短期間で業務範囲を取得できる。 

○各段階でレーザ測量によりモデルを補完することで高い精度と効率化が図れる。 

■レーザスキャナによる測量機器が高価。 

■レーザスキャナの場合、ほぼ外注にならざるを得ない。 

■レーザスキャナは測量後、内業による後工程でのノイズ除去等の作業を考慮しない

と利用が困難。 

モデル作成 

○3D プリンタへデータを活用でき物理模型を作成できる。従来は外注。 

■上部工や橋脚等の作成ソフトではクロソイドが作図できない。 

■全てのモデル化はコスト増になり、業務の規模に合わない。 

■2次元の図面を元に 3次元化しているため、工数は増える。 

■予備設計の段階で比較案すべてをモデル化するのは非効率（詳細からのモデル化で

も良い時もある） 

構造解析 
○解析結果を踏まえ、配筋を決定できる。 

■モデルの共通利用ができない。専用で作成する必要あり 

その他 

○設計ミスは減るが、情報の継承が重要。 

○近接する既設構造物との位置関係の理解や設置する付帯設備の場所の選定には有

効。 

○近傍で行っている他の受託業務とのコラボレーションにより新たな提案ができる

可能性が出てきた。 

 
（5）考察 
平成 25 年度の試行業務では、昨年度の試行では利用されなかったレーザスキャナの利用も見受けら

れ、利活用に際しての具体の成果と課題が確認できた。 

CIM 導入を前提とした道路設計における概略設計、予備設計（Ａ・Ｂ）、詳細設計の在り方について、

地形データの作成方法や測量成果の使い方によっては概略設計と予備設計Ａは、一括りにできる可能

性があると複数の建設コンサルタントの意見を聞けたことも今回の成果の一つである。 

ソフトウェアに依存する利活用課題もあるが、その中で、幾つかの業務では、「発注者との打ち合わ

せにおいて、○○と言う課題を解決する(その場で合意形成する)。」と言ったように利用目的を明確に

し、そのためのデータを作成、利用している等、効果的かつ的確に活用していた。このようなケース

の場合、データ作成の内業・外業に関わらず、管理技術者以外に CIM の利用について管理する技術者

が存在しており、利活用を進めていく上での業務体制の重要性が感じられた。 

また、業務のそれぞれの段階として、試行の目的を逸脱し必要と考えられる以上に精度を追求しモ

デル化されていると思われるものや、業務目的とモデル化の組み合わせに適用性が欠けていると思わ

れるものなどが一部で見られ、どの段階でどれだけの精緻さをモデルに要求していくか等の検証と、

今後の試行業務でも、モデル化の妥当性、優位性の検討が必要と考えられる。 
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3.  CIM導入への現状課題と提案 

 
3.1  CIM 導入課題の整理 
平成 24 年 7 月から約半年間で CIM 技術検討会において、CIM のイメージの共通認識を図ることか
ら技術的問題の抽出や現地調査等を通じて、技術的課題、具体的な技術開発項目、今後のモデル事業に

関する提案、制度基準に関する提案をまとめてきた。さらに、各機関・メンバーにおいては CIM 導入
の係わる実務、事例等を参考に検討課題の具現化に取り組んでいる。 
平成 25年度に、技術検討会の構成メンバーらが「建設マネジメント技術」（一般財団法人 経済調査
会発行）の 2013年 5月号から連載で「CIM（Construction Information Modeling）の普及に向けて」
と題し、関係機関における取り組みの現状や期待、課題等を紹介している。この中では、特に建設業や

建設コンサルタント業等において実際に設計、施工を現場で進めていく立場から CIM 導入の技術的課
題や制度上の問題点等について明らかにしている。CIM 導入に対しての現状の課題を整理すると次の
ように大別でき、CIM を進めていくための課題は技術的なものだけでなく、契約制度や費用負担、監
督・検査のあり方等制度的なものもある。 

 
CIM導入に対しての現状課題 

CIMモデル(データ)の運用 ・モデルの精緻さ・精度、描画のルール 
・工種、利用目的等に応じたモデルの使い分け 
・各フェーズ間のデータ交換・モデル継承のルール 
・属性情報の記録ルール 
・データ管理運用マネジメント(CIMマネージャー) 
・データフォーマットの統一 
・国際的なルール作りへの取り組み 

CIMの効果を発揮するため 
発注者（管理者）、設計者、施工

者等の連携のあり方 

・CIM導入が有効な場面、工種、規模等の明確化 
・フロントローディングが有効な項目の明確化 
・発注者だけでなく受注者がメリットを感じられる仕組みの構築 
・設計施工一括発注等での効果検証 
・計画から設計、施工、維持管理までの各プレーヤの連携方法 
・情報化施工とのデータ交換のあり方 
・CIM導入に対応した契約、監督・検査、設計変更等のあり方 

人材育成やハード・ソフトの整

備 
・3Dソフトやツールやデータ（部品）群の充実 
・3Dモデルの作成や操作を円滑に行うための人材育成 

コスト負担のあり方 ・CIM導入のためのハード・ソフトの初期投資 
・モデル構築や運用にかかるコスト負担 

 
上記のように、実際に CIMを導入・運用するには場合、技術開発、基準や制度の新たな策定や見直し
等の解決すべき課題は多数ある。 
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3.2  今後の CIM 導入に向けて 
3.2.1  CIMに期待する効果 

CIMは、これまでの紙ベースの 2次元情報の受け渡しから、図面を 3次元化すること等の最新の ICT
技術を活用して、建設生産システム（計画、設計、施工、管理）の各段階における情報共有やデータを

スムーズにやり取りすることにより、効率的で質の高い建設生産システムでの活用を目指すものである。

CIMの導入・運用により期待される一般的な効果は、既に明らかである。 
（1）より効率的な建設生産システムの構築 
①測量：データ技術による地図、地形情報の計測と利用 
②設計：効率的かつ幅広い比較検討・設計ミスの削減・可視化 
③施工：施工計画の最適化・効率的な施工管理・安全管理 
④発注・検査：発注業務・検査業務の効率化 
⑤各段階における情報共有やデータのスムーズなやり取り・更新・蓄積 
（2）フロントローディング 
設計のよりの早い段階から、民間会社も含めた多くの関係者との情報共有により、様々な視点での

検討や高度な判断、施工・維持管理時の問題点の早期把握・対処、いわゆる「フロントローディン

グ」が可能である。 
 
3.2.2  CIMに期待される将来像 
（1）各段階における情報の更新・追加、情報の受け渡しのための標準化 
建設生産プロセスで、受発注者、住民、関係機関等、非常に多くの関係者が存在し、その間の調整、

合意形成が行われている。また、情報については、測量図面、CAD図面、GIS基盤地図等の多種多様
なものが頻繁に交換されている。 
このような状況を踏まえ、必要な属性情報をどう選択し、どの程度の情報を付加するべきか等の標

準化、それらをマネジメントする仕組み（PMR等をイメージ）が必要である。 
（2）維持管理に適応したシステム、モデルの構築 
土木構造物は、計画から竣工まで長期に及び、その後の利用期間はさらに長期間である。この期間

内の維持管理を適切に行うため、必要な技術情報の保管・管理が求められる。 
建設生産プロセスにおいて生成された、設計から施工、完了までの 3次元モデルによる情報の更新・
追加、データの受け渡しのための社会資本全体の維持管理に関するシステムやモデル構築が必要であ

る。 
（3）老朽化インフラの維持管理への導入 
既存社会インフラにおいては、老朽化が加速度的に進むといわれる中であるが、すべてのインフラ

維持管理に CIMを一斉導入する必要性は少なく、現実的でもない。 
「メンテナンス元年」といわれる平成 25 年度以降、社会インフラの維持管理に関する様々な制度
基準、規則、法令等も整備されるものと想定される。 
予防保全に資するライフサイクルコストを踏まえた保全管理マネジメント及び、損傷度や供用環境

から比較的短い期間で更新に至るサイクルを対象とした導入のあり方など、維持、補修・更新を含め

た一連のプロセスとして、幅広く ICT技術を導入しての効果が期待される。 
また、センサによるセンシング技術、モニタリング技術の活用については、モニタリングデータの

分析方法・体制の検討など現場の実証において新たな検討が行われる予定であり、社会インフラのモ

ニタリング技術に対するニーズの精査等により効果的導入の方向性が見出されると期待する。 
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3.3  CIM 導入に関する提案  

CIM 技術検討会では、平成 24 年度報告において「5．提案と今後の方針」として、合計 19 項目の技
術開発項目や制度面等での提案を行った。これらについては前項で示した課題と重複しているもの、中長

期的課題も含まれている。これからの方向性を踏まえて優先課題を選別し、課題解決に向けて積極かつ継

続的に取り組まれていくと認識する。 
 

平成 24年度報告における提案項目とその概要 (制度基準に関連する 10項目) 

5.1.8 「CIM推進計画（仮称）」の策定に関する提案  

 CIMに関する取り組みについても、今後さらに、普及・浸透させるためには、国が主導となり、
民官学が協力の元、知識や技術、ノウハウを集結させる必要がある。CIMを推進していく中で、
従来の「建設 CALS基本整備構想」や「国土交通省 CALS/ECアクションプログラム」に代わ
る新たな実施計画を、国が示し関係者の共通認識を図り一体的に推進していく必要がある。 

 

5.2.1 インセンティブに関する提案  

 検証事例の拡大、CIM 推進を加速するためにインセンティブが効果的であり、インセンティ
ブがあれば、産業界の投資対象としての優先順位があがる。(総合評価、成績評定の加点など) 

 

5.2.2 検討を加速するための費用に関する提案  

 技術的検討を加速するためには、自主的取り組みだけでは不十分であるため、研究資金等の検
討費用の獲得を検討する。 

 

5.2.3 現場の実情に沿った基準の運用に関する提案  

 各種の制約を緩和するために、基準類に選択肢を設けて柔軟な運用とするなど、CIM に取り
組んでいこうとする現場のハードルを低くする。なお、現状の業務の進め方で困っていない現場

では、現場の混乱が考えられるため実情を考慮して CIMを活用する。 

 

5.2.4 写真管理基準、デジタル写真管理基準に関する提案  

 工事記録写真において写真画像データとともに写真管理情報を記録可能なデジタルカメラが普
及している。小黒板に記入している管理情報を撮影時に写真データと同時に記録することがで

きる。これにより撮影時の小黒板記入作業や、写真整理時に管理情報から自動分類ができるなど

写真整理の作業を大幅に軽減できることから、写真管理基準（案）の改訂が望まれる。 

 

5.2.5 測量作業規程の準則に関する提案（地上レーザ計測の活用）  

 公共測量「作業規程の準則」に地上レーザ計測が含まれれば、点検測量・精度管理を要するな
どの作業上の負担が軽減できる。現行の公共測量「作業規程の準則」への記載など基準書の見直

し、手続きの簡素化といった制度面での改正が望まれる。 

 

5.2.6 数量算出要領の取り扱いを見直し、施工管理で活用することへの提案  

 体積の計算については 3D ソフトによる計算結果の適用を認めるために、数量算出要領を改
訂することが望まれる。施工時における、出来高管理・確認、設計変更、数量精算等の際の数量

算出作業の軽減等も期待できる。 
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5.2.7 監督・検査、電子納品に関する提案  

 CIM に対応した監督・検査、電子納品については、現行の制度規準を柔軟に対応して、二重作
業にならないことが重要。 

 

5.2.8  人材育成、研修の必要性  

 CIMを推進する前提となる人材育成について講習会、研修プログラム等が必要  

5.2.9  施工者のフロントローディングによる設計への反映に関する提案  

 施工段階の認識や知見(施工者や施工組織の立場での認識)を反映させる仕組みが重要となるた
め、具体的な制度や手法など検討を継続する。 

 

   

 

 

 
第 4回 CIM制度検討会 資料-2 抜粋 
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平成 25 年度の第 4 回 CIM 制度検討会(平成 25 年 11 月 26 日)では、CIM 導入に向けた中期計画として、

効果が発揮できる事業での先導的導入運用を図ることを目標とした、「CIM 導入ガイドラインの策定」に

向けた見直し方針が提示された。 

ロードマップ(見直し案)では、検討分野を再整理し試行(モデル事業)、要領・基準、契約方式、契約図

書、業務フロー・プロセスや、教育・訓練の各項目の制度検討事項を関連付けて、CIM 導入(先導的導入

事業)のガイドラインを策定しようとする計画である。 

また、先導的導入事業の促進のために、柔軟かつ融通性のある基準・制度として運用(拡張)し、CIM 技

術検討会の提案内容も踏まえて CIM 導入への制度運用を図っていくものとしている。 

 

昨年度の「CIM 技術検討会報告」での提案を含めて多くの技術的課題、具体な技術開発は、CIM 導入に

係わる実務、事例等を積み重ねて各分野で検討がなされ、制度・基準面での課題も CIM 制度検討会などを

通じて議論が進められていくと思われる。 

中期目標である、先導的導入事業の運用を図るための議論を進めていく上で、技術検討会が認識する重

要課題と取り組み方針について以下に提案するとともに、技術的課題のロードマップ見直し(案)を以下

に示す。 

 
（1）導入促進の具体策 

 これまでの導入事例や実務的ノウハウを共有し、将来的理想像をイメージし段階的な普及と導入
とともに、導入効果を的確に選定し CIMの優位性から導入運用を図ることが重要。 

  
（2）CIMマネジメントの具体策 

 CIMの導入運用に向けた、事業マネジメントや最新の ICT 技術の利活用など、CIMマネジメン
トの実践を図るための、幅広い視点からマネジメント制度の検討と試行を進めていくことが重要。 
平成 24 年度報告に提起した「CIM マネージャー」の役割として、個人または組織として事業へ
の係わり方の制度的体制(マネジメント体制)を検討する必要がある。マネジメント体系としては、発
注者、受注者、管理者といった役割、調査、設計、施工などのそれぞれのフェーズ毎、あるいは連続

するフェーズにおいて、データモデルの取り扱いや利活用方法などを統括的に監理することが求め

られる。 
  
（3）検討体制の確立と強化 

 各業務フェーズで求められる 3Dモデルの精緻さや属性情報の内容、データのあり方等の制度的、
技術的双方での検討が必要な個別の課題について、両検討会のメンバーが議論を共有しルールを検

討していく組織体制を築き、幅広い知見から課題解決への強化図ることが重要。 
平成 24年度報告においても提案したとおり、国が主導となり、民官学が協力の元、知識や技術、
ノウハウを集結させる必要がある。CIMを推進する施策等により、関係者の共通認識を図りながら
一体的に推進していく必要がある。 
このために、試行実務レベルでの技術的検討課題や解決策の共有化と運用に関する情報発信を積

極的に行うことが求められる。 
  
（4）先導的導入事業「CIM導入ガイドラインの策定」の早期実施 

 第 4回 CIM制度検討会で検討された CIM先導的導入事業（仮称）の早期実施に向けた取り組み
も重要。 
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■ 技術的項目ロードマップの見直し(案)  

 
  

CIM導入スケジュールと検討項目(ロードマップ) ※工種や分野毎の検討状況、関連動向に応じて随時見直しを行う

<凡例>
導入工程

中・長期への導入方
針、導入目標に応じ
た検討

H24 H25 H26 H27 H28 中・長期検討工程

測量・
地質調査

データ

設計 「CIMモデル」
随時導入優位性の拡
大に向けて運用

用途種別に応じた
ツール・ソフト開発

データ標準
共通データ化への開
発

国際動向と並行し、
データ標準化の対応
を図る

数量計算

数量算出基準等の運
用規定等拡大

構造解析 工学的解析基準等の
適用、ソフト開発によ
る運用

積算 数量計算（集計） 概算積算の運用

積算（コスト）
予定価格算出は制度
運用の検討

施工 工事施工
優位性の適用範囲で
運用

施工管理

検査

完成・引渡

維持管理 新設

既存インフラ

ＣＩＭデータを統括的に
管理する役割としてマ
ネジメントの在り方を
検討する

　

　　　　　　年度イメージ
フェーズ・項目

情報サービス機関に
おけるモデルの受渡
や、共有システムの運
用によりCIMモデル
データの流通を図る

コミュニケーション・
情報共有

各段階求める
レベル・検討項目

団体・民間による開発等

関係機関等による
動向・方向性

マネジメント・
ＣＩＭマネジメント

地質モデルの3D利用
は、3次元地盤解析な
ど工学的基準に追従
し運用を図る

　３次元化
　　及び
　属性情報

既存インフラの管理制
度施策に合致する、
データベース、データ
モデルあり方など高度
な維持管理への適応
を図る

利活用試行 適用試行導入

・各フェーズ相互で連携・共有できる
モデルを利活用し効果特性を絞り込
む、また高度な維持管理フェーズへ
の導入効果を目的としたプロジェクト
を選定し試行導入を図る。

・各フェーズで連携・共有できるモデ
ルを利活用し、一連の建設プロセス
の効率化を図る先導的プロジェクトを
選定し導入を図る。

基礎的試行

・各フェーズ毎に、現状の水準でCIM
の特性を踏まえての効果を検証し、
利活用範囲を絞り込む段階
・自発的な試行、開発により利活用
の適用課題を抽出する段階

CIMモデル自動算出数量の一部適用検討

ＣＩＭ導入ガイドライン適用

（先導的導入事業に必要な

技術的基準類の策定）

試行業務によるモデル化の妥当性・優位性の検証

３次元設計解析基準の検討（学会等）、解析ソフトの開発

デジタルデータの全面的導入

レーザー測量規定化運用、精緻化（精度の向

基本的属性情報の付与検討

（形状、数量、物性値）

CIMモデル積算数量の一部適用検証

現場管理、安全管理、資材管理への活用

（工程管理、出来形・品質管理 等）

完成時ＣＩＭモデルの保管運用検討

（属性情報は可能な範囲）

維持管理活用ＣＩＭモデルの保管運用検討

（施工時データ、完成時データ、維持管理用データ）

測量・地質データの利活用検討

・国土基盤情報、レーザー測量技術の

デジタル情報の精緻化測量データのデータ構造、地形・地質データのデジタル化技術

・詳細設計における全体モデル化（拡大）

３次元モデル作成ツール・ソフトの開発・拡充

標準パーツの共有化・部品集公開サイトの運用検討

土木分野の３次元プロダクトモデルの開発（open-INFRA,Land-XLM・・）

標準パーツの

公開サイトの運用部品集サイト（ユーザーグループ）の開設、拡充

CIMモデルよる積算数量の差異検証

ＣＩＭモデル数量算出ソフト等の開発・拡充

CIMモデル数量と積算システムによる積算手法検討

試行工事によるモデル化の妥当性優位性の検証

・詳細設計（試行業務）を利用した部分的モデル工事（指定工事）

・工事施工におけるＣＩＭ利活用モデル工事（希望型試行工事他）
自主的な「施工ＣＩＭ」導入

利活用技術の実践

・社会資本老の朽化対策会議 ・社会資本メンテナンス戦略小委員会

・社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会 他

CIMモデル利活用コミュニケーションツールの試行（試行業務・工事）

ＣＩＭモデル導入による情報共有基盤の開発

CIMモデルによる維持管理利活用検討

情報化施工との連携、連動

工事監理（計測、精算、検査など）の効率化検討

・各段階相互利用のモデル化（共有）・予備、概略設計等におけるモデル

・詳細設計における部分的モデル化

CIMモデルより自動算出検討
（数量算出要領との整合確認）

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術等への利活用拡大

（コスト、時間、詳細値他）

CIMの高度な活用拡大
（施工の最適化、維持管理用）

CIMモデルによる
「新たな維持管理体系」への導入検討

CIMモデルの先導的導入での統括管理体制の検討

CIMモデルの合理的な統括管理体制の検討

ＣＩＭ導入ガイドラインの策定

（先導的導入事業の運用）
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4.  Ｈ26年度の試行事業（モデル事業）への提案 

 
H24から開始したモデル事業(試行業務)、試行業務成果を利用するモデル工事(指定工事)及び施工段階
から任意で取り組んでいるモデル工事(希望型工事)の進捗や、各業界での試行に関連する取り組み過程を
踏まえて、今後のモデル事業の方向性と取組み成果について発注者への提案と受注者への期待を含めて

以下に列記する。  
 
4.1  ・事業選定、試行目的等の綿密な事前計画による、試行事業の実施 

試行目的や試行対象を予め明確にし、業務の選定、業務工期の設定、試行に必要となる関連帯

業務等との連携も考慮した仕様・内容による試行業務の計画的な実施を提案する。 
一業務での効果検証に限らず、一連の調査設計業務間で、例えば測量時のレーザ測量データの

受渡しなど、上流からの継続的業務や設計業務と同時期に実施される測量調査等との並行業務を

対象範囲とした試行への取り組みも提案する。  
 
試行事業を選定する際に、詳細モデルを部分的に試行対象とすること以外に、単的対象に留まら

ずプロジェクト単位として、全体モデルを対象とする複数業務に跨る試行も有効である。 
 
4.2  ・試行工事での、施工モデル作成業務による提供での試行の深化 

施工段階で始めるモデル工事の実施において、自主的な試行や試行業務の成果だけの利活用に

留めず、工事施工段階における実務的試行を実施するため必要なデータモデルを施工者に提供す

ることにより、更なる試行の深化と拡大、効果的検証に向けた取り組みを提案する。 
施工時に必要なモデルデータの作成は、別途設計業務で実施するなど試行者(施工会社)の過度
な負担とならないことが望ましい。 
 
CIM試行導入の効果が期待される工事現場において、既に業務が完了している設計資料に基づき、
工事着手と並行し施工者のニーズに合わせて現場で利活用できるモデルへの提供業務を、コンサル

会社が業務として作成することが望ましい。これによって設計から施工へのデータモデルの精度や

受渡し方の試行検証に大きく寄与すると考えられる。 
 
4.3  ・試行事業(設計、工事)への幅広いフォロー体制の拡充 

試行の取り組みにおいて、試行実施者が抱える問題点や課題について、これまでの試行に関す

る知見を持った団体、組織による速やかな対応が可能となる支援体制を充実させることを提案す

る。 
また、個別の試行業務・工事に対しての支援として、データモデルのマネジメントや発注者側

の利活用の支援を実施するアドバイザー業務としてフォローできる試行制度を提案する。 
 
支援体制の具体として、技術検討会メンバーによる、様々な情報提供から、3者会議への参画、現
場調査による問題、課題の解消に向けた支援、施工計画検討の支援策が可能と考えられる。 
また、最新の開発技術に関する情報発信と、実用化前の新技術の積極的な試用を試行事業で適時

に取り入れることで課題の早期解決に繋がると考えられる。 
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4.4  ・維持管理に係わる試行(施工者からの検討アプローチ)の実施拡充 

維持管理情報として、施工時の施工情報、品質情報を反映するために施工者の立場から検討、

検証する取り組み(試行)を提案する。 
また維持修繕工事における施工者としての試行の取り組み拡大も提案する。 
この場合に、試行の目的と役割を明確にし、必要なデータや試行に必要な資機材等の費用は別

途負担されることが望ましい。 
 
維持管理に必要な情報、記録及びその保管手段は、管理者の体質により様々である。ICT 技術の
進歩により、保管すべき施工情報をどこまで、どこのように引き継ぐことがより効率的か、施工者側

のノウハウから検討するアプローチも合理的と考える。 
 
4.5  ・受発注者間の情報共有ツールへの対応(セキュリティの柔軟な対応) 

試行時のモデルや可視化データを、受発注者が同時に共有するためのコミュニケーションツー

ルを使用可能なセキュリティ環境改善(柔軟な対応)により、積極的に受発注者間での情報共有の
ための利活用を提案する。 
 
受注者側から提供可能のであるにもかかわらず発注者が使用できない事例がある。 
受発注者間のみならず、関係者や試行支援者の利活用により、更なる効果が期待できる。 
 

 
 
5.  おわりに 

これからの建設産業を元気にする「CIM」 

 H24年度 CIM技術検討会 事務局主務 元永 秀 

いよいよ、建設産業が元気になるチャンスが到来しました。私の夢である「元気な建設産業」がか

なう時が来たのです。そもそも建設産業に携わる多くの技術者の夢は、「いいもの、子どもに誇れる

もの、地図に残るものを造り、喜んで使ってもらい、便利になって欲しい」との想いではなかったか

と感じています。この熱い想いを大事にすることが最も重要だと感じています。熱い想いが実現でき

れば、おのずと建設産業は元気になります。しかし、これまでなかなか実現しませんでした。実現す

るには、その熱い想いを関係者で、共有して、共同作業・並行作業を可能とすることが不可欠です。

その意味で、夢をかなえる鍵は「CIM」だと確信しています。 
 
私は JACICで、平成 24年 4月 13日に開催された、「CALSの 15年を振り返り、新たなステー
ジへ～建設生産システムのイノベーションに向けて～」と題する JACICセミナーに携わり、「CIM」
のキックオフに立ち会いました。その後の平成 24 年 7月 4 日に「CIM 技術検討会」を事務局とし
て立ち上げました。私は、多くのチャンスをいただき、様々な方々と知り合い、知恵を出し合いまし

た。特に WG などでは、建コン・藤澤氏、日建連・杉浦氏からの情報提供や民間視点による意見交
換など含めて「CIM」の定義をどうするかを議論しました。「時間とともに進化・成熟するデータモ
デルを活用・変更し、情報共有により共同作業・並行作業を実現することにより、建設生産システム

全体の改善を目指す。」が一つ答えでした。 
試行錯誤しながら取り組まれている様々な現場を教えていただきました。その中でも。「曽木の滝

の分水路」「黒目川の調整池工事」では感動を覚えました。そのため、平成 24 年度報告の最初に具
体イメージ・先駆的事例としてご紹介しました。これらの取り組みは、まさに、新しい建設管理シス
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テムを構築することだと感じました。携わった方々の生き生きとした表情を見ると建設産業に従事

する技術者のモチベーション、充実感の向上に資することが期待できると直感しました。 
 
平成 25年度には、日経コンストラクション 6.24号での特集記事「加速する「現場の CIM」」をは
じめとする「CIM」への関心の高まり、土木学会での講演会、米国調査とオフィシャルな活動展開、
そして CIM技術検討会では、先端技術センター・東出氏（現 国土交通省 北上川下流河川事務所長）
を事務局主務として、測量、設計、施工フェーズにおける実践的取り組みなど、全測連、建コン、日

建連の技術検討会メンバーが中心となり具体な検討課題の解決に向けて、引き続き取り組んでいた

だきました。 
また、国交省のモデル事業は大幅に件数を増やし、発注者としての現場での取り組みが更に広がる

と期待されます。 
 
私は現在、東日本大震災の復興の仕事に携わっています。具体的には福島の原発事故により避難が

継続している地域での国直轄での除染事業です。事故後 3 年が経過し、事業のスピードアップ、効
果的・効率的な事業執行、コスト管理、放射線管理、労務管理等、これまで経験したことのない膨大

な事業量の公共事業と戦っています。悪戦苦闘の毎日です。したがって、最も「CIM」を活用しなけ
ればならない事業だと考えています。 
しかし、現実は違います。除染をとりまく様々な課題を解決するには「除染 CIM」に取り組み始
めなければならないと考えています。CIM技術検討会のメ
ンバーと競争し、切磋琢磨して、成果を上げたいと思って

います。そして、課題が多い除染だからこそ、その成果が、

これからの建設産業を元気する一つの実例になると確信

しています。私は、CIM技術検討会を離れましたが、眼前
にある課題を「CIM」で解決しようと決意しました。どう
か、これからも CIM技術検討会と情報を共有して、共同作
業・並行作業を可能にしたいと考えていますので、JACIC
川上氏、影山氏をはじめとした CIM 技術検討会事務局の
皆様にサポートをお願いすることがあると思います。今後

ともよろしくお願いします。 
(現 環境省 水・大気環境局 除染チーム次長) 
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